


提  言  編

■この大全には、2022年９月１日（木）～２日（金）に開催した公益財団

法人さわやか福祉財団主催の「いきがい・助け合いサミット in  東京　

　共生社会をつくる地域包括ケア　～生活を支え合う仕組みと実践～」に

おける全体シンポジウム発言要旨、全３７の分科会でまとめられた提言

と議事要旨、及びポスター展に出展いただいた中から投票により選ばれ

た「いいね！」上位２０作品などを収録しています。

　また、当財団会長によるサミットの総括を冒頭に掲載させていただきま

した。

『助け合い大全 ’22　パネル編』『助け合い大全 ’22　ポスター編』と併

　せて、助け合い活動を広げ、地域共生社会を一緒に進めていただくため

に、ぜひお役立てください。

■なお、登壇者の肩書は登壇いただいた当時の肩書になっています。

　また、生活支援コーディネーターはＳＣと略記している場合もあります。
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さわやか福祉財団  会長  堀田  力
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　東京サミットも総じて高い評価を頂戴しました。

　今後も続けて開催してほしいとのお声も結構いただいています（その一部を P152以

下に収録）。

　今後は、県単位の情報交換会で、全国大会よりはもう少し地域の実情に添って、地域

共生社会への道を切り拓いていきたいと考えています。

「全体シンポジウムも３７の分科会も、究極の狙いとするところは日本で地域共生社会
を実現する道を拓くこと」です（東京サミット『助け合い大全 ’22　パネル編』Ｐ１１）。

　なぜ、地域共生社会なのか。

　それは、働いてお金を稼ぎ、それでモノやサービスを買って生きていくという自己責

任の社会が行き詰まり、その生き方ができない人たちを支え切れなくなると共に、でき

る人たちも含めて孤独になり不安になり、冷たい社会になってしまったからです。だか

ら、人間が本来持つ温かい助け合いの心を取り戻し、誰もがいきがいを持って支
え合う地域共生社会を取り戻そうというわけです。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　●全体シンポジウム「地域共生社会への進展」（パネリスト宮本太郎さん、広井良

典さん、勝部麗子さん、髙橋由和さん、進行役堀田力）では、地域共生社会を実現して

いく理論と実践が披露されました。その提言では、「誰一人取り残さずウェルビーイン

グに暮らせる社会を目指す」と訴えています。ＳＤＧsの目標と同じです。

私たちはどこに
向かおうとしているのか

～サミット提言の骨太な総括～
さわやか福祉財団　会長　堀田　力

私たちはどこに向かおうとしているのか
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いきがい
助け合い

　それは具体的には大変なことで、お金 ー モノ・サービスの経済社会では達成不可能

で、取り残される人がたくさん出ます。達成できるのは、助け合い（非営利・分か
ち合い・人間愛）の社会ですが、それは簡単なことではありません。道ははるかに遠

いことを自覚して地道に取り組む覚悟が必要ですが、それでも、希望はあります。サミ

ット参加者も、「支え合い活動がこんなにも全国で、さまざまな方法で実施されている

ことを知ることができ、担当（市職員として）させてもらえていることに感謝する」と

言っておられます。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　そして、目指す地域共生社会は、当然のことながら、お金や組織（国や行政、企業、

村社会）、 機械技術などを人の上に置くのではなく、あくまですべての人を上に置き、

すべての人が幸せになるようにお金も組織も機械もそのための道具とする位置付
けにする社会であることが大切です。

　人類に勝つ力を持っているのは自然だけであり、だからその社会では、人は自然と共

いきがい・助け合いサミット in 東京 シンポジウム・分科会の全体像
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存し、その恵みを受けて暮らします。

　●分科会１４「人間開花社会をつくる」（進行役堀田聰子さん）は、すべての人
の能力を開花させる社会への考え方と実践を探りました。

　光はあります。人間の能力は、日常の交際関係の中だけでなく、職場の人間関係の中

でもそれぞれに花開くべきものであることが確認されました。しかし、これも先行きの

長い道のりです。分科会の提言は、「対話による相互承認」と「当事者になる楽しさ」

を強調しました。人のつながりの中で認め合い、すべての人が当事者として楽しく生

きていける社会を目指したいというメッセージです。

　東京サミットを終えても、地域共生社会を目指して行う地域づくりや助け合い創出活

動に関して、「何をどうすればいいかわからない」という趣旨の疑問が、生活支援コー

ディネーター（以下、ＳＣ）をはじめとする行政・包括・社協等の仕掛け人関係者から

寄せられています。

　わからない原因を突き詰めていくと「（助け合いは住民同士が勝手にやるものなのに）

なぜ行政が助け合い活動を創り出さなければならないのかがわからない」、「（助け合

いは住民同士が勝手にやるものなのに）行政がどんな手法で助け合い活動を創り出すの

かわからない」という２つの疑問に帰着するようです。

　確かに、助け合い活動もそれより範囲が広い地域づくり活動も、住民が主体的に動か

ないと形だけのものになってしまいます。だから、２つの基本的な疑問は、「行政はな

ぜ住民の主体的な活動を必要とするのか」「行政は住民の主体的な活動をどう創り出す

のか」ということになります。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　この疑問が根強い理由は、行政がこれまで住民主体の活動を創り出す仕事をやったこ

とがほとんどなく、一定の要件を一律客観的に定めて、それに該当すれば、法に定める

手続きを踏んで、与えられた権限の範囲で規制したり、定められた金品やサービスを給

付したりする役割を担ってきたからです。そこでは住民は主体的な活動者ではなく、規

制や給付の対象者に過ぎなかったのです。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　ところが、社会が高度化し、複雑化すると共にすべての人が人としての尊厳を求める

社会になると、従来の一律な規制や給付では、「すべての人を幸せにする」（憲法１３

地域づくり・助け合い創出活動理解の難しさ
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いきがい
助け合い

条）という行政の目的は達成できなくなります。人々が柔軟に支え合う主体的な活動
が、どの地域でも普通に行われる社会にならないと、行政が埋め切れない隙間は、広

がる一方になり、行政はいよいよその目的を達成できなくなっていきます。

　これが、行政が住民の主体的活動を必要とする理由です。

　そして、その創り出し方は、行政が活動のやり方を決めて仕切るのでなく、住民がや
りたいようにやるのを、後方から支援するということになります。

　住民が活動の主体ですからやりたいようにやることが必要で、住民が何をどのように

やりたいかは、住民の本音を聞き出さないとわかりません。住民の本音をしっかり聞く

まで、「何をどうやっていいかわからない」のが当たり前で、これをわかった気になっ

てやることややり方を押し付けたのでは、住民主体の活動が育つわけはありません。

　この２つの基本的疑問が感覚として解決できれば、あとはさまざまな各論的課題にそ

の都度取り組んでいくと、着実に前へ進んでいくことができると思います。

　日本の活性化のために地域共生社会を創るといっても、地域の住民相互の助け合いの

実態は、それぞれ違います。例えば沖縄の地方部では、初めての訪問者にもすぐ食事を

提供するほどつながりが濃く、隣同士でも挨拶をしないような大都市中心部とはずいぶ

ん差があり、助け合い活動の仕掛け方もまったく違う形になります。

　それらの地域差を少しでも縮めて、地域の助け合い活動の基礎を、形は違っても住民

相互の絆を深めることによって創り出そうとする試みが、いろいろな切り口から行われ

ています。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　●分科会１「自治体による地域共生づくり」（進行役堀田力、アドバイザー広井良

典さん、堀田聰子さん）は、市町村同士が任意に連携して、住民の主体的な活動の創り

方を中心に、方法などを学び合う試みを紹介しています。

　地域共生政策自治体連携機構（旧福祉自治体ユニット）、 小規模多機能自治推進ネッ

トワーク会議及び幸せリーグ（住民の幸福実感向上を目指す基礎自治体連合）です。

　いずれの連携組織も、どちらかといえば地方の小中規模の市町村の加入が多く、少子

高齢化、過疎化が進み、国や県の指導も十分に及んでいない市町村で、やる気のあると

ころが加入し、情報を得ているというのが実態と思われます。

　分科会は、「市区町村は、地域の実情に応じ多種多様に展開される住民活動を学び合

助け合いの社会的基礎（絆）はどこまで進んでいるか
一一 これからの課題　



8

うため互いに連携して情報交換し、内容を充実していきたい」と提言しました。

　住民主体の活動を、実例にのっとって立体的に理解していくのは、国や県のガイドラ

インに依拠した研修よりも、任意の市区町村がそれぞれに工夫した実績を自発的、
自律的に情報交換する方がはるかに効果が大きいと思われます。財政難と職員減で市

区町村が厳しい状況に置かれている中、住民主体の活動の振興という未来につながる事

業にどれだけ力を注げるのか、市区町村の知恵と意欲が問われています。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　●分科会２６「住民活動の拠点づくり」（進行役堀田力、アドバイザー浅野史郎さん）

は、ジャンプの東京サミットを締める提言として、「全国に住民運動の拠点づくりを広

め、地方が主体の地域共生社会を実現しよう」と訴えました。具体的には「住民主体の
活動を未来に向けて広げるため、市区町村に活動資金と情報交換の拠点をつくろ
う」という趣旨です。

　日本が住民主体で地域共生社会を創る方向に進む以外に活性化の道がないことは、全

体シンポでも確認されており、国も、地方創生など地方活性化の政策を打ち出していま

す。しかし、本分科会で元宮城県知事の浅野史郎さんが指摘したように、国が上から仕

掛けた地方創生の政策はうまくいきません。

　本分科会では、全国にさきがけて、住民の寄付金などを基に、住民活動展開に必要な

資金を自由に使えるように提供している基金を紹介。それが多様な住民活動を生み、支

えている実態を確認しました。

　資金と合わせ、住民が集まって情報を交換し、必要な活動について協議するプラット

フォームも必要なことを確認しました。

　しかし、資金と情報の拠点をつくっている市町村はまだきわめて少数です。

　さわやか福祉財団は、住民活動の拠点づくりの手がかりとなるパンフレット「住民主

体の活動をひろげよう 」を発行しました。（https://www.sawayakazaidan.or.jp/

information/report/）市区町村は、地域共生社会への歩みを確実に踏み出すために、

その拠点づくりに取りかかってほしいと願っております。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　●分科会２７「企業のＳＤＧ s」　（進行役髙橋陽子さん、アドバイザー小野晶子さ

ん）、●分科会２８「労働組合等のＳＤＧ s」（進行役村田幸子さん、アドバイザー

中村天江さん）では、国連のＳＤＧsの提唱を企業も労働組合など非営利団体も結構わ

がこととして受け止め、取り組みはじめていることが確認されました。

　活動の多くは地域づくりあるいは地域共生に係わるものなので、それらの活動を地域

の同種の活動と連携して展開することが、今後の課題とされました。



9

いきがい
助け合い

　●分科会２９「学生ボランティア活動」（進行役辻村哲夫さん、アドバイザー嶋野

道弘さん）も、●分科会３５「外国人との共生」（進行役毛受敏浩さん、アドバイザ

ー是川夕さん）も、●分科会３７「寄付文化の進展」（進行役早瀬昇さん、アドバイ

ザー鵜尾雅隆さん）も、それぞれに古くからの課題であるにもかかわらず、殻を破り切

れず、個人が精神的に自立した人間として相互に尊重し、助け合おうという普遍
的な段階に進まないもどかしさをぬぐい切れません。その中で、「おや、これまでとは

違うぞ」と感じるような動きが出だしているというのがここ数年の現象で、それらの新

しい動きを共有し、「人間開花」の方向で共助・共生の活動が広がっていくよう、みん

なで頑張って参画していきたいと願っています。

　3つの分科会のどの提言からも、その願いが伝わってきます。

　ここまで、日本の助け合い（絆）はどの程度進んでいるのかを、いくつかの切り口か

ら見てきました。大ざっぱに言えば、新しい方向に動き出してはいるが、まだまだこれ

からという段階です。

　そこで、いろいろな形で住民主体の助け合い活動に取り組むわけですが、その手始め

に、そもそも助け合い活動そのもののあり方が理解されているのかを問うのが、この次

にまとめた５つの分科会です。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　●分科会２「助け合いによる生活支援」（進行役清水肇子、アドバイザー松岡洋子

さん）は、生活支援を行う助け合いは、ある期間継続して、助ける側が助けられる側を

一方的に助けることが多く、その活動も、調理や掃除などある程度の労力を要するもの

で、そういう“やや重い”活動を、助け合いとしてやる心がまえを問うています。

　分科会では、助ける側もその人間関係からやりがいを感じ、お互いさまだとか、助け

る仲間との協力関係が楽しいとか、生活支援を助け合いでやる楽しさや心意気が披露さ

れています。しかし、生活面で自立できていない男性陣がどこまでやるかについては、

まだ課題が残っています。

　●分科会２５「海外の助け合い」（進行役大上真一さん）は、大阪サミットからの

シリーズで、先進諸国の高齢者ケアについても、生活支援についてはボランティア活
動を取り込む方向に動きつつある状況が紹介されました。

　●分科会３２「子どもと高齢者の助け合い」（進行役奥山千鶴子さん）と●分科会

助け合いの基礎の理解はどこまで進んでいるか
一一 これからの課題　
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３３「子どもの共感力」（進行役藤原佳典さん、アドバイザー内田伸子さん）では、子

どもと高齢者の相性がよいこと、しかし子どもが高齢者はじめご近所のいろいろな人と

交わり、遊ぶ機会はとみに失われ、そのため子どもの共感力が育たない社会になって
しまったことが確認されました。

　子どもの共感力は、助け合いの基礎ですが、これを育成する道筋は見えていません。

そこでこの２つの分科会は、子ども・子育て政策の全面的検討に政府がとりかかったこ

の機会に、地域で子育てをする仕組みを広げたいと提言、これを東京サミット全体で

受けて、その提言をサミットの特別提言として決議、発表しました。（https://www.

sawayakazaidan.or.jp/information/summit/s_tokyo_info20220902/）

　●分科会３６「住宅を地域に開く」（進行役髙橋紘士さん、アドバイザー西村周三

さん）は、すっかり扉を地域に対して閉ざしてしまった個人住宅、なかんずく、団地の

住宅について、これを地域に開こうと呼びかけ、数少ない開放例を紹介しました。

　他者を自宅に招き入れる習慣をここまでなくしてしまった現代日本人が、再び扉を大

きく開くことがありうるかとの疑問を払拭し切れません。しかし、１９９０年代に地域

の居場所の必要性を説いたのが建築学者でした。居場所は、その頃からすると想像でき

なかったほど広がっていますので、個人住宅開放についてもある時点から急速に広
がるとの希望を持ち続けたいと思います。

　助け合いは、本来は住民同士が自然に行って、それがやがて社会的風習として形とな

り、地域文化になっていくものでしょう。しかし、風習や文化の基盤となる地域コミュ

ニティが自己責任文化の波にもろくも押し流されてしまった現在、これを人為的に取り

戻すには、助け合いが持つ多様な側面に対応した多様な角度からの仕掛けが必要になり

ます。自然な動きに委ねていては、グローバルな資本主義から発生する自己責任文化に

押されっぱなしになるでしょう。

　といって、助け合い活動を、こうやれああやれと上から仕切って創り出そうとしても、

うまくいくはずがありません。助け合いは、自主性、自発性が命であって、それなく

しては続かない本質を持っているからです。

（自然な助け合いを発展させる手法）

　●分科会１５「自然な助け合い」（進行役池田昌弘さん、アドバイザー近藤克則さ

助け合いの広め方の理解はどこまで進んでいるか
一一 これからの課題　
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ん）は、各地域では、仕掛け人には見えなくても、ご近所の自然な助け合いは行われて

いるとして、これをお宝と呼び、仕掛け人（ＳＣなど）は、まずこのお宝を発見しよう

と呼びかけています。そして、この助け合いの関係をマップにして見える化すると、

「助け合っていいんだ」という意識が自然に広がるというわけです。自己責任の意識が

自然に払しょくされていくと言っていいでしょう。

　一般論として、地方に行くほど「お宝」は豊富になると思われ、この手法（助け
合いの自主性、自律性を損なうリスクが最小限な手法）は有効でしょうが、自己

責任文化が急激に蔓延した都市部など“やや重い”助け合い復活のニーズが高い地域で、

この手法だけでニーズに応じ切れるかという課題は、残っていると思われます。

　●分科会７「地縁の助け合い」（進行役高橋良太さん）は、地縁関係の中で自然に

行われている助け合い（絆）をベースにして、その助け合い活動の過程でより継続的
な“やや重い”助け合いへのニーズが自然に吐露・共有され、これが見える化され

て自律的にこれに応ずる“やや重い”助け合い活動が行われるようになるという手順を

明らかにしています。

　王道として理解され、実践例もかなり普遍化していると言えるでしょう。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　●分科会３１「助けられる人の社会参加」（進行役澤岡詩野さん、アドバイザー袖

井孝子さん）は、自然な助け合いとしては当たり前の話で、人間としての自然な感情が

あれば、助けられている人も、まだ助ける能力が残っている限り（寝たきりになっ

ても人の話を聞く能力は残っている）、人を助けたいと思うものです。

　なのにこのような課題が問われるのは、行政が行うケアが、一方的給付として行われ

るところから、支援する側とされる側が峻別されて捉えられる気風（判断の傾向）が生

じているためでしょう。ただ、この誤った気風はかなりのスピードで改められつつある

ように思います。

（自然な助け合いをベースとして意識的な助け合いの発展へ）

　●分科会３４「孤立者への地域支援」（進行役古都賢一さん、アドバイザー奥田知

志さん）は、人の助け合いの情の自然な発露をうながすだけでは対応しきれない課題で

す。

　現代の自己責任文化と経済的・社会的格差の急激な拡大によって、孤立者は一挙に増

えています。人は助け合って当たり前という共有の認識が失われた事態にどう対応する

かは、新たに「孤独・孤立担当大臣」を設けたぐらいでは解決できません。

　分科会は、「重層的なつながりで、一人ひとりを地域社会に包摂しましょう」と提言
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しました。

　しかし、その人の心を傷つけてしまった社会が、その人を包摂する社会に変われるの

でしょうか。これは結局、日本を地域共生社会に変えることができるかという課題と同

じであり、孤立者をどこまで包摂できるかが、この基本的課題解決のバロメーターにな

るのではないかと思われます。

　人の自然な助け合いの情との関係で言えば、孤立者の激増という新しい事態に対
応して、どれだけの人が、助け合いの心を意識的に発揮できるところまで変身で
きるかが問われているということでしょう。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　●分科会１６「認知症の人の社会参加」（進行役新田國夫さん）と●分科会１７
「市民後見活動」（進行役大森彌さん）も、高齢化がもたらした「認知症」という新し

い課題にどう対応するかに取り組んでいます。認知症の人たちは、“普通の人”として

接して欲しいと望んでいます。これができていなかったことが、これまでの認知症対策

の大きな欠陥でした。

　厚労省が認知症対策を担当するようになってから対応策は改善の方向に向かうように

なり、成年後見人は、本人の尊厳の保持、いきがいのある暮らしのためのサポートを、

地域の多様な支援者と連携して行うという仕組みをつくり、その中核を市民後見人が

担うという体制づくりが動き始めています。

　まだ緒に就いたばかりであり、市民後見人を増やすことは容易な作業ではありません

が、なにしろ認知症者の増え方が尋常ではありませんので、市民後見人をどれだけの人

が志してくれるのかがもっとも重要な課題となります。

　意識的、集中的に強力な働きかけを行う必要があります。

（ＳＣ等による助け合いの働きかけ）

　ここからは、ＳＣ、協議体という、国が市区町村ごとに設けた助け合い活動創出の働

きかけを行う体制を中心として、どのような手法で働きかけるかについて、多様な角度

から検討する分科会を見ていきます。しつこく繰り返しますが、それらの働きかけは、

あくまで住民の主体性を絶対に損なわないということを大前提にするものでなくてはな

りません。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　●分科会４「目指す地域像と工程表」（進行役岡野貴代）は、ＳＣ等が地域に助け

合いを働きかけるのに必要な前提となる作業の第１で、働きかけを意識的に行う以上、
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出たとこ勝負ではＳＣ等の努力も住民の努力も無駄が多くなります。

　ＳＣ等は、１・２層の地域について、継続的に住民のニーズと活動意欲を把握し

ながら、目指す地域像（どんな助け合い活動が欲しいか。それをどう創るか）を共有し

て、創り出す作業の進め方を、助け合い活動創出の成果ではなく創出のための手
順として合意することが大切です。地域像も工程表も住民の判断に基づいて作成されな

ければかえって有害となりますが、現状では、この手続きが結構面倒がられています。

　しかし、大阪から東京まで３回の分科会で確認された通り、目指す地域像と工程表を

住民の判断に基づいてつくり、共有している市町村では、トータルとして非常に効率的

に住民主体の活動を引き出しています。

　●分科会６「ニーズの把握と担い手」（進行役髙橋望）は必要な前提となる作業の

第２です。ニーズの把握と担い手の発掘をもっとも適切に行う手法は、主として助けら

れる側の住民の方々も含めたきめ細かな町内会レベル懇談会で本音の話し合いを行
うことであることが確認されています。ただ、そこまでいかなくても、面談による丁寧

なアンケート調査を行った市町村は、確かな成果を上げています。

　以上２つの前提作業の重要性と有効性は、まだまだ強調し続ける必要があると痛感し

ています。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　●分科会８「共生型常設型居場所」（進行役鶴山芳子）は、助け合い活動の原点で

ある「共感づくり」の場です。居場所づくり活動は、社協によるサロン活動が先行して

いましたが、１９９０年代に入って、イベントによる集まりでなく、絆を結ぶことを直

接の目的とする「いつでも誰でも型」が広がり始め、２０００年代には、市町村でもこ

れを支援するところが出始め、国も２０１５年の新地域支援事業で「通いの場」という

タイプを補助対象としました。通いの場はかなりの勢いで広がり、これを介護予防活動

だけの場でなく、交流の場にしようという動きにつながっています。その一方で、住民

に地域づくりのニーズを聞くと、いつでも誰でも型の居場所を望む声はまず間違いなく

出てきます。これに応ずる形で、この型の居場所づくりが始まりますが、まだ「居場所

を主宰する側」と、そこへ「客として参加する側」が峻別されている例が多い状況です。

分科会では、「みんなで居場所を運営する方式」にすることが継続・発展をもたらすこ

とが確認されています。

　そして、この型の居場所の交流から、地域の有償ボランティアが生み出される
という、助け合いの発展ルートが開拓されつつある状況です。

　●分科会９「有償ボランティア」（進行役中村順子さん）と●分科会１０「移動
支援」（進行役河崎民子さん）は、いずれも現場のニーズが相当強い課題です。

　移動支援のニーズは、高齢による免許返納者の増加により発生しているので、地方で
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の在宅生活維持上切実な課題です。相変わらず国交省がボランティア運転者に対する

謝礼金の支払いを認めないので、これをかいくぐるための手法の開発という姑息な検討

を行わざるを得ないのは残念な現状ですが、なにしろニーズが高いので、市町村や地方

厚生局も巻き込んで、助け合いによる移動支援が広がっています。

　有償ボランティアは、「労働」と区別する基準が不明確という問題を抱えたまま、こ

れも「生活支援のような“やや重い”助け合いを継続して行うには、ある程度の
謝礼付きの方が有効」という実感が広がり、あわせて奨励金を払うことが認められた

こともあって、着実に普及しています。絆の濃い地方の人々も、すんなりと謝礼の受領

を認めており、分科会の「有償（謝礼付き）ボランティア活動は、特に生活支援活動に

おいて互いが気兼ねなく助け合える有効な手段である」という提言は、まさに現状に即

した認識です。

（企業ＯＢや勤労者の助け合い参加）

　●分科会１８「企業ＯＢの参加」（進行役中村順子さん、アドバイザー奥山俊一さ

ん）や●分科会３０「勤労者の参加」（進行役澤美杉、アドバイザー蒲原基道さん）

は、助け合いとしては当然のことであるのに、日本の実情としては普通とは言えない状

況（参加が乏しい状況）になっているという課題に取り組んでいます。本質的には、男

性の家庭生活維持活動への参加が薄いという日本の課題と同じです。

　それでも、企業ＯＢは、地域の清掃活動など外回りの助け合い活動にはかなり参加す

るようになっていますが、現役勤労者はそこも活発とは言えない状況です。

　助け合い活動は地域全体で行うものですから、企業ＯＢや勤労者に対する参加の働き

かけもＳＣ等の任務です。しかし、ＳＣ等だけの手に負えるような簡単なことでは
ないので、企業や行政、自治会などとの協力体制が必要になってきます。企業ＯＢ

については分科会は地域包括単位のセミナーを提言していますし、勤労者についても分

科会の議論の中で地域でのフォーラムなどが、参加を促した成功例として紹介されてい

ます。

　モゾモゾと動き始めてはいるが、先進諸国に比べると恥ずかしい現状で、奮起が求め

られる課題です。

　●分科会１９「防災活動と助け合い」（進行役菱沼幹男さん）は、日常の助け合
い活動により、ご近所で暮らしている身体が不自由な人の情報が共有されていな

いと、大災害時の救済活動は全うされないことを確認しています。防災訓練だけを行っ

てもいざという時役に立たないというわけです。

　防災活動を日常の助け合い活動と連動させると、防災活動の中心になりがちな青壮年

男性層が、日常の助け合い活動にも参画するようになります。
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「地域活動は全層参加」というあるべき姿が、その切り口から実現されるということで

す。

（在宅での看取りと助け合い）

　●分科会２０「在宅での看取り」（進行役花戸貴司さん）は、在宅生活支援の究極

の姿としての看取りのあり方を探るものです。

　３回のサミットでこの課題に取り組んできた分科会は、締めの提言で「人生最終章の

過ごし方を自ら発言できる社会にすること」を提言しています。人生の最終章の過ごし

方は、人生の質を確保するために最も重要であり、だからこそ当事者の意思がきわめて

重要です。

　そのことを前提にして提言は、「当事者の意思を実現するための地域活動の重要性」

を強調しました。

　実践者による貴重な実践例に基づく提言です。しかし、在宅の看取り自体が戦後大き

く減少してきている中で、本人の意思を実現するには、家族と地域の理解と断固たる協

力が求められます。特に家族が、本人の意を体して本人の尊厳を重んじ、地域共生の道

を拓いていくことを期待しています。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　本項「助け合いの広め方」の達成状況を総括して見れば、新地域支援事業によってＳ

Ｃや協議体が取り組んだ助け合い創出は、地域差はあるものの、前提作業（体制づくり

と目標・戦略の設定、ニーズの把握と担い手の発掘）を相当程度まで終えて、本命の

「助け合い創出」に取りかかっており、進んだ市町村では、住民の間に広く浸透する段

階に達しているところも現れ始めていると言えるでしょう。

　行政の活動はＰＤＣＡサイクルで、行政がプランをどこまで実現したかの評価を受け

ます。これに対し、助け合い創出活動の主体は住民であって、住民が自発的にやる気に

ならなければ助け合いは実現しません。そして住民が自発的にやる気になるかどうかは、

誰も（本人でさえも）コントロールできず、ましてや時期を決めてプランを立てること

などできません。

　行政の後方支援活動のＰＤＣＡは、あくまで後方支援活動自体の手順について行うだ

行政の後方支援の理解はどこまで進んでいるか
一一 これからの課題　
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けで、住民活動自体についてその成果を数値目標で掲げたりするのは、住民活動の自発

性、自律性を阻害する有害な行為になります。

　本項で取り上げる分科会は、以上の特質をしっかり踏まえつつ、住民の主体的活動を

広げるという行政目標をどう達成するかという難しい課題に取り組んでいます。

（基本的課題）

　●分科会１１「行政の後方支援のあり方」（進行役服部真治さん、アドバイザー

原勝則さん）は、ずばり本題の答を探るものですが、すでに神奈川サミットの提言で、

「助け合い活動は、そもそも自発的に実施されているものであり、要介護認定にとらわ

れるものではない」と、助け合いの主体性、自発性の理解を求め、「制度に助け合い活

動を合わせること」を戒めています。制度の枠組みから考えるという、通常の行政の活

動ならば当然の視点が、助け合い活動では有害になることを指摘する重要な提言です。

　ただ、そのことだけを重視していると、行政が後方支援自体に消極的になるおそれが

あります。そこで分科会は、東京サミットでは、「楽しもう！地域づくり。使い倒そう！

地域支援事業。やっちゃえ！行政！」と、行政を励ましました。

　行政が、住民主体で助け合いを進める住民の気持ちを“わがこと”として共鳴すると、

助け合いの創出が楽しくなります。そうなると、地域支援事業が定めるさまざまな事業

を、助け合いを広めるツールとしてうまく活用して欲しくなり、その情報提供をして活

用のアドバイスをすることになるでしょう。そのようにして積極的に後方支援活動を展

開しましょうという提言です。

　現状は、住民の主体性の理解がかなり広まってはいるものの、仕切り型の担当
者も決して珍しくはない状況です。神奈川と東京両方のメッセージをあわせて伝え続

けることが必要です。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　●分科会３「住民のやらされ感」（進行役目﨑智恵子）は、同じ後方支援の課題を

住民サイドから取り上げるもので、提言として「行政や社協などの関係者が住民と足
並みを揃え、目線を同じ高さに置きながら、住民と共に考える」ことを奨めています。

　●分科会５「２層協議体のあり方」（進行役長瀬純治）は、２層協議体について提

言で、「地域の助け合いの大切なプラットフォーム」だと確認しています。

　住民目線で智恵を出すために、その構成はトータルとして幅広く住民の意見を代弁す

ることになるように人を揃えることが大切ですが、いまだに肩書で委員を任命し、当然

のことながら全く機能していない協議体が根絶されていないのは、残念です。

　提言にあるように、「ＳＣとともに、住民らしく自由な発想で、地域のつながりを継
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続的に深め」ることが強く求められています。

（市区町村の規模別の特徴）

　●分科会２３「大都市における支援」（進行役服部真治さん、アドバイザー辻哲夫

さん）と●分科会２４「小規模自治体における支援」（進行役石井義恭さん）は、市

区町村の規模による支援の仕方の特徴を探るものです。

　大都市部は、社会資源は豊富なものの、人との絆は希薄になっていて、助け合いを働

きかけようにも基盤が失われているとされていますが、子細に見ていくと、地域によっ

て昔ながらの人間関係が残っていたり、団地によっては定住志向の世帯が揃って助け合

いを必要とする年代に入っているなど、まばら状態ながら基盤が残っていることが

確認されています。

　分科会は、多様な地域の実情に応じて、柔軟に「様々な主体の地域での活動をコーデ

ィネートしよう」と提言しています。

　一方、小規模自治体については、行政の規模も小さく、職員の兼務が珍しくないが、

行政と住民との距離が近い特質があり、住民との協力関係を深めつつ、きめ細かな支

援を行っている実情が紹介されています。

（都道府県の役割）

　●分科会１２「都道府県の役割」（進行役岩名礼介さん）については、市区町村に

対する地域支援事業に関する指導が、都道府県により相当な差があることが明らかに

なっています。担当課の取り組み姿勢と担当職員の意欲・能力に差があって、実績の蓄

積によってその差がますます広がっていることが見て取れます。

　その差は、管内市区町村の実績にも影響しています。この課題については、厚労省に

よる解決を待つほかないと思われます。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　行政の後方支援活動自体の程度を見ると、概括的に見て、都市部ほど薄く、地方ほど

厚いという傾向が見受けられます。また、指導する立場の都道府県の格差が目立ちます。

後方支援としてあるべき姿の理解については、給付行政と変わらない意識で仕切る担当

者が、少数派とはいえ存在します。一方、後方支援に徹してこれを楽しむまでの域に達

している担当者も、ある程度生まれています。

　ただ、せっかく目覚めた担当者を数年で異動させてしまう残念な人事が、一般的に行

われています。
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　●分科会１３「医療・介護と助け合いとの連携」（進行役中村秀一さん）は、専
門職が本人の本当にしたいことを丸ごと把握して、その実現に取り組む姿勢が必要

で、それがあれば「地域にある資源を活用し、面としてのケアが行われる」旨の提言を

しています。

　介護の分野では、医療との連携の必要性は相当程度理解され、また助け合いとの連携

も部分的には行われるようになっていますが、医療の分野では、在宅訪問医療自体がか

なり例外的な現状です。とりあえず訪問看護師の活躍が期待されます。

　●分科会２１「ケアプランと助け合い」（進行役田中滋さん）は、ケアプランに助

け合いなどインフォーマルサービスも組み入れる実務が何とか広がりつつあると言える

状況かと認識されますが、総体として言えば、助け合い自体がまだ量的に不足している

現状では、ケアマネジャーがその有用性に気付く範囲も限定されていると言えます。

　提言にあるように、「本人を含む住民の力で、生活支援の助け合いの仕組みを地
域で育て」ることがそもそも必要なのです。

　●分科会２２「社会福祉法人と認定介護福祉士の地域貢献」（進行役諏訪徹さん、

アドバイザー和田敏明さん）は、課題自体が比較的新しく認識されたものです。しかし、

社会福祉法人の地域貢献は、これを行うところは、目覚ましいぐらいに行っており、お

おむねそれが本業の業績にも連動していることが確認されています。

　認定介護福祉士の地域活動はこれからの実践ですが、それが社会福祉法人の地域貢献

に結び付くと、大きな力を生み出すことが予想されます。

　分科会も「地域の力を寄せ合う」ことを提言しています。

＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　プロの力とアマの力を連携させ、あるいは社会福祉事業を地域づくりに生かせれば、

地域共生社会づくりのエンジンが生まれ、地域住民のウェルビーイングは大きく伸展し

ます。

助け合いの身体的基礎（医療・介護）と
助け合いの連携はできているか

一一 これからの課題　
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提言を基にまとめたサミットのメッセージ

〇誰一人取り残さずウェルビーイングに
暮らせる社会は、地域共生社会
（全体シンポジウム）

〇地域共生社会実現には、
住民の主体的活動が必要で、
市区町村はこれを適切に支援することが
求められる
（分科会１）

〇すべての住民は、当事者として楽しく
活動しよう
（分科会１４）

〇市区町村に、住民主体の活動の拠点を
つくろう
（分科会２６）
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全体シンポジウム
発言要旨

地域共生社会への進展
～住民主体で大ジャンプ～

いきがい・助け合いサミット in 東京
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堀田力　日本中をいきがいと助け合いのあるいき

いきとした社会にしていきたい。誰一人残らず元

気に暮らせる日本にしていきたい。そういう熱い

思いを持った、全国で３０００人を超える皆様方

がこのサミットに参加していただいております。

　このサミットは、大阪、神奈川、東京で、ホッ

プ・ステップ・ジャンプと進んできました。大阪

サミットでホップとして「地域共生の道をみんな

で進もう」という問題提起の議論をし、神奈川サ

ミットで「どうつなぎ、どういう問題をどういう

ふうに取り組んでいけばいいのか」という進み方

をステップとしていろいろ協議いたしました。

　そして、最後であります今回の東京サミットで

は、行く道は「地域共生への道」しかない、それ

全体シンポジウム
地域共生社会への進展
～住民主体で大ジャンプ～

【パネリスト】宮本  太郎氏　中央大学法学部教授

広井  良典氏　京都大学人と社会の未来研究院教授

勝部  麗子氏　社会福祉法人豊中市社会福祉協議会事務局長

髙橋  由和氏　特定非営利活動法人きらりよしじまネットワーク事務局長

【進　行　役】堀田  力 公益財団法人さわやか福祉財団会長

左から、堀田力、宮本太郎氏、広井良典氏、勝部麗子氏、髙橋由和氏
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をどう進めていくのか、その具体的な道筋までを

みんなでしっかり議論して考えて、これからの日

本の進み方、社会のつくり方、それぞれの生き方

についてのメッセージを、ジャンプの方向として

広く訴えていきたいと考えています。

　全体シンポジウムでは、基本中の基本である

「地域共生社会の持つ意味」をもう一度しっかり

堀田　まず、地域共生を広い意味でしっかり提唱

されて、その道の大切さをずっと説き、いろいろ

な考え方をリードしてきてくださいました宮本さ

ん（今日はお互いに「さん」でいきたいと思いま

す）、 よろしくお願いします。

宮本太郎　今日の私の役回りというのは、これか

らの議論が地域共生社会というビジョン、その進

展につながるように、その枠組みを示すというこ

とかなと思っています。

　皆さん、「地域共生社会」と聞かれてどのよう

にイメージされるでしょうか。「抵抗感のない言

葉だけれども、ぼんやりしているなあ」と思われ

る方が多いと思います。実際、地域での取り組み

に関わっていらっしゃる方は、地域包括ケアシス

テムもずいぶんややこしい仕組みだったけれども、

さらに子どもや障がい、困窮の分野と一体になっ

てくると言うと、非常に複雑でどうなってしまう

のだろうかと思われている方も少なくないのでは

ないかなと思います。

　今なぜ地域共生社会なのかということを考えて

いきたいと思います。まず、お馴染みの肩車社会

のイメージから考えていきます。地域共生社会は、

実は脱・肩車社会のビジョンではないかなと思い

ます。２０４０年、高齢世代が３９００万人にな

って、現役世代と高齢世代の比率が１・５対１く

らいになっていくということで、肩車社会のイメ

４名の識者の方々のお知恵で探り出していきます。

地域共生への道の基本としては、住民の方々がそ

れぞれにしっかり頑張っていただけるように、み

んなで助け合い、励まし合い、支え合ってやって

いくことが大事ではなかろうか。そのことを全体

シンポジウムでしっかり確認したいと願っていま

す。

ージが出てくるわけです。でも、肩車のイメージ

はどうなのでしょうか。おそらくこのサミットに

参加しておられる皆さんはいろいろ突っ込みどこ

ろがあるのではないかなと思うのです。

　やはりポイントは、支え合いのケアで、支える

側・支えられる側、担ぐ側・担がれる側がはっき

り分かれない。そして、ケアの価値が高められて、

誰もがそれに参加して、老若男女問わず、支える

側・支えられる側問わず、元気人口を増やしてい

く。これが地域共生社会のビジョンなのだと思い

ます。

　コロナ禍の中でケアの価値は見直されていると

思います。介護であれ、保育であれ、ケアが縮小

することで生活がしっちゃかめっちゃかになると

いうことを私たちは体験してきたわけなのです。

ケアの価値が見過ごされてしまうことは今に始ま

宮本  太郎氏

地域共生社会を前にすすませる
ケアが尊重され楽しくなる社会へ
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ったことではないと思います。非常に根深い問題

なのではないかなと思います。

　おそらく皆さんにもお馴染みのナゾナゾ「朝は

４本足、昼は２本足、夜は３本足、この生き物は

何だ」があります。ギリシャ神話、オイディプス

神話の冒頭で、スフィンクスが道行く旅人、基本

的に働き盛りの男性たちに問いかけるのです。そ

の男性たちは、４本足でハイハイをしてケアにす

がっていた赤ん坊時代を思い出したくもない。そ

れから３本足になってケアに依拠する老年時代を

考えたくもないということで、スフィンクスのナ

ゾナゾに答えられないわけです。それで、スフィ

ンクスに食べられてしまう。

　前回の神奈川サミットで、元京都大学総長の山

極壽一先生が「人間の脳がゴリラよりずっと大き

くなったのは、人間の集団が子育てのケアに携わ

ることをきっかけにしてなのだ。そういう意味で

は、ケアというのは人間にとって極めて基本的な

営みなのだ」とおっしゃっていました。それを忘

れてしまった旅人、特に成人男性に対するスフィ

ンクスの怒りが爆発したということになるのかな

と思います。

　もちろん現代では日本を含めて自治体や国がケ

アサービスを引き受けるようになっているわけで

すけれども、それは本当にケアの価値が認められ

たのか。人間にとっていかにかけがえのないもの

かということをみんなで受け止められたのかと言

うと、必ずしもそうではないところがあったと思

います。要するに家庭で主婦がばらばらにケアに

携わっているよりも、自治体や国がまとめて引き

受ければ効率的であり、「女性にはもっとケアよ

り大事な仕事を社会でやってもらわなければいけ

ないという事情もあるし……」みたいな、そうい

う形でケアの社会化が進められてきた節はなかっ

たろうかということなのです。

　しかし、社会が成熟するにつれて、ケアが人生

においていかにかけがえのない営みであるのかと

いうことが多くの人の感じるところになってきた

と思います。相談支援であれ、身体的なケアであ

れ、生活支援であれ、あるいは就労支援であれ、

そうしたケアというのは、「あなたが今ここにい

ること、そのこと自体に価値があるのだ」という

ことを伝え、さらに可能であるならば、その人た

ちが自分の価値に気づくことができるようなつな

がりや場に誘っていくことがケアなのだというこ

とが、だんだん了解されてきたということです。

　またそうした働きかけを通して、ケアを担う人

自身が誰かを元気にできたということで、自分も

元気になれる。これがケアの本質なのだろうと思

います。

　こうしたケアを高める流れを定着させていくこ

とが非常に重要なのだと思います。住民主体の大

ジャンプがこのサミットの目標ですけれども、そ

れはケアの価値が高まる、跳ね上がる、そのエネ

ルギーで可能になるのではないかなと思っていま

す。

　ケアの価値の高まりを定着させる上で必要なの

が、先ほど申し上げた地域共生社会のビジョンで

あるわけですけれども、そのためにも私たちの暮

らしで「ワーク・ライフ・ケアバランス」を実現

していくことが非常に大事だろうと思います。

「ワーク・ライフ・バランス」というのは、皆さ

ん聞き慣れているわけです。でも「ケア」ってど

こへ行ってしまったのだろうか。ライフというの

は休息、睡眠、趣味の時間等なのであって、ここ

とケアを一緒くたにしてしまっていいのだろうか。

きちっとワークとライフにつなぐ第３の時間とし

て、ケアを確立しなければいけないのではないか

ということです。

　ケアが全部行政サービスに委ねられてしまって

はいけない。スウェーデンは行政サービス中心、

官僚的な福祉国家の代表格のように思われていま

すが、実はワーク・ライフ・ケアバランスを追求

してきた国でもあるのです。親を巻き込んでいく

ことに特徴があるレッジョ・エミリア方式と言わ

れる保育とか、自分の身近な人を介助者に迎える
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ことができる障がい者福祉のアシスタンス補償法

とか、血のつながりがなくても「自分にとってす

ごく大切なのだ」という人の介護や看取りのため

に有給休暇が取れる隣人介護休暇制度であるとか、

実は本当に質の高いケアを追求してきた国は住民

を巻き込むことに力を入れて来たことを重視した

いと思います。

　日本でももちろん住民参加型のケアは大きな広

がりを見せてきたわけです。その上でケアの価値

を抜本的に高めて、地域の活力につないでいくビ

ジョンが地域共生社会であるということです。

　地域共生社会というのは３つの点で定義できる

のかなと思っています。

　１つ目は「各層・世代を超えて、支える側・支

えられる側に分かれず、誰もが誰もをケアできる

社会」、 ２つ目は「元気にするケアへの参加が担

い手の元気も広げる社会」、つまりお互いが元気

になる社会。

　その具体的な方法は何かと言うと、３つ目で、

ちょっと強引に定式化すると、「つながる・つな

ぐ・場をつくる」取り組みが地域共生社会をつく

ることになるのではないかなと思います。

　まずその人につながる。先ほど申し上げたよう

に、そこであなたの存在そのものに価値があるの

だということを伝えるだけではなくて、その人を

そのように実感できる場に誘っていくことです。

そして誰もが自分の価値を実感できる場を地域に

つくっていくことだと思います。

　ただ、つながる場は必ずしも誰をも元気にでき

るわけではなくて、場で元気になることもありま

すけれども、場で傷つくことも多いのです。そう

いう意味では「つながり直す、つなぎ直す、良い

場をつくっていく」ことも非常に重要だろうと思

います。

　この「つながる・つなぐ・場をつくる」に何か

マニュアルがあるのかと言うと、そうではなくて、

実は皆さんの地域に「つながる・つなぐ・場をつ

くる」ために、行政のツール、民間のツール問わ

ず、様々なツールがあるのだろうと思います。

　この図（図１参照）はそれぞれの項目ごとに第

図１

①つながる
（包括的な相談支援）

②つなぐ
（参加支援）

③場をつくる
（地域づくり支援）
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１層、第２層、つなげるためのツール、つなぐた

めのツール、場をつくるためのツールにどんなも

のがあるのかということを示しています。

　まず、「①つながる」ですけれども、すぐに

「包括的な相談支援」という言葉が出てくるのか

なと思います。ただ、これは自治体に１つのワン

ストップの窓口があって、そこで皆さんをお待ち

することではありません。いろいろな困難に包括

的に対応できる入り口がいっぱいあることが重要

だろうと思います。

　イメージとしては、第１層のところに自治体の

役所の窓口がある。そこでみんなを待ち構えてい

るというのではなくて、第２層、生活圏に様々な

入り口がある。この後、勝部麗子さんから豊中市

の経験をお話しいただけると思いますけれども、

私も勝部さんに豊中を案内していただいた時に、

そういう窓口があるのかなあと思っていたら、外

に引っ張りだされて、道行くコミュニティソーシ

ャルワーカーの人たちにどんどん紹介していただ

きました。「こんなふうに入り口が地域を行き交

っているのだな」ということがよくわかった次第

です。

　あるいは最近はオンラインの窓口も広がってい

て、内閣官房の孤独・孤立対策担当室が始めたオ

ンラインのチャットボット「あなたはひとりじゃ

ない」を皆さん、ご覧になったことがあるでしょ

うか。これはいろいろな相談窓口につながってい

く仕組みで、メリット・デメリットいろいろだと

思いますけれども、これからこうしたつながる手

段が広がっていくのだろうと思います。

　いずれにせよ、どんな入り口でも、傾聴するこ

とがその人の存在そのものが大切だということを

伝える第一歩ですけれども、さらにその先に「②

つなぐ」ことが重要になってくるだろうと思いま

す。

　つなぐためにも、まず人々が場に赴くことを難

しくしている医療の問題やコミュニケーションの

問題、経済問題。実際、交通費がないという人も

たくさんいるわけでありまして、この辺りをちゃ

んと慮ることが大事だと思います。つなぐための

行政的な手段としてはケース会議みたいなものも

ありますし、医療の分野では社会的処方。薬の処

方箋を出すだけではなくて、本当にみんなを元気

にするためには、元気になる場を紹介しなければ

いけない。場の処方箋を出すということも広がっ

てきています。

　あるいは、先ほど申し上げたように、その場が

本当にその人を元気にするかどうかわからないと

いうことで、滋賀県東近江市の働き・暮らし応援

センター「Ｔｅｋｉｔｏー（テキトー）」 では、

いったんつないでみて、そこでいろいろなことが

起きるわけですが、それはもう折り込み済みで、

何か起きたら、その場を主宰している人、当事者、

そして支援者が一堂に会してつなぎ直すのか、あ

るいは場のあり方を変えていくのかということを

協議している。こんなつなぎ方も出てきています。

　さらに言うならば、「③場をつくる」というこ

とです。元気になる場をつくるって、何かすごく

大変な高等技術のように聞こえるかもしれません。

この後、きらりよしじまネットワークの話がある

と思いますが、実はそれは意外に身近なところか

ら始まる。地域の困り事を解決していく場をつく

っていくことが非常に大事な場づくりになってい

くということです。

　まず紹介したいのは、秋田県藤里町の経験です。

人口３８００人の小さな町で、調べてみたら１１

３人の引きこもりがいた。過疎の町でこの数は絶

望的だと思ったけれども、マイナス×マイナスで

プラスになるのです。町を元気にしていくのは、

地元名産の舞茸を使ったキッシュの製造販売で、

ここに引きこもっていた若者たちをつないでいく

ことで、これまで気がつかなかった自分の価値、

この町を救うことができる自分の価値に目覚めて

自己肯定感を回復していったということです。

　それから子ども食堂も広がってきています。実

は子ども食堂の利用者のうち高齢者は「むすびえ」
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の調査だと６３％なのです。子ども食堂というの

は、実は高齢者食堂であり、学生食堂であるとい

うことがわかってきたということです。

　さらにはオーダーメイド型の就労です。引きこ

もっていた人が引きこもったまま働くＩＴ会社

「ウチらめっちゃ細かいんで」。 なぜこんな社名

かと言うと、この会社で働く人たちの多くはけっ

こう横暴な上司などに心ない言葉を浴びせられて

心が折れてしまい、彼らの細かさ、繊細さのため

引きこもりになってしまった。しかし、「何もそ

んな上司と付き合わないでいいよ、テレワークで

いいよ」と、部屋に閉じこもったままホームペー

ジの作成ビジネスに従事すると、彼らの細かさ、

繊細さが活きて、ディテールがよくできたホーム

ページをつくる会社として評判を得ていくという

形を実現しています。

　こんなふうに場づくりというのは、地域課題解

決型、子ども食堂のような多世代交流型、さらに

言うならばオーダーメイド型の就労型、いろいろ

な取り組みを考えることができるのではないかな

と思います。

　最後にまとめとして、「この後の討論への関心」

を表明させていただきたいと思います。

　今日申し上げたことは、ケアの価値が見直され

つつあり、「つながる・つなぐ・場をつくる」中

で、地域共生社会をつくっていくことについては、

「あなたの存在そのものに価値がある」という点

を伝えていくことが大事だろう、ということです。

堀田　広井さんは、社会がだんだん定常型で進ん

できていることを提唱しておられまして、ＡＩを

活用した「日立京大ラボ」との共同研究で非常に

詳しいシミュレーションのもと、日本社会のこれ

からのあり方を探り出されました。方向として地

　豊中市や川西町では、この「つながる・つなぐ

場をつくる」取り組みをどんなふうに実現して

きたのか、ぜひこの後、お伺いしたいと思ってい

ます。「場をつくる」ということで、続いて広井

さんがお話しになりますけれども、こうやって地

域の困り事等に向き合いながらできるコミュニテ

ィは旧来のコミュニティとどう違うのだろうかと

いう辺りもぜひお伺いしたいと思います。

　地域包括ケアシステムはややこしかったけれど

も、地域共生社会って細かく議論していくと、と

てもややこしい。誰しもストンと納得できる理解

をどう広げていくかということも引き続き考えた

いと思います。

（拍手）

堀田　ありがとうございました。かつては働いて

稼ぐことが一番価値のあることであり、ケアし合

うことはそれに比べればあまり重要な価値はない

と見られていたけれども、そうではない。人と人

とがつながって助け合い、ケアし合う。ただ、世

話するだけではなくて、お互い様の立場でケアし

合う、支え合う、つながる、このことが最も大切

な価値である。これまでの価値観をそういうふう

に逆転させることが大切だという一番基本を説い

ていただきました。では、具体的にどう進めてい

くのか。「つながる・つなぐ・場をつくる」とい

う基本のところが大切なので、そういう形で地域

共生社会をつくっていくことがこれから大切な道

なのだということを説いていただきました。

方分散型で進めることが大事であり、そして共生

が大切だということをおっしゃっています。広井

さん、よろしくお願いします。

広井良典　宮本さんから非常に包括的なお話があ

りましたけれども、それを多少補完するようなお

「地域への着陸」の時代
人口減少・成熟社会のデザイン
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話をさせていただければと思います。

　まず、今私たちがどういう時代を生きようとし

ているのかを押さえておきたいと思います。日本

の人口は江戸時代が大体３０００万人くらいでフ

ラットでしたが、明治以降は線が直立するくらい

人口がずっと伸びていきました。しかし、２００

８年がピークで、その後、数年上下する年があり

ましたけれども、２０１１年からは完全な人口減

少社会です。

　今の出生率１・３くらいが続くと２０５０年頃

には１億人を切るということで、まるでジェット

コースターが頂きから下るようになっている。し

かも、私たちはそのジェットコースターが落ちる

間際にいるようにも見えるので、大変だという議

論がいろいろあるわけです。

　ただ、私自身は、人口減少社会というのは確か

に多くの難題を私たちに突きつけてくるものであ

りますけれども、これは１つのチャンスでもある

のではないかと思います。「危機をチャンスに」

という言葉もありますように、とにかくこれまで

ひたすら経済を大きくするという価値観でやって

きた社会のあり方から、ある意味では本当の意味

の豊かさと言いますか、それを実現していく新し

い出発の時代と言うか、そういう状況に私たちは

立っているのではないかと思ったりするわけです。

　そういう中で、各地で「地域の幸せとは何か」

という動きが、ある意味で百花繚乱のように起こ

ってきていると思います。東京都荒川区が２００

５年から掲げている「グロス・アラカワ・ハピネ

ス（ＧＡＨ）」 は、地域の豊かさをかなり精緻な

４６項目にわたる幸福度指標をつくって対応を行

っています。その理念に共感して、今約９０の自

治体で「幸せリーグ」をつくって、同じような政

策を展開している。こういった動きが各地で非常

に活発になってきていると思います。

　これに限らず、全体としてポジティブな価値を

見つけていこうという動きがいろいろな分野で出

てきていると思うのです。１９９０年代に「ポジ

ティブ・ウェルフェア」が言われて、「このおじ

いさんはこれもできない」「このおばあさんはこ

れもできない」というネガティブなところにばか

り目を向けるのではなくて、「この人はこれがで

きる」「この人はこれが実は得意なのだ」という

ポジティブなものを引き出していくポジティブ・

ウェルフェアが唱えられていたのはご記憶の方も

多いかと思います。心理学の分野でも、最近、ポ

ジティブ・サイコロジーという人間のプラスの面

を引き出していこうという動きが活発です。また

「地元学」という地域再生に関わる領域は、「う

ちの地域にはこれもない」とか、ないものねだり

ではなくて、「これがあるではないか」という

「あるもの探し」の考え方です。

　これらは全部共通していると思うのです。つま

り、これは時代状況とも関わっていると思うので

す。経済や物質的な豊かさが放っておいても大き

くなる時代は、それはそれで良かったのですけれ

ども、現在のような成熟した時代は、こういうふ

うにプラスの価値を積極的に見つけていったり、

引き出していく、つくっていくことが非常に重要

になってくると思います。

　ちょっと話のレベルを世俗的にしてしまうよう

で恐縮ですが、１９７５年に流行った歌『木綿の

ハンカチーフ』は、私くらいの世代だと全く説明

不要なのですが、学生に話しても全然通じない話

題で、世代間のギャップを非常に感じる話題の１

つです。なぜこの話かと言いますと、まさに先ほ

広井  良典氏
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どの話とつながってくるわけで、人口増加の時代

は、良くも悪くもすべてが東京に向かって流れて

いった、集中が進んでいった時代です。言い換え

ると、「地域からの離陸」が進んでいった。地域

からどんどん人々の関心が離れていった。それが

これからは逆の時代になるわけです。この『木綿

のハンカチーフ』とは逆の方向、まさに「地域へ

の着陸」の時代が進んでいくのではないか。これ

が人口減少社会の１つの特徴でもあるのではない

かと思います。

　それをわりと身近に感じるのは、「若い世代の

ローカル志向」で、例えば静岡出身のある学生が

「自分の生まれ育ったまちを世界一住みやすいま

ちにするのが自分の関心である」とか、新潟出身

の学生が「地元の農業をさらに活性化することに

一番関心がある」とか、あるいは海外に留学して

もともとグローバルなテーマに関心を持っていた

ような学生が「海外に出ていって、実は日本の地

域に一番課題がある、あるいは可能性もあるとい

うことに気がつきました」ということでＵターン、

Ｉターンをする。もちろん全員ではありませんが、

こういう例がここ１０年くらい非常に増えていま

す。これはやはり「地域への着陸」の時代を、あ

る意味で若い世代が象徴的に示していることかと

思います。

　これも似たような例ですが、「ふるさと回帰フ

ェア」が毎年９月くらいに東京の有楽町などで開

かれています。２０１９年のテーマは「なぜ、い

ま若者は地方をめざすのか」。 ちょっと関わりが

ありましたので、事務局の方に聞きますと、「以

前はこのフェアに来るのは中高年の方が大半だっ

た。それがここ数年は若い世代が過半を占めてい

る」ということで、時代の流れを感じます。こう

いうところにも地域やローカルへの関心が示され

ているのではないかと思います。

　一方、１９４０年から２０５０年までの長い時

間軸で、人口全体に占める「子ども・高齢者」の

割合の推移を見た時、ずっと減っているのが子ど

もの割合で、ずっと増えてきて今後も増え続ける

のが高齢者の割合になります。両方を足したもの

を私は「地域密着人口」と言って注目しています。

なぜ「地域密着人口」なのかと言うと、人生の中

で子どもの時期とリタイアした後の高齢期は地域

との関わりが強いのです。現役時代はどうしても

会社や職場との関わりが強くなります。地域密着

人口を見ると、２０００年代くらいから増加に転

じて、２０５０年にかけて高齢者が中心になりま

すけれども一貫して増えていきます。まさにこの

地域というものの存在感が否応なく高まっていく

のがこれからの時代と言えるかと思います。

　続いて、ここ数年行ってきているＡＩを活用し

たシミュレーション研究について話します。ＡＩ

というのが突然出てきて、唐突な印象があるかと

思いますが、最近は「政治家の言うことはなかな

か信用できないけれども、ＡＩの言うことならち

ょっと聞いてみようか」という方もいらっしゃい

ます。

　研究の出発点は「２０５０年に日本は持続可能

なのか」でした。人口減少とか膨大な借金を将来

世代に回して、これで本当に持続可能なのかとい

う問いでした。

「日立京大ラボ」と一緒に、①人口、②財政・社

会保障、③地域、④環境・資源という４つの持続

可能性に注目して、日本が持続可能であるために

は何が必要かというのを出そうとしたシミュレー

ションです。

　結論から言いますと、私にとってもやや意外だ

ったのですが、日本社会の未来にとって、東京一

極集中のような「都市集中型」か「地方分散型」

かという分岐が最も大きな本質的なもので、「人

口・地域の持続可能性や健康、幸福、格差等の観

点からは地方分散型が望ましい」というのがＡＩ

が出したシミュレーションです。まさに「地域へ

の着陸」の時代ということです。

　日本社会の現在、そして未来にとって重要と思

われる１５０くらいの要因からなるモデルをつく
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りまして、時間の流れと共にこういう要因がお互

いに影響を及ぼしながら未来が枝分かれしていく、

その２万通りのシミュレーションを行いました。

そして、地方分散型シナリオへの分岐を実現する

には何が重要かと言うと、地域経済を促すための

自然エネルギーなどの再生可能エネルギーの活性

化、まちづくりのための地域公共交通機関の充実、

それからやはり地域コミュニティを支える文化や

倫理の伝承、住民・地域社会の資産形成を促すた

めの社会保障などの政策、こういった要因が上位

に出てきました。ＡＩが言うのもそんなにおかし

くはないなという感じです。

　さらにコロナが起こったのを受けて、ポストコ

ロナの日本のシミュレーションをもう一度行いま

した。これも非常に印象的だったのですが、女性

活躍という点を含めて包括的な意味の「分散型」

社会への移行でした。先ほどは東京と地方とか、

そういう空間的な分散型だったのですが、ここで

出てきたのは男女の役割分担とか、働き方とか、

テレワーク、リモートワークとか、より包括的な

意味の分散型でした。「多様性」と言ってもいい

と思いますが、これが日本社会の持続可能性、豊

かさを高めていくという結果でした。

　大きく言いますと、昭和、つまり人口増加の時

代は、一言で言えば集団で一本の道を登る時代だ

ったと思います。これからはたとえて言えば、山

頂に登れば視界は３６０度開ける。それぞれが自

分の好きなことをもっと自由度が高い形でやって

いって、そしてお互いつながり合いながらやって

いくことが社会の持続可能性にも、また幸福とい

うことにもつながる、そういう状況になっている

のではないかと思います。

　最後に、コミュニティの再構築について触れさ

せていただければと思います。

　宮本さんのお話ともつながりますが、社会的孤

立はやはり今の日本社会の一番大きなテーマの１

つだと感じてきました。「世界価値観調査」とい

う国際比較の結果で、残念ながら日本は先進諸国

の中で社会的孤立度が最も高い社会になっていま

す。ここで言う社会的孤立は、家族を超えた、集

団を超えたつながりみたいなことが非常に希薄に

なっているということです。

　なぜそうなるかと言うのは、私の大雑把な理解

では、要するにもともと農村社会だったのが、高

度経済成長期に一気に都市に大移動して、そこで

会社と核家族といういわば都市の中の「村社会」

と言うか、コミュニティをつくってきた。それが

今成熟社会になって会社も家族も非常に流動化、

多様化している中で、どういうふうなコミュニテ

ィをつくっていくかというのが非常に見えなくな

っている状況かと思います（Ｐ３１図２参照）。

　ですから私の理解では、一言で言うと、今の日

本社会は古いコミュニティが崩れて、新しいコミ

ュニティがまだ見えていないということが基本に

なっているのではないかと思います。コミュニテ

ィをどうつくるかは、１つの答えがあるというよ

り、いろいろな形でつくっていくのが大事かと思

います。

　私自身は「鎮守の森コミュニティ・プロジェク

ト」を進めています。神社やお寺と連携してやる

ようなプロジェクトです。ここ十年来、一緒に進

めているのが宮下佳廣さんという方で、大手企業

を定年退職されて、退職以降の時期をどう過ごす

かということで森林インストラクターの資格を取

られたり、大学院にも行かれた。そこで私と出会

って、このプロジェクトを非常に熱心にやるよう

になられました。宮下さん曰く、「時間と競争に

追われた企業人時代にできなかった地域に根差し

た活動をやっていきたい」。 そして関心を共有す

るいろいろな仲間とやっています。すごくいい例

ではないかと感じています。

「鎮守の森コミュニティ・プロジェクト」は、具

体的に言えば、例えば埼玉県秩父市での地元の

方々とも連携している小水力発電の導入で、これ

は何年もかかったことですけれども、こういう形

でいろいろな活動が発展しているという状況です。
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　今日のテーマを考える時に、私が大事だと思う

もう１つのポイントは、将来世代・未来世代のこ

とを考えること。いささか今の日本社会は目先の

ことに追われて、将来世代にいろいろなことを先

送りしている面があると思います。しかし、持続

可能は、もともと国連ブルントラント委員会で出

された時に、将来世代が今の世代と同じような豊

かさを享受できることを持続可能性の定義の肝に

入れている。こういったことも意識しながら持続

可能な地域、持続可能社会ということを考えてい

くことが重要ではないかと思います。

　日本はまさに人口減少、高齢化の言うまでもな

くフロントランナーですから、「地域への着陸」

の時代を、これからいろいろな形で展開していく

ことが今まさに問われているかと思います。

（拍手）

堀田　ありがとうございました。ＡＩの知恵も借

りながら、日本の活力を取り戻すこれからの道は、

地方分散という方向をお示しいただきました。稼

ぐことを最大の価値とする企業が集中している東

京ではなくて、自然豊かないろいろな地方に、幸

せを求める人たちの心を満たすものがある。現に

若者たちはそういう行動を取りつつあるというご

指摘でありました。では、そこでどんなコミュニ

ティをつくっていくのか。古いコミュニティは壊

れたけれども、新しいコミュニティの形がまだ確

立していないというご指摘でありました。

　そこで、日本の各地方のコミュニティの復活、

そこでのつながりの復活を、日本で最も進んだ形

で実践してこられました大阪府豊中市、そして山

形県川西町吉島地区について、これからお２人の

実践例をお話しいただいて、そこでどんな形で幸

せが実現しているのか、探っていきたいと思いま

す。まず、豊中市の勝部さん、よろしくお願いし

ます。

図２
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勝部麗子　私たちのまちは大阪のベッドタウンで、

高度経済成長期に多くの方々が、特に西日本から

大阪に集団就職であったりとか、様々な形で集ま

られました。大阪万博があった１９７０年にはた

くさんの方々が団地に住んで、今、集合住宅がま

ちの中の７割を占めています。昭和３０年代、

４０年代は地方から出てこられた方々が自治会を

つくって、「ここが自分たちの故郷なのだ」と、

いろいろな取り組みをされてきたわけですけれど

も、だんだんとその取り組みも高齢化に伴い活動

が停滞し、自治会の組織率も今は４割を切るとい

うところまで来ています。多くの方々は分譲マン

ションを選び、管理組合はつくるけど、自治会ま

でやると役が増えるから止めてしまおうという状

況になり、ますますばらばらになっています。

　いろいろな方々と地域共生社会の話をする時、

醤油の貸し借りとかをしたということで昔は良い

まちだったかのようにおっしゃる方もいます。一

方、「地方は大変だった。バスに乗って出かけて

いくと、あの人はどこに行ったのかとみんなから

言われる」とか、「きれいな服を着て出かけると、

何をしに行ったのかとみんなにとやかく言われる。

でも、都会はいいよねえ。ご近所のことも知らな

いし、ドアを閉めてしまえばおつきあいもしない

で済む。希薄なつきあいができる」と、何か解放

された気持ちがあったこともよく皆さん、おっし

ゃるわけです。それからもう１つ、昔の社会とい

うのは例えばいわゆる座敷牢があったりとか、い

ろいろな苦しい人たちが社会に出ていけない状況

がたくさんあったわけです。

　私たち、豊中市社会福祉協議会では、地域共生

社会を実現していくためにみんなで頑張っていこ

うと、４つの方針を出して一緒に進めています。

　１つ目は「１人も取りこぼさない」。 本当に困

っている人はＳＯＳを出せないし、出さないので

す。人に「助けてほしい」とあんまり思っていな

いのです。助けたい人は多いけれども、助けられ

たいと思う人は少ないことをどうしていくのか。

　２つ目は「排除から包摂へ」。 排除まではして

いないけれども、無関心というのはとっても多い

わけです。自分の隣の家がごみ屋敷だと「何とか

してください。隣の方、どっかへ行ってください」

とか、認知症の人がご近所にいると「火でも出さ

れたら困る」などの苦情として現れます。今のよ

うな地域活動をする前、２０年前の私たちの地域

もそういう状況でした。

　ところが今は、例えばコロナになって家を失っ

た人たちが公園にいると、「朝４時にラジオ体操

に行ったら、公園に家を失った人たちがたくさん

いることがわかった。助けてあげてほしい」とい

う電話がかかってきます。かつてだったら、公園

にそういう人がいると、「子どもたちが危ないか

ら何とかしてください」という話になったわけで

す。なぜこうなったかと言うと、地域のみんなが

困っている人を発見して、私たちコミュニティソ

ーシャルワーカーにつなげば、その人たちが新た

にもう１回生活をやり直していけるということを、

地域の皆さん自身がたくさん知ったからです。

勝部  麗子氏

地域共生社会への挑戦
すべての人に居場所と役割を…
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　発見力と解決力は車の両輪です。地域の皆さん

が、自分たちはより身近なところでいろいろな心

配事を抱えている人たちと出会うことができる。

「全部解決せえ」と言われたら、そんなことはで

きないけれども、断らないでしっかりサポートで

きる人たちとつながることによって、１人でも２

人でも助けていくことができること、「１人も取

りこぼさない」ことにつないでいけることをみん

なが考え始めたからです。

　３つ目は「支えられた人が支える人に」。 支え

られている人たちは支えられるだけの役割ではな

くて、支えることもたくさんできることを実感し

始めました。私たちのまちでは、例えば引きこも

り経験のある若者たちは不登校の子どもたちの学

習支援の先生をしてくれています。また、コロナ

禍で生活困窮になられた方々が貸付に来られます

が、フードバンクの食材支援を見て「これって誰

がくれるんですか」と聞かれ、「市民の方がご寄

付でくれています」と答えたら、「うちは豆腐屋

なんだけど、豆腐が余る日があるから、それを皆

さんに提供したいです」と言ってくれます。要は

「自分は今このことでは困っているけれども、助

けることもできる」ということがあるわけです。

人って、助けられてばっかりだとしんどいけれど

も、人を助けることで元気になっていくという瞬

間をたくさん見ています。

　４つ目は「すべての人に居場所と役割を」。 そ

んなことを考えて私たちのまちづくりが始まって

います。

　２００４年から豊中市では「断らない福祉」と

いうことで、制度の狭間で困る人たちの問題を住

民の方々と一緒に発見し、そしてその方々の課題

をみんなで考えて解決していくために行政の中で

仕組みづくりをずっと進めてきました。この中で、

ゴミ屋敷や子どもの貧困、引きこもりの問題、８

０５０問題、アルコール依存、刑余者の人たちな

ど、今まで普通に地域活動をしている中ではなか

なか出会うことのなかった人たちと出会うことに

なり、そういう問題とみんなが向き合っていくこ

とを考え始めました。

　この間、５０を超えるいろいろなプロジェクト

を立ち上げました。行政の制度だけで助けるので

はなくて、地域の力と行政の力を一緒に合わせた

ような仕組みづくりをたくさんしてきました。

　例えば徘徊する高齢者の問題は、徘徊する高齢

者を探すためＧＰＳなどを使っての仕組みもあり

ますが、認知症サポーター養成研修を受けられた

方々に登録していただいておいて、徘徊でいなく

なった人をみんなで探すということを日々やって

います。どこか遠くまで歩かれている方々をどう

やって探し出すかというのは、住民の力があるか

ないかではずいぶん差があります。住民の力がす

ごく重要だということをこの仕組みの中でも実感

してきました。

　この間に国の制度は様々に進んでいきました。

私も第１層生活支援コーディネーター（以下、Ｓ

Ｃ）の担当のほか、コミュニティソーシャルワー

カーや生活困窮者自立支援をしています。いずれ

の仕組みも国を挙げて進み出しましたけれども、

制度の狭間、今までの制度では支えきれない人た

ちをどうやってすくい上げていくのか、私たちも

いろいろと着手をしてきました。

　しかし、制度の狭間なので仕組みをつくり、予

算をつけましょうとなりますが、仕組みというの

は必ず対象者が決まるので、また新たな狭間がで

きるのです。やってもやっても狭間ができ続けて

いって、制度だけで支えていくことにはかなり限

界があるように感じるようにもなってきました。

　措置から契約へと制度が大きく変わった中で、

ＳＯＳを出せないとか、そもそも契約に馴染まな

い人たちがどんどん取りこぼされています（Ｐ

３４図３参照）。

「私はもう介護保険はいりません」と言われると、

地域包括支援センターも関わりきれないし、ケア

マネジャーも入ることができない。そうなると、

高齢になっても助けることができない。でも、近
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所の人は「あそこのおばあちゃん、こんな状態や

ねん」とよく知っているわけです。それから不登

校の子たちは、制度的に一生懸命訪問しても、な

かなか会うことができないことがある。本当に困

っている人たちはなかなか制度に結び付けにくい

のです。

　そこで大切だなと思うのは、やはりご近所にそ

の人のことを気づかってくれる人たちがいるとい

うことです。例えば、住民による見守りローラー

作戦で、１軒ずつ訪ねて、相談についてのチラシ

を配りました。「困ったことないですか」と聞い

たら「何もありません」と言われたけれども、「こ

の家は一人暮らしのはずやなのになあ、靴があっ

たなあ」。 実は８０５０問題の方で、息子さんが

引きこもっていることをずっと隠し通していた方

だったのです。そのチラシを届けたことから相談

が入ってきて、「本当に引きこもりの相談に乗っ

てもらえるのでしょうか」という話から、つなが

って動けるようになりました。この見守りローラ

ー作戦をした地域の民生委員さんやボランティア

の方々は「こんな人たちがまちの中で困っていた

ら、また助けてあげたい」と思って、声かけを続

けてくれています。

　それでもマンションはなかなか難しく、マンシ

ョンの管理組合は、建物管理はするけれども人の

管理はなかなかできないとこれまで苦戦していま

したが、私たちは「マンションサミット交流会」

を始めました。豊中市は早くから集合住宅ができ

ていると先ほど申し上げましたけれども、築４０

年を超えている建物がたくさんあるわけです。建

物も老朽化していますが、人も高齢化しています。

だから、高齢になった人たちがゴミ出しなどを自

分たちで管理できないような状況になっている。

あるいは認知症が進んで、本当にゴミ出しの日が

わからなくて、管理人さんに毎日お世話になって

いる方も出てきている。しかし、ゴミ屋敷状態に

図３
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なっても、マンションの中では解決能力がないの

で、弁護士を雇って文書を出してもそんなことで

は解決しないですよね。そこで、マンションと多

機関の専門職とがつながる入り口をつくり始めた

ことで、マンションに住む多くの人たちをサポー

トし始めているところでもあります。

　そして、このコロナ禍です。この２年半、もう

本当に職場から出ることなく、コロナで減収され

た方々の日々の貸付であったりとか、その後の生

活支援をずっとやってきたわけですけれども、コ

ロナ禍は私たちにいろいろなことを問いかけたの

です。

「１人も取り残さない」とか「１人も取りこぼさ

ない」とか言っていたけれども、家を失った人が

たくさんいる。それから外国人がコロナの貸付に

たくさん来られたのです。今まで豊中で一緒に住

んでいたけれども、自治会の活動に参加されるわ

けでもない、いろいろな活動をしても出てこられ

るわけでもないことで、こういう方々の存在を私

たちは本当に見ようとしていなかったことに気づ

かされました。

　ホームレスの人、外国人、ヤングケアラー、そ

して「お金がなくて、今日食べる物がありません、

２００円しかお金を持っていない」というご家庭

にたくさんの子どもたちが生活している実態が見

えてきたわけです。

　こういう問題を私たちは見ようとしていないこ

とに気づかされて、いろいろな新しい仕組みを考

え始めました。例えば、「子どものための学習支

援の場所が必要やね」「つくろう」ということで、

子どもたちのための場所をつくりました。初めは

地域の人たちは「勉強したかったら塾へ行ったら

ええやん」と言っていたのですが、「塾に行けな

い人たちがたくさんいることは、見ようとしてい

なかったら見えない」ということにも気づきまし

た。

　また、この２年半、地域の活動が止まったこと

で、認知症になったりフレイルになった人たちが

たくさん出てきました。彼らのために居場所をつ

くらないかんということでオレンジカフェをたく

さんつくりました。外国人たちとも交流する機会

をたくさんつくり始めました。

　今、求められている地域共生の課題を２つ言い

ます。

　まず、「ＳＯＳを出せない人へのアプローチ」。

どんなに立派な相談窓口があったとしても、そこ

まで辿り着ける人はごくわずかです。相談窓口に

来る人は自分で調べることができる人たちだけな

ので、「どこに行ったらいいよ」と、みんなが連

れ歩いていく。少しずつ「あそこの人に聞いたら

わかる」「ここの人に聞いたらわかるよ」という

ふうに、リレーでバトンをつないでいけるような

アウトリーチの体制をどうやって地域住民が住民

主体でつくり出していくのか。これは入り口のと

ころで重要だと思っています。

　２つ目は「すべての人に居場所と役割を」。 本

人の居場所と役割はどうやってつくっていくのか。

コロナ禍で外国人の親子に私たちは出会いました。

彼女は４人目の子どもがお腹にいます。彼女は子

どもができたことを嬉しいと言いましたが、私に

泣きながら話したことがあります。「日本って、

みんな優しいけど、子育てしにくい。誰も助けて

くれない。保育所はある。素晴らしい。たくさん

の人が支えてくれる。でも、ちょっとした時に助

けてくれる人がいないね」って言われました。

　入り口にも出口にも住民の支えが必要だと思っ

ています。そして、人は助けられることよりも助

けることで、とてもエンパワーメントされていき

ます。人の数ほど役割がある。引きこもりの若者

を支援することをやっていた時には、どれだけア

プローチしても前に進まなかったことが、その人

の得意なことを活かしたいとスカウトを始めた途

端にいろいろな人たちが協力者に変わっていきま

した。

　すべての人に居場所と役割を、そして支えると

支えられるはどっちの役割もあるという視点を持
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ちながら、これからも豊中のまち、しっかり頑張

っていきたいと思います。

（拍手）

堀田　ありがとうございました。２０年前の豊中

市は「ここに問題がある。何とかしろ」と言って

くる住民ばかりであったが、２０年後の今の豊中

市の住民の方々は「ここに問題がある。みんなで

何とかしよう」と、そこまで変わった。住民一人

ひとりの力を引き出すという、その努力が積み重

髙橋由和　地域づくりの実践者の立場から今回、

お招きをいただいたと思うのですけれども、大阪

からスタートして３回参加させていただいていま

す。どちらかと言うと、今日は事例というよりも、

地域づくりを進める上で、共生社会を構築するそ

の考え方とか人材育成についてお話ができればい

いかなと思っています。

　川西町は人口が１万４０００人ほどの小さい町

です。７つの小学校区で地区割りがされており、

７つの小学校区の１つが吉島地区になります。吉

島地区は人口が２２００人ほどのちっちゃい地域

で、２１の自治会で構成されており、高齢化率は

４０％。そんな地域で細々と地域づくりをやって

おります。

　２００４年、地域の各団体の皆さんに「地域が

形骸化している」「リーダーが重複し、高齢化し

ている」等々の課題があり、今までのように住民

の地縁、いわゆる昔ながらの人のつながりだけで

は、もはや地域そのものが自己完結するのは難し

くなってきているのではないかということで、そ

れぞれの団体を１つにまとめてしまって、地域を

運営する組織に再構築しようということを提案し

ました。「おまえたち、何を言っているんだ」と

いう話も喧々諤々いただいたのですが、３年間の

なってきて、ここまで変わったということです。

そして、なかなか外に開かないマンションの中に

まで助け合いの手を差し伸べよう、外国人にも手

を差し伸べようと、そこまで来ている豊中市の実

情をご紹介いただきました。

　アプローチの仕方は違いますが、素敵なコミュ

ニティづくりをやっておられます川西町吉島地区

のきらりよしじまネットワークの髙橋さん、よろ

しくお願いします。

準備期間を設けて２００７年に全世帯が加入する

ＮＰＯ法人きらりよしじまネットワーク（以下、

“きらり”） を立ち上げました。

　常勤の職員の他に、仕事を持ちながら地域の若

者がＮＰＯの事務局として参画しているところが

１つの特徴であります。そして将来ビジョン、５

か年のビジョンを掲げていて、そのビジョンの分

野に住民が参加をしながら、自分たちの地域の成

長と変化を繰り返すという取り組みを進めてきま

した。

　動ける組織、それから成長する組織に再編しな

くてはいけないわけですから、地域課題の分野を

きちんと明確にすることで、既存の団体をその分

野の中に全部入れ込む。そして、各部会に事務局

髙橋  由和氏

住民が創る
持続可能な創生と共生のプラットフォーム
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からマネージャーを配置しています。ＳＣは福祉

部会の中に入っており、第２層協議体は福祉部会

が担うという形にしています。

　自分たちの地域を運営して自立していくために、

プロセスデザインという形で１０年間の構想をし

ました。まず住民の皆さんが地域を「知る」「考

える」ことに３年くらいじっくり時間をかけ、こ

の「考える」には将来ビジョンをきちんと明確に

していくことが入っています。次に「動く」です。

ＰＤＣＡ、あるいは診断、評価活動を学びながら

成長していこう。そして「持続する」ためには地

域自らが経営をするという考え方を持ち、ビジネ

スを運営しながら地域を回していこう。併せてそ

のステップの時々において人材の確保・育成をセ

ットでやっていこうというふうにして進めていま

す。

　人口減少率では山形県はワースト３です。人口

減少・少子高齢化は日本全体の課題ですから、大

上段に掲げて議論をしてもなかなか進みません。

ですから、それによってどういう困り事が出てき

ている、あるいは今後出てくるかという仮説を立

てて、それをプラン化していく。

　いわゆる行政の財政状況も理解しなくてはいけ

ない。行政がやりたくてもできないという状況も

出てきていることは昨今でも見え隠れしている部

分でもありますけれども、行政とコミュニティが

共通理解を得なくてはいけないのは、人口減少・

高齢化が深刻であるということと自治体の財政が

深刻であるということです。

　そして人口が減るとは、自治体の職員数も減っ

ていくことをやはり想定しなくてはいけない。で

すから今までやれてきた行政領域が職員数の削減

によって作業量は増えていくという形で、現在で

も役場の職員は１人で３役、４役の仕事をこなさ

ざるを得ない状況があるわけです。公共サービス

というのは今後、その需要は拡大していきます。

高度化していくわけです。しかし、そのような理

由で事業のコンパクト化はせざるを得なくなるわ

けです。その隙間を埋めるのがいわゆる新たな公

共の領域、パートナーシップの領域になります。

地域を運営する組織であったり、中間支援活動で

あったり、ＮＰＯ法人であったり、そこがきちん

と参画していく必要があると思うのです。

　では、地域の中ではどういう組み立てをしてい

くのか。今までは地域づくりの分野と福祉の分野

はけっこう一緒にやっているようで、分かれて活

動をしてきているようなところがありましたが、

地域の中できちんと協働していく、地域のプラッ

トフォームを実現しなくてはいけないと思います。

そして昨今出てきているＳＤＧｓの理念をそれに

取り入れていくことです。

　要は「ごちゃまぜの社会」をつくるということ

です。１つの課題に対して多様な視点で解決策を

見出していくというプラットフォーム、それを地

域の中に約束していくことが大事なのだと思うの

です。そのためには、まずは地域課題の解決力の

強化をどう図るかということで、やはり住民参加

型で地域の課題を探し、そして解決していく体制

を整えることが大事です。そういう意味では、地

域の中に住民の皆さんの悩み、困り事、あるいは

夢、アイデアを拾い上げる場をつくらなくてはい

けないわけです。

“きらり”は年４回の住民ワークショップが約束

されており、必要に応じてアンケートもします。

各部会の小委員会に参加いただければ、住民の皆

さんの意見・困り事を拾うことができます。今、

組織に平均年齢３５歳の若手が３６人いて、彼ら

が住民の皆さんの意見・困り事を分析しながら企

画・立案をしています。そしてそれを役員がきち

んと精査して、地域の総意を得れば、その事業が

スタートしていくことになっています。

　住民の皆さんの下からの積み上げによって、民

主的に住民の参加と合意形成の流れに参加してい

ただくという仕組みがきちんと取られていると、

住民の皆さんはどこで発言したらいいのかという

ことがきちんと見えてきます。
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　そして地域というものを基盤としながら、その

包括的な支援、それから丸ごとのつながりをどう

つくるかと言うと、ある程度プラン化をしなくて

はいけない。支援を必要とする層が自立できるよ

うに、地域ぐるみで支えていくあり方を見える化

するためには、支え合いのプランをどうつくって

いくか。また、そのプランの中で、住民は誰でも

そのサービスの提供者になれるのだということを、

きちんとルールもつくりながら進めていきます。

　しかし、プランをつくっただけではなかなか進

むことができないので、地域の課題を事業化する

仕組みが必要です。計画をつくったら必ず実践を

する、事業化を約束していくことが大事だと思う

のです。

　その事業を運営していくには、専門的人材の確

保と育成と、住民の出番づくりが必要です。私た

ちはそのコーディネーターの役割を担うわけです

が、具体的には、住民の皆さんに話し合いの場に

来ていただき、参加をしていただく。それぞれの

ビジョン、やりたいことを考えていただき、それ

を実践に移していただく。実践に移すと、やるこ

とが見えてきて、段取りもわかってくる。では、

来年は任せると、参加・参画・行動・仕切るとい

うところまでコーディネートしていきます。

　そして、地域づくりは１人、２人でやってしま

うと、周りからの誹謗中傷で挫折しがちです。で

すから、何よりもチームをつくるということを心

がけています。３人、４人、それ以上であれば仲

間意識ができます。その人たちがコアのリーダー

として私たち事務局と一緒になって地域を盛り立

ててくれる役割を担ってくれるということです。

今まではできる方とつながってきたという部分が

あるのですが、今は、パートナーを育てて協働す

るという考え方が地域の中に根付いてきています。

　パートナーの中には子どもたちもいます。コミ

ュニティスクールとして、地域学校協働本部事業

と上手につながって、いわゆる学校教育と地域福

祉を連動させながら、子どもたちに支え合いとか

思いやりを学んでもらう環境をつくっているとこ

ろです。

　組織としてやはり持続可能性が求められるわけ

ですので、人材育成のスキームを立てています。

２１の自治会から、２年に１度、１８から３５歳

までの若者が“きらり”に推薦されて来ます。２

年間、地域活動を共にしながら、その後、自治会

に戻って活動する若者と、“きらり”に残ってさ

らに２年間、地域ケアに関わる若者に分かれます。

残った場合、５年目に初めて事務局の一員になれ、

マネージャー、理事を経ます。今、２回転くらい

して人も代わりながらやっています。地域づくり

ではなかなか学ぶことができないコーチング、フ

ァシリテート、あるいはマネジメント、マーケテ

ィングを学ぶことができる形をつくっています。

　お金については、「補助金に頼らない地域づく

り」とよく言われますけれども、やはりお金の種

類をきちんと理解することが大事だと思います。

“きらり”は年間６０００万から７０００万円ほ

どの予算ですけれども、その７割が外の資金にな

ります。これは地域が法人格を取得する１つのメ

リットであり、直接的な取引ができるということ

であります。そうやって外の資金を活用しながら

地域のサービスを充実させていくことができます。

　また、地域づくりの基金があります。これは地

域の企業とか商店が寄付してくれています。うち

は仏教会さんも毎年積み立てをしてくれています。

その中から自治会活動とか福祉ボランティア活動

に対して助成金の交付をしています。コロナ禍な

ので、生活困窮世帯についてはコロナの給付金を

一律５万円、各自治会が事業を再開するために事

業再開給付金として一律５万円ずつ、“きらり”

から給付をしています。

　ＰＤＣＡサイクルの標準化ということで評価診

断活動をしています。今、５４の事業と、活動は

１２０を超していますけれども、その事業すべて

にチェックシートが存在しています。それから、

住民の皆さんの満足度を測るのはなかなか難しい
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わけですけれども、地域課題の重要性を住民の皆

さんに判断していただいて、それに対して「満足

しているよ」「していないよ」ということをアン

ケートで見える化しています。その重要度と満足

度に開きがあるものから、選択と集中で１年から

２年くらいの期間で課題解決の事業を展開してい

く取り組みもしているところです。

　山形県でここ４年くらい、ＳＣ情報交換会の運

営をさせていただいています。山形県は悲しいこ

とに、なんちゃって協議体がけっこう存在し、当

て職で動かない、協議はするけれども実践につな

がらないところがあります。やはり第２層協議体

をきちんと回していくことがすごく重要なのだと

思うのです。生活集落圏レベルで第２層協議体を

立ち上げる。第２層協議体を立ち上げることがな

かなか難しい時には、第２層協議体的主体をつく

るということです。そして、第２層ＳＣを配置し

ながら地域の課題を事業化していく。その事業の

担い手を第３層という位置付けにし、ネットワー

クを組みながら運営していく、という流れが１つ

のプラットフォームとして機能していけばいいの

ではないかと思います（図４参照）。

　最近言われているデジタル化についてはＷＥＢ

版地域生活支援プラットフォームを構築していま

す。「暮らしの保健室」と言って、“きらり”の

生活支援サービス全部にＷＥＢ上でアクセスでき

るようにしています。また、高齢者向けのデジタ

ル講座を行っています。高齢者は１回、２回のデ

ジタル講座では習得できませんので、１週間後に

もう１回開くとか、相談窓口をつくるとか、ＬＩ

ＮＥなどでも交信しています。ＬＩＮＥグループ

の中に自分たちも入ってつなげていくことが大事

だと思うのです。

「暮らしの保健室」からいろいろなサービスの情

報を取ることができ、その中の「健康」は、慶応

義塾大学の看護医療学部の学生が毎月一人ひとり

交信をしてくれます。いわゆる遠隔地からこの地

域のために動いてくれる関係人口として都市部の

学生に協力していただいています。

　以前はタブレットで買い物支援や生活支援の情

図４
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をつくり出していこうという地域共生への道の重

要性を示していただき、そしてその具体的な姿を

豊中市と吉島地区でご提示いただきました。

　この２つの事例を聞いていただきますと、「で

きるよね」という希望が湧いてくると思いますが、

　このデジタル、あるいはこの広がりをどう使い

こなしていくか。新しいコンテンツの開発を考え

るよりも、既存のコンテンツを上手に使ってこの

広がりを拡げていく。もちろん内と内との連携も

必要ですけれども、外からの支援者と上手につな

がっていく。あるいは外と外とのつながりによっ

て自分たちの活動を外に広めていくという取り組

みが求められていくのではないかと思います。

（拍手）

堀田　ありがとうございました。吉島地区の地域

づくりのすごいところは、髙橋さんはもともと首

都圏の大企業にお勤めだったのですけれども、

「自分の郷里を元気にしなければ」という志を持

って郷里にお帰りになって同級生たちを集めて、

まずは３年間、地域の住民の方々が何を望んでい

るか、あるいは何を持っているかを徹底的に聞か

れた。

　その結果、みんなでつくっていこうということ

になって、吉島地区の全世帯が加入するＮＰＯを

おつくりになった。このＮＰＯがプラットフォー

ムですよね。ここで何をするかをみんなで話し、

やることを決めて、やり方もみんなで話して、そ

れをどんどん実行に移していくという仕組みで、

地域づくりをされました。今は子どもたちの地域

への関わり、地域の教育、子どもたちのボランテ

ィア活動から始まって高齢者たちの助け合いまで。

助け合いだけに限らない、起業的な活動もいろい

ろつくり出しておられる。非常に幅広い活動をす

る地域をおつくりになったという特徴があります。

堀田　素晴らしい登壇者の４名の方々のそれぞれ

のプレゼンを聞いていただきまして、日本のこれ

から進む道は、物の豊かさや経済については問題

があるけれども、大事なのは人であって、みんな

がつながって、その力を活かして助け合って元気

報などを出していたのですが、じっちゃん、ばっ

ちゃんが「タブレットは面倒くさい」と言うので、

今はＡＩスピーカーのアマゾンの「アレクサ」を

使っています。しゃべれば、何でもやってくれる

というものです。私たちも「アレクサ」のアプリ

を取っていますので、カメラを通じて見守りもで

きますし、コンタクトもできます。ゴミの日を忘

れたら、「アレクサ」に「“きらり”のゴミの日

はいつ？」と聞くと教えてくれるのです。「アレ

クサ」はアマゾンに申請すると、独自のスキルを

自分たちで開発することができます。ですので、

地域に合ったスキルをつくって活用することもい

いと思います。ただ「アレクサ」は、言うことを

聞かない時があるのです。「なんでかなあ」と思

ったら、「アレクサ」は標準語にしか対応しない

のです。東北のじっちゃん、ばっちゃんは訛って

いるので、「わかりません」「わかりません」と

なかなか動いてくれない時があります。

　将来は医療とつなげていきます。やはり介護世

帯とか治療中の人、まさにこのコロナ禍の中では、

きちんと声と画像で確認できるようなシステムが

地域の中にできればいいかなと思っています。

　このコロナのおかげで、広がりが拡がる可能性

が見えてきました。人はＳＮＳによっていろいろ

な形で参加できるようになってきました。モノを

シェアする考え方が出てきました。お金はクラウ

ドファンディングができて集めやすくなってきま

した。情報は自由に速く美しく取れるようになり

ました。

住民主体の地域共生社会を進めていく上でのポイントは何か
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元気になるまではいかないのです。

　ただ、どこかの段階で質が変わる。「子育ての

問題を解決するために集まってきたけれども、こ

のつながりいいなあ。このつながりのためなら少

し自分の時間を犠牲にしてもいい」とか、「ここ

で自分は認められたいよ」みたいに思う。「自分

にとってこのつながりって、単なる道具ではなく

て、もっとそれ以上の大切な何かだ」と思えるよ

うになってくる。そういう何か質的な転換、化学

変化がどこかで起きると思うのです。

　そうした時に、その困り事解決のつながりは新

しいコミュニティになっていくのだろうと思いま

した。もし可能だったら勝部さん、髙橋さんにそ

の質的転換ってどこで起きたのかということを聞

きたいなと思いました。

　また、広井さんのお話に関わりますが、地域へ

の着陸についてですが、今、地方のほうが元気だ

と言うのは、要するに職住接近で、住まいと職が

近いからこそ、住まいの問題を解決するケアワー

ク中心にいろいろな仕事もできてくるという強み

があるからだと思います。北陸などはいい例だと

思うのです。

　ところが豊中市とか私が居住している「ベッド

タウン」と言われるような所は、かつてはニュー

タウンみたいに褒め称えられたのですけれども、

職と住がすごく離れてしまっていた。ニュータウ

ンづくりが追求された時は、先ほどの広井さんの

『木綿のハンカチーフ』並みに古い話ですけれど

全国では「住民？なかなか動かないよ」というの

で、住民にやる気を出してもらうにはどうすれば

いいいのだろうと悩んでいたり、他方で、いろい

ろ働きかけてみたら住民から「仕切るのか？」と

言われて、主体的に動いてもらうにはどうすれば

いいのかという悩みを抱えておられるＳＣ、協議

体、あるいは関係の社協さん、行政さんがまだま

だおられます。

　勝部さんと髙橋さんのお話を聞いて、どんな点

がポイントかを、宮本さん、広井さんにお話しい

ただければと思います。

宮本　お２人のそれぞれの地域のお話と、広井さ

んのお話を含めて、いろいろ考えながら聞いてい

たのですけれども、３つの話はすごくつながって

いたと思います。

　広井さんは「日本のコミュニティは壊れてしま

ったけれども、新しいものが出てきていない」。

勝部さんは「昔は良かったと言うけれども、けっ

こう暑苦しいところもあって、そんなに素晴らし

いものではなかった。むしろこれからのコミュニ

ティに期待をしたい」。 髙橋さんは吉島地区での

コミュニティづくりのお話をされました。

　１つ考えたことは、私は「場」という言葉を使

いましたが、勝部さんがコミュニティのつながり

の中で「自分も居場所がある、役割がある、役立

つことがその人を一番元気にする」とお話しにな

りましたが、それが可能なところはもう新しいコ

ミュニティなのだろうと思うのです。そのコミュ

ニティのきっかけは、髙橋さんがまず出発点にさ

れた「困り事解決の集まり」。 どこでも困り事だ

けは幸か不幸か山ほどある。それに対処していく

集まりをつくっていくことがまず第一歩なのだけ

れども、みんなが自分の抱えている問題を打開す

るための道具みたいな形でそのつながりを利用し

ている段階だと、なかなかそこにつながることで

堀田  力

職住接近による
コミュニティの質的転換◆
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も、『金曜日の妻たちへ』というテレビドラマが

あって、これはベッドタウン・ドラマの典型でし

た。小田急ロマンスカーで通勤している夫の１人

が水割りを飲みながら家に帰ってくるのを見て、

「カッコいいな、この通勤」とかみんな思ってい

たわけです。よく考えたらものすごくおかしなこ

となのですけれども。

　そういうベッドタウンが幸か不幸か今沈滞して

います。１９７４年まで日本の人口問題審議会な

どがずっと言っていたのは「日本は人口が増えす

ぎている。子どもは２人までにしましょう」でし

たが、そこから１５年後にはもう１・５７ショッ

クが起きて、急ハンドルで人口減少が始まってい

くのです。人口増大の真っ盛りの時にベッドタウ

ンができましたが、そこからもうあっという間に

限界団地化が進んでいってしまった。こういう具

体的な場面でコミュニティづくりをどう考えてい

くかということが非常に重要なのだろうと思いま

す。

　実は、国道１６号線沿いの限界団地みたいな所

でも、今、問題打開のためにコミュニティづくり

が始まっているのです。東京の多摩ニュータウン

では「永山モデル」と言って、永山団地の１階の

部分にヤマト運輸のサポートステーション、地域

包括支援センター、福祉ＮＰＯが入って、団地が

丸ごとケア付住宅化しています。そこにいろいろ

な仕事が生まれてきて、新たなコミュニティに発

展しつつあります。

　神奈川県藤沢市ではＵＲ団地に「ぐるんとびー」

という小規模多機能の支援施設がそのまま市長の

裁断で入居し、部屋の一室をカフェにする計画も

あり、そのまま限界団地転じて新しいコミュニテ

ィができてきているわけです。

　こんなふうに第１の論点として、課題解決のつ

ながりからコミュニティへの進化について触れま

したけれども、それが地域への着陸。むしろベッ

ドタウンが今、地方に近づいていて、いい意味で

職住接近、ケアの団地への埋め込みみたいな形で

コミュニティづくりが始まっています。こういう

舞台でお２人の議論を考えていきたいなあと思い

ながら聞いていました。

広井　勝部さん、髙橋さんのお話を非常に印象深

く伺った上に、今の宮本さんのお話で大いにまた

触発されまして、いくつかコメントさせていただ

きます。

　宮本さんがおっしゃったように、コミュニティ

というのが改めて今日の大きなテーマの１つだと

思います。コミュニティはある意味ではシンプル

だと私は思うのです。人間というのは、やはり１

人では生きていけなくて、コミュニティを求める

存在だというのが一番基本だと思うのです。ただ、

コミュニティには大きく２種類あると私は思って

います。

「農村型コミュニティ」と「都市型コミュニテ

ィ」と言っていますが、農村型コミュニティとい

うのは、いわゆる空気や忖度の世界と言うか、わ

りと空気でつながるみたいな。それはそれでもの

すごく大事だと思うのですけれども、一歩間違え

ると、先ほどの勝部さんのお話にもあった閉鎖的

なコミュニティのような非常に抑圧的なものにも、

あるいは内と外を区別するようなものにもなって

しまいます。

　私はやはり今の日本社会で特に必要なのは都市

型コミュニティと言うか、要するにある程度しっ

かり個人が独立しながら集団を超えてつながって

いく。勝部さんも髙橋さんもやられていることは

まさに集団を超えてつながっていくことだと思い

ます。都市型コミュニティ、個人がしっかり独立

しながらつながっていくこと、これが全体を通じ

て思った点の１つです。

　もう１つは、宮本さんがベッドタウンとか団地

の話をされて、ちょっと聞き慣れない言葉だと思

いますが、私は「福祉地理学」という言い方をし

独立した個人がつながり、
福祉を他の領域に開いていく◆
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ています。福祉地理学と言うのは、一口に福祉と

言っても、場所によって大きく性格が違ってくる

と思うのです。東京のような大都市圏、その郊外、

地方都市、農山村では、当然人と人との関係性や

そのまちの空間構造とか、職場と家の空間的な配

置などが全部違います。

　ですから、福祉の領域にそういう空間とか地理

的な視点を入れる。あるいは場所と言いますか。

私は「福祉を場所に戻していく」という言い方も

するのですけれども、宮本さんが先ほどおっしゃ

ったような、そこの地理的な特性とか場所として

の特徴みたいなことを視野に入れて福祉を考えて

いくことが非常に重要になっているのではないか

と思っています。

　皆さんのお話を伺っていて、福祉を他の領域に

開いていくことがやはり非常に重要だと思いまし

た。地域再生みたいなことに最近よく関わってい

ます。例えば商店街はただモノを売り買いする場

所ではなくて、そこで人と人とのコミュニケーシ

ョンが生まれて、一種のコミュニティ空間みたい

なものですが、それがシャッター通りになってい

ることが多い。勝部さん、髙橋さんのお話に共通

堀田　コミュニティを、ただ困り事を解決する、

助ける・助けられる、そういった関係から、もっ

と新しい幅広い人と人とのつながりに広げていく

ことが大切だという宮本さんのご指摘がありまし

た。そして福祉に限らず、人はいろいろな面を持

っているのだから、幅広いいろいろな面でつなが

っていくことが大切だろうという広井さんのご指

摘がありました。

　地域共生社会にしていくには、それぞれの住民

の方が自分の役割を限定しないで、どんどん自分

を活かして社会に参加していく。そのことが力を

生み出し、新しいコミュニティをつくるのだと思

していたと思いますけれども、まちづくりとか、

狭い意味の福祉以外の領域とつなげていくことで

相乗効果が生まれる、それが今、非常に大事にな

っていると思います。

　テツオ・ナジタさんという日系アメリカ人の方

が書かれた『相互扶助の経済』という非常に印象

深い本があります。「経済というのは何だろうか。

もともと経済自体が相互扶助のものだったのでは

ないか」というような議論で、実はそれは日本に

ＤＮＡがあるということです。そんなに難しい話

ではなくて、よく言われる近江商人の「売り手よ

し、買い手よし、世間よし」という「三方よし」

みたいな。これは経済であると同時に、まさに福

祉、支え合いの考え方です。ご存じの方も多いか

と思いますけれども、東近江市では「東近江三方

よし基金」で地域コミュニティづくりの活動をし

ています。

　福祉をより広い、他の領域にも開いてつなげて

いくということが、勝部さんや髙橋さんのお話か

らも感じられて、そこも印象深く受け止めた次第

です。

うのですが、どのようにして住民のそれぞれの方

が自分の力を活かして参加しようという気持ちに

なってきているのか、そこをどういうふうに仕掛

けておられるのか、勝部さんと髙橋さんに、その

ポイントをもう一度まとめてお話しいただければ

と思います。

勝部　ＳＣの方がたぶん会場にもたくさんおられ

ると思います。協議体でいろいろな課題をみんな

で話し合って、解決していくためのいろいろな仕

住民の参加意欲を引き出すポイントは何か

困り事を知ることが優しさを醸成する◆
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組みづくりをする。でも、「この体操をやるのは

週に１回にしてください」「１時間にしてくださ

い」「何人にしてください」と、どんどん縛られ

ていくと、やっているほうはやらされ感しかない

のです。実のところを言うと、「こういうことが

重要だ」というミッションがわかると、そこで工

夫がものすごく生まれていき、その工夫をして

「自分たち、イケてるやん」と思うことが面白み

につながっていくということがあると思うのです。

　今回、コロナで外出自粛が出て、活動はちょっ

とできないということを地域の皆さんと決定した

時に、ボランティアの方から「阪神淡路大震災か

ら、私らは一生懸命みんなで『見守り』『見守り』

と言って、『あの人、どうしてる』『この人、ど

うしてる』ってやってきたのに、こんなコロナご

ときで止めていいような活動やったんか、勝部さ

ん」と言われたのです。ガツンとやられた感じが

しました。

　皆さん、顔が見えているのです。「あの人が心

配」と考えると、「往復はがきだって出せるやん」

「ポスティングでナゾナゾ書いて持っていってあ

げたらええやんか」と、皆さんがいろいろアイデ

アを言ってくれるのです。「これって要綱でどう

だ」とか「活動の回数がどうだ」とかで言うと、

「今までの見守り活動と違います」「実積として

はどうなのか」みたいな話になりますが、人と人

とのつながりと言うのは、その人のことを心配す

る気持ちがどう沸き上がってくるかというところ

なのです。

　先ほど学習支援の話をしましたが、中学校でず

っと不登校の子宛てに「次回の学習支援は何日」

というのを、１人の男の子に書いてもらうように

したら、その子が「次回はどういう日か」という

ことを一生懸命辞書で調べて考えて、「次は七夕

から２週間後です」とか黒板に書いてくれるよう

になった。書くことをすごく楽しみにしていて、

何でなんやろうかと思って聞いたら、「僕らの学

校ではいつも黒板に書くのは学級委員の子で、僕

はそんなことをやったことがない。ここに来たら

自分はそういうことができる」とぼそっと言った

のをボランティアの人が聞き取りました。「そう

か、この子ってそういうことをやりたいという憧

れがありながらも、ずっとできなかったんやな」

と気づける人たちがその集団にい始めると、優し

い集団になるじゃないですか。

　地域の協議体は、何が困っているのかをみんな

が知ることによって優しさを醸成していくことを、

場の中でどうつくっていくかということがすごく

大事なのかなと思っています。

　コミュニティは自分の心の距離との関係なので、

ご近所がいい人もいれば、ご近所が嫌な人もいる

し、離れた所がいい人もいれば、チャットのほう

がいい人もいるのです。そうした距離との関係の

多様なコミュニティをどうつくっていくかという

ことを、地域共生の中ではこれから私たちは、単

純に考えないで、もっと一人ひとりに寄り添って

考えていくことが大事ではないかなということを

すごく思います。

堀田　どうすればその人が面白みを感じ、人に優

しい気持ちになるか。そうなるように上手に場を

つくっていけばいい。それがコミュニティを変え

る１つの大きな契機になるだろうというお話でし

た。

髙橋　やはり危機は危機としてきちんと受け入れ

るという作業がまず必要で、その上でその解決と

いう部分は夢のあるものにしていくことだと思う

のです。だから勝部さんがおっしゃったような、

楽しみに変えながら解決につなげるという部分が

あると思うのです。

　そういう意味で、いろいろなアイデアがその夢

につながるような形づくりが必要だと思うのです。

どうしても地域課題とか少子高齢化、人口減少と

いうのは重くなりがちですが、それをしたたかに

問題解決が夢につながるような
形づくりが必要◆
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あげるよ」とか、「うちでお料理したついでに、

あんたのところの分もつくってあげたよ」とか、

「どこかへ出かけるついでに、乗っていく？」と

いうキャンペーンです。今ちょうど「掛け合い運

動」のキャンペーン中で、子どもから大人まで地

域の人は全員、挨拶だけではなくて一言声を掛け

るというサービスをみんなで広めていこうとやっ

ています。支えると言うと、何か面倒くさいなと

なると思うので、気軽さが必要だと思います。

「こういうキャンペーンに参加してください」と

いう気軽なものをつくっていく必要があると思い

ます。

　それと、地域の若い世代をどう巻き込んでいく

かであります。要は「自分たちがその世代になっ

た時、地域の中にそういうサービスがあったらい

いよね」というものをきちんと考えていただく場

が必要です。若者の役割ももちろん重視しつつで

はありますけれども、その中で若者と高齢者が交

流しながら、自分たちのサービスをつくっていく

という関係づくりも必要なのだと思います。

　とにもかくにも、面と向き合ってしゃべると、

けっこう若い人たちも声を出してくれます。「う

ちの地域は若い連中がなかなか参加してくれな

い」と言うのですが、若い人と向き合うことから

どう捉えるかだと思うのです。

　例えば、地域のじっちゃん、ばっちゃんがタブ

レットを持ちながらワイワイ騒いでいるとか、ユ

ーチューブを見てゲラゲラ笑っているとか、ある

いはゲームをしているとか、そういう場面を想像

しながらサービスをつくっていく。生き方をどう

支えていくかということなので、地域の中にはい

ろいろな生き方をされている方がいらっしゃるの

で、その方がどう楽しんで人生を送っていただけ

るかにあると思うのです。そういう意味ではやは

り少し遊び心を入れたような取り組みがあっても

いいのかなと思うのです。

　住民は一人ひとり、一人一役を担うというとこ

ろがあって、それは必ずしも汗をかいて何かの行

為をすることではなくて、高齢者にお手紙を書く

というのも１つの役割であったり、話を聞くとい

う役割であったり、声をかけるという役割もあり

ます。

　しかし、今までは「地域でこういうことがやら

れています」ということをなかなか表現してこな

かったのです。ですから、地域の中でキャンペー

ンを張るとか。“きらり”では「ついでにサービ

ス」というキャンペーンを設けています。「お買

い物のついでに、一緒にあんたのもの買ってきて
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逃げていませんか。「うちの息子は忙しいから」

「若い連中、忙しいじゃねえか」とか、大人は勝

手な理由をつけがちです。でも、皆さん、考えて

ください。地域づくりを３６５日やっている人は

どこにもいないのです。せいぜいやっても週１と

か週２とかです。「その時間を貸してくれ」とい

う形で、若い人に目を向ける。一緒に議論する場

をつくる。そしてアクションに起こすところまで、

ぜひ取り組んでいければいいのではないかなと思

います。

堀田　いろいろなつながりをいろいろな形で広げ

たいというメッセージでした。特に若い人たちを

巻き込んでいく。社会はあらゆる層の年代からで

きておりますので、みんなつながってやっていく

ことが大切になってくるのかなと思います。

「地域共生への道」をみんなでつくっていきたい。

それにはそれぞれが持っておられるそれぞれの能

力、力をみんなで支え合って活かしていきたい。

そのような場を広げていきたい。そういった基本

についてのメッセージを出すことができたかと思

います。

　素晴らしいご発言・ご提案、大変ありがとうご

ざいました。皆様も最後までしっかり聞いていた

だきまして、ありがとうございました。

（敬称略）

誰一人取り残さずウェルビーイングに

暮らせる社会を目指して、

住民が分かち合い、支え合う

地域共生の環境をみんなで広げていこう

提
　
言

＊東京サミットではジャンプとして、全体シンポジウムでも提言を発表しました
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■ アンケートの結果の見方
＊分科会は自由に出入りしていただきましたので、参加者数は概算になっています。

■ 分科会番号の後に、東京サミットから設けた分科会については「新規」と入れました。一方、
大阪サミット及び神奈川サミットから継続しているテーマの分科会については、「継続」の
後に各サミットの分科会番号を入れました。例えば「継続／大阪４／神奈川５」は、大阪サ
ミットの分科会４及び神奈川サミットの分科会５から継続しているテーマの分科会です。

（左）
回答者の所属先

（右）
その他の方

（中央）
助け合い活動をすすめる立場の方

分科会１〜37

いきがい・助け合いサミット in 東京

この分科会は、助け合
い活動をすすめる上で、
役に立つ内容であった

役に立つ内容はあまり
なかった

無回答

生活支援コーディネー
ター、行政職員、社会
福祉協議会職員、地域
包括支援センター職員、
自治会会長、民生委員
等、住民主体の助け合
い活動をすすめる立場
の方

その他の方

無回答

無回答

得るものがあった

得るものはなかった

6% 3% 6%

91% 94% 92%
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住民が地域共生社会を実現するために
主体的に行動するには、市区町村の適切な
支援が必要である。市区町村は、
地域の実情に応じ多種多様に展開される
住民活動を学び合うため互いに連携して
情報交換し、内容を充実していきたい。

先進自治体の取り組む地域共生社会
～自発的自律的な連携の動き～

分 科 会 1第１部パネル

提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

【アドバイザー】

堀田  力 （公財）さわやか福祉財団会長

広井  良典氏 京都大学人と社会の未来研究院教授、幸せリーグ顧問

堀田  聰子氏 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科教授

菅原  弘子氏 （特非）地域共生政策自治体連携機構理事・前事務局長

森　  貞述氏	 前高浜市長、（特非）地域共生政策自治体連携機構理事

北尻  光氏 幸せリーグ参加自治体（京丹後市職員）

板持  周治氏 小規模多機能自治推進ネットワーク会議事務局（雲南市職員）

新規

アンケートの結果 　参加者概数：361名　 回答者数：111名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

30%
6%15%

68% 84% 91%

分科会1

分科会2
20% 1%

80% 96%
100%

分科会3

4%

92% 92%
100%

8%

分科会4

3%

91% 84%
100%

9%

分科会5

4%

95% 94%
100%

5%

分科会6 86% 98% 94%

1% 6%14%

分科会7

10%

88% 98%
100%
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「地域共生社会をつくる主体は住民」というメッセージ

を全体シンポジウムが出したのを受けて、本分科会は

「では、住民のそういう活動を引き出し、支援するのは、

どこか」を問うた。

　各登壇者ともに、その答えは、国ではなく、市町村だ

という点で一致した。京大教授の広井良典さんからは、

住民の幸福実感の向上を目指す市町村のネットワーク

「幸せリーグ」の活動を紹介しながら、「しかし市町村

が幸福という、個人によって感じ方が異なる主観的なも

のを政策目標にしてよいのか」という問いを提起された。

　世界の政策目標は、経済成長、ＧＤＰの拡大から、福

祉・生活満足度の向上へと進んでおり、その内容が「幸

福度」だと指摘された。

　そうなると、市町村は、人に応じて多様な感じ方があ

る幸福を、どのように実現していくのか、が問われる。

　幸せリーグに加入している京丹後市（京都府）の職員

北尻光さんは、京丹後市が「市民総幸福のまちづくり推

進条例」を制定、ウェルビーイングシティを目指して政

策を実施している状況を説明。幸福度指標作成のため行

った市民アンケートで、「他人の喜びや人のためになる

ことを行いたいと思う」人ほど幸福度が高い傾向が明ら

かとなったと報告した。

　幸福は主観的で多様だが、住民がそれぞれの主観で、

地域（他者）に役立つ活動をすれば、それぞれの幸福度

が高まることになるということである。

　地域共生政策自治体連携機構（旧福祉自治体ユニッ

ト）の菅原弘子さんから報告された同機構自体の活動

（例えば認知症サポーター、介護相談員、市民後見人）や

ユニット加盟の市町村の諸活動も、その活動主体は住民

であり、住民が、人のためになることを動機として行っ

ている活動である。

　同機構・ユニットの役員である森貞述前高浜市長から

報告された高浜市の先駆的な活動も、住民が地域のため

に行う活動であり、雲南市の職員板持周治さんから報告

された同市や同市が事務局を務める小規模多機能自治推

進ネットワーク会議所属の市町村（約３００）の活動も、

地域に住む住民たちが地域ごとに集まって協議し、地域

のためにやるべき活動について合意し、自律的に実践し

ているものである。

　住民が、それぞれに多様な幸福の実現に挑戦している

のである。その内容は多彩だから、市町村は、自発的に

連携して学び合っている。

　その学びが幸福を目指してシステムを転換するために

重要であることを、慶應義塾大学教授の堀田聰子さんが

強調された。オランダでも、新しい健康の概念として

「社会とのつながり」や「暮らしの質（幸福感など）」、

「いきがい」などの要素を加えており、そういう健康や

幸福を実現するために新しく学び、長期的視点に立って

柔軟に改革していく必要があるという指摘である。

　分科会の提言は、「市区町村は、連携して学び合うこ

とが求められている」という趣旨でまとまった。　

■ 寄せられた声から
● 我が市もＳＤＧ s 未来都市としてウェルビーイングなまちづくりをすすめていますが、先進的にすすめてい

るのは企画課や地域振興で、高齢福祉分野とはなかなか連携できていません。このようなサミットに市の中
核を担う部署が興味をもって参加してくれるといいのにと思いました。

● 地域の特性に合わせて様々なかたちでの地域づくりがあることを知りました。“できない”で終わらせない
自分たちのかたちを見つけられれば良いと思いました。

● 堀田聰子氏の話が大変印象に残りました。特に、ポジティブヘルスの考え方には驚きました。日本でもこの
ような考え方が普及すると、幸福度が上がると思いました。私も出来る範囲で地域の皆様にお伝えしたいと
思いました。

議事要旨  堀田 力
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助け合い活動でできる生活支援はたくさんあります。

つながる気持ちを大切に、

家族や知り合いにやれるような支援を、

近くで困っている人にも広げていこう。

そうすれば自分が暮らすまちがもっとあたたかく、

楽しく、住みやすい地域になります。

生活支援を助け合い活動で行うには、
どうすればよいか

分 科 会 2第１部パネル

提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

清水  肇子 （公財）さわやか福祉財団理事長

松岡  洋子氏 東京家政大学人文学部教授

澤出  桃姫子氏 日常生活支援 あつべつ・たすけ愛ふくろう代表

清水  孝子氏 各務原市八木山地区社会福祉協議会事務局担当

谷 　 仙一郎氏 （特非）元気な仲間代表理事

西元  和代氏 地域の応援隊 和 事務局長

継続／大阪1

■ 寄せられた声から
● 実践されている方のお話は涙が自然に流れるくらい感動しております。今、まだ企業人ですが、卒業後、

いや明日からボランティア活動をしようと思います。
● 熱意ある住民はいると思いますが、きっかけのない人がいるのではないかと思います。勇気ある決断の末、

とても充実した人生を送っておられ、うらやましくも感じます。得たものがたくさんありました。
● 続けること、巻き込むこと、笑顔、楽しく、仲間とともにというキーワードを勉強させていただきました。
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いきがい
助け合い

　助け合い活動の中では比較的重たい、継続的な関わり

が必要な生活支援は、実践が難しいと思われがちで、そ

の広がりはまだまだ少ない。しかし、実際に活動してい

る現場では、 “ 生活支援まで助け合いでやれる ” ことは

当たり前の前提として、本人に寄り添った支援がとても

細やかに、そして楽しそうに展開されている。目指す地

域共生社会は住民主体でつくるもの。生活を支え合う仕

組みを、いきがい・助け合いとどうつなぎながら広げて

いくのか。いわばサミットで問いかける一番基本のテー

マであり、大阪サミットに続く分科会として行った。

生活支援は技術が必要なプロだけの領域ではない。助
け合いで行える生活支援は多様にある。
逆にプロのサービスでは難しい支援やアプローチなど、
助け合い活動だからこそ実践できることがあり、本人
及び支援者双方に大きな効果が生まれている。

　４人の活動者の実践は、まさにこうした点がそのまま

自然に行われているのだと改めて実感させてくれた。

「ささえあいの家を整備したことで、活動を飛躍的に発

展させることができた」と清水孝子さんは言う。介護し

ている夫がベッドから落ちた。助けて！と、そんな緊急

の依頼にも対応する何でも相談・駆け込み寺の役割を果

たす。民間の介護事業者も撤退した中山間地で活動して

いる西元和代さんは、高齢者はじめ子育て中の人も働く

人もみんなで、と呼びかけ、利用者さんも運転ができる

とわかれば「骨折している人の買い物できん？」と、支

える側としての出番もつくる。介護事業と助け合いの両

方の生活支援を行っている谷仙一郎さんは、包括の依頼

で地域から孤立していた高齢者宅に助け合いの生活支援

で初めて入り、「ありがとう」と言ってもらえるまでに

助け合いで心の扉を開いた。地域力が何より大切と介護

事業にも参入しながら助け合い活動の普及を20年以上実

践してきた澤出桃姫子さんは、行政や包括も含めた多様

なネットワークの重要性を伝え、助け合いの仕組みをつ

くった後の「育てる協議体も必要」だと強調した。確か

に発表者の皆さんは生活支援の活動を、狭い福祉分野の

枠で捉えず地域とつながる関係をしっかり構築し、それ

が継続と発展の源になっている。清水孝子さんは特に包

括との情報共有の大切さを自身の事例から指摘した。

　アドバイザーの松岡洋子さんは、介護保険サービスと

助け合いの生活支援は視点がまったく異なるという点を

踏まえてわかりやすくポイントをまとめた。難病を患っ

た人が助け合いの生活支援を受けて、 “ 自分らしさのな

いセピア色と思った人生に色がついていくことがわかり

希望が湧いた ” という言葉（澤出さんの事例）がまさに

シンボル的だと伝え、助け合いの生活支援は、単なるサ

ービス提供を超えて地域でのつながりをつくっているこ

と、そして利用者と活動者それぞれの人生に彩りを添え、

いきがいと充実感を与えているという点を確認した。　

　もちろん皆、壁や課題にぶつかる。けれども課題こそ

が次へのエネルギーだと逃げずに皆で困り事に目を向け、

異論も含めてじっくり話し合い、具体的な取り組みにつ

なげている。その原点は、困っている人への共感、自分

が住んでいる地域への愛着、そこから生まれる交流の楽

しさだ。登壇者の事例は様々なヒントを与えてくれたが、

助け合いの生活支援は単なる一方的な「担い手」づくり

ではない。大切なのは、つながりを深め、自分たちで情

報を集め、都度考えながらやってみる、というその姿勢

なのだということを併せて忘れずに学びたい。

　助け合いの生活支援は多様多彩。誰でもできるそのあ

たたかな一助が全国に広がることを願って提言とした。

アンケートの結果 　参加者概数：273名　 回答者数：82名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

議事要旨  清水 肇子
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68% 84% 91%

分科会1
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80% 96%
100%

分科会3

4%

92% 92%
100%

8%

分科会4

3%

91% 84%
100%

9%

分科会5

4%

95% 94%
100%

5%

分科会6 86% 98% 94%

1% 6%14%

分科会7

10%

88% 98%
100%
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住民がやらされ感なく主体的な活動を実施し、

継続できる体制を構築するためには、

行政や社協などの関係者が住民と足並みを揃え、

目線を同じ高さに置きながら、

住民と共に考える体制を整えよう。

そして住民の声を大切に、

助け合いを点から面へ広げていこう。

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 目﨑  智恵子	 （公財）さわやか福祉財団、高崎市第１層ＳＣ

松浦  博子氏	 軽米町健康福祉課

中里  早苗氏	 軽米町第１層ＳＣ

生方  由美子氏	 高崎市第１層・第２層協議体メンバー

中家  裕美氏	 岬町第１層ＳＣ

貝長  誉之氏	 （社福）太子町社会福祉協議会地域包括推進室長（元第１層ＳＣ）

住民のやらされ感を払しょくし、
信頼される体制をどうつくるか

分 科 会 3第１部パネル

■ 寄せられた声から
● 社協の１層ＳＣです。組織のしばりの点で、また行政との連携の点で、SC である自分自身が「やらされ感」

を持っていたことに気付きました。また明日以降、地域で頑張れそうです！！
● ＳＣの立場として目線を合わせる、黒子になる、助けを求める等、それぞれ大切にされている思いは違い、

正解がないことを改めて感じました。
●   「わからないことは住民に聞こう」という貝長氏の発言がありました。その通りだと思いました。地域の事

は住民がよく知っています。住民の目線で！と頭で理解していたつもりでしたが、この言葉で、地域の中に
入っていく原動力をさらに後押しされた気がします。

継続／大阪３、45／神奈川29、30
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いきがい
助け合い

　住民のやらされ感を払しょくし、信頼される体制をつ

くるには、行政やＳＣ、社協、包括などの関係者が足並

みを揃え、目線を住民と同じ高さに置きながら、バック

アップという役割を果たすことが重要である。大阪・神

奈川サミットでは、住民のやらされ感を払しょくするに

は、まず地域の状況を知り、助け合いの必要性を自分事

として理解し、仲間と助け合うことにいきがいを感じる

よう、住民の心を動かすための働きかけが必要であり、

そして住民から信頼される体制をつくるには、行政主導

で形だけをつくるのではなく、地域住民に働きかけ主体

的な意思を引き出し、多様な方々を巻き込みながら、住

民と共に体制を構築する。そして住民が助け合いの必要

性を理解し、主体的に取り組むために、行政やＳＣと協

議体構成員を含め本事業に関わる人々の意識合わせ（規

範的統合）が、信頼される体制づくりの前提であること

が確認できた。

　ではどのように働きかけを行い、事業を継続させてい

くのか。住民がやらされ感なく助け合いを形にして、継

続・発展させている４市町の取り組みのプロセスと、多

様な手法について事例紹介いただき、その仕組みができ

たポイントについてまとめ、自由議論を行った。

　大阪府太子町元ＳＣ貝長誉之さんは、初代ＳＣ。今年

度から３代目のＳＣが活動中。太子町の活動が継続して

いる背景には、住民、行政、ＳＣが同じ方向を見て目線

を合わせ、これからの困りごとを解決するために、みん

なで考える場を大切に取り組んできたからだ。行政・Ｓ

Ｃが変わっても、方向・質が変わらぬよう、顔の見える

関係づくりと、ＳＣが今までの流れを知り、共有するこ

とを大切にすることで、住民から信頼される体制を継続

している。

　大阪府岬町第１層ＳＣ中家裕美さんは、S Ｃが住民の

やりたい気持ちを大切に、地域のニーズを丁寧に聞き取

り、住民と共に楽しみながら助け合う地域づくりを行っ

ている。住民同士の主体的な活動に常に寄り添い、黒子

となり伴走し、行政と共に、活動が継続できる仕組みづ

くりを行っている。

　岩手県軽米町の行政の松浦博子さんとＳＣの中里早苗

さんは、協議体とＳＣが一丸となって地域に根差した活

動を行い、町内の様々な方の協力を得て、共生型常設型

の居場所を作った。いつもみんなで、自分にできること

はないかを考え続けること。住民の個性や特技、人脈や

アイデアを持ち寄ること。ＳＣや行政は、住民の伴走者

であることを意識し、一体感を味わうことで活動が生ま

れ、継続している。

　高崎市第１層・第２層協議体メンバーの生方由美子さ

んはこう語った。高崎市の協議体は、目指す地域像を共

有し、住民が信頼関係を築き、各々の力を活かせる場に

なっているからこそ、行政担当が変わっても、住民が主

体的に動ける体制が継続でき、助け合いが創出されてい

る。

　まとめとして、住民が主体となる活動を継続させるに

は、その活動の発展などに伴う変化に対する関係者の対

応力が必要で、協議体やＳＣを配置しただけではなく、

協議体を維持させる関係者のバックアップ体制を継続す

ることが重要。住民の信頼に基づく仕組みを「継続」さ

せるには、定期的な連絡会や戦略会議などを実践し、現

場との距離感をなくし形骸化させないこと。

　この分科会では、住民がやらされ感なく継続できる体

制を構築するためには、行政やＳＣなどの関係者が住民

と足並みを揃え、目線を同じ高さに置き、住民と共に考

える体制を整え、住民の声を大切に、助け合いを点から

面へ広げていこうとまとめた。

アンケートの結果 　参加者概数：227名　 回答者数：87名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

議事要旨  目﨑 智恵子
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目指す地域像と工程表は一体的なもの。
住民と目指す地域像を共有し、必要な活動を
住民がみずから創出できるような戦略を
立て、その実施計画を工程表として作成し、
住民ニーズに応える活動の創出に
つなげていこう。

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 岡野  貴代 （公財）さわやか福祉財団

戸澤  真澄氏 大館市第１層ＳＣ

武井  恵亮氏 高崎市第１層ＳＣ

岡村  美花氏 武蔵村山市南部地域包括支援センター長

藤江  晃子氏 武蔵村山市第１層ＳＣ

小林  陽一氏 南アルプス市第２層ＳＣ

目指す地域像の策定及び実現のための工程表

分 科 会 4第１部パネル

■ 寄せられた声から
● 取り組みの工程を具体的に確認でき、自分たちの取り組みも共通するところがあり、行き詰まりを感じてい

ても、このまま地道に進んでいこうとか、もう少しテンポよく協議の機会を作れないかなど、反省する点や
励まされる点があり、参考になりました。「仕掛ける」ことの大切さを職員で共有できたらと思います。住
民主体を理由に職員が住民を見守っているだけに陥っているケースもあり、職員啓発も課題です。

継続／大阪5、37／神奈川31
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いきがい
助け合い

　目指す地域像と工程表は一体的に考えるべきものとし

て、生活支援体制整備事業における先進自治体より、目

指す地域像と工程表を具体的にご紹介いただきました。

登壇自治体に共通していることは、「住民の主体的な動

きを支援する」ことを基本軸とし、目指す地域像で関係

者の方向性を同じくし、柔軟に住民の動きに対応できる

ようさまざまな戦略を考えていることでした。

　南アルプス市は、住民や協議体の状況として、無関心

期、関心期、準備期、実行期、維持期という段階がある

と考え、それぞれの段階ごとに生まれる課題に対する支

援として情報交換会や研修会等を準備し、住民が必要に

応じて参加できる仕組みをとり、その段階ごとの状況と

対応を工程表としてまとめていました。

　大館市は、目指す地域像のイメージ図に具体的に必要

な活動を書き出し、住民と共有しています。住民説明会

や、庁内連携をスケジュール化した工程表とともに、課

題と必要な取り組みの一覧を作成し、進捗状況を関係者

で共有しながら進めています。また、地域福祉計画と目

指すところは同じであると考え、予算上では区分けしな

がらも、生活支援体制整備事業における取組みをその計

画に含めていることも特徴といえます。

　高崎市は、住民主体で活動を進めてきた大都市モデル

です。第１層ＳＣを２名委嘱し、行政担当者４名（うち

今回登壇の武井氏は第１層ＳＣも兼務）、 社協の連絡担

当者１名が、１か月に２度の打ち合わせを行い、関係者

が連携を取りながら進めています。目指す地域像は２層

圏域ごとに作成し、その実現に向けて必要な支援を関係

者で話し合い１つの計画表に落とし込むことで、関係者

の意識共有と行動の見える化に大きな役割を果たしてい

ます。また、高崎市では、年度末に計画に対する「自己

評価」をつけていることも特徴です。行政・ＳＣがとも

に話し合い進捗に対する評価をし、課題への対策を次の

年度計画につなげ、ＰＤＣＡをしっかりと回しながら事

業を進めています。

　武蔵村山市は、目指す地域像のスローガンをポスター

にして市内250か所以上に掲示し住民意識を醸成し、住

民や多様な地域資源を巻き込みながら活動を創出してい

ます。モデル地区から展開し、協議体を立ち上げ、住民

に働きかけ、住民による活動創出に至るまでの流れを工

程表としてまとめ、他の地区はモデル地区の工程表を参

考にしてアレンジして進めるモデルの横展開が特徴とい

えます。また、目指す地域像の実現のために必要な活動

として、住民が歩いていける距離に住民主体のサロンを

創出することを考え、サロン創出のリーダーとなる「お

互いさまリーダー」養成講座を実施しており、修了者を

活動に結び付けるための講座終了後の工程表についても

ご披露いただきました。

「住民主体」は「住民まかせ」ではありません。住民主

体の助け合い活動を広げていくためには、広げていくな

りのしかけが必要となってきます。当分科会の登壇者の

実例には、そのヒントがちりばめられていたのではない

でしょうか。

アンケートの結果 　参加者概数：101名　 回答者数：34名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

議事要旨  岡野 貴代
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２層は、地域の助け合いの
大切なプラットフォーム。
ＳＣとともに、住民らしく自由な発想で、
地域のつながりを継続的に深めていこう！

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 長瀬  純治 （公財）さわやか福祉財団

原田  映美子氏 つくばみらい市介護福祉課

松尾  好明氏 つくばみらい市第１層ＳＣ

近藤  隆彦氏 みよし市長寿介護課

三輪  智之氏 みよし市第１層ＳＣ（都合により欠席）

安喜  恵子氏 宿毛市長寿政策課

高橋  操子氏 宿毛市第１層ＳＣ

２層協議体の構成と役割

分 科 会 5第１部パネル

■ 寄せられた声から
● 私の圏域の協議体があて職で構成されており、機能していない現状（住民主体という理解が薄い）があるの

で、もう一度市と協議体の構成から再検討していきたいと思いました。
● 現場の動きのこと、具体的に聞けてよかったです。分かる！そうそう！という話がいっぱいでした。同じ悩

みや環境でも前に進めているみなさんのお話を聞いて勇気が出ました。逆境の中ですが、少しずつ進んでい
こうと思います。

継続／大阪４／神奈川５
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いきがい
助け合い

　本分科会では、介護保険の生活支援体制整備事業で設

置される「協議体」に注目している。大阪大会では第１

層と第２層の連携、神奈川大会では第２層の構成と役割

について、それぞれ生活支援コーディネーターとの関係

にもふれながら、様々な立場の関係者の意見を伺い協議

を深めてきた。

　今回は、この協議体の活動をこれまで継続して実践し

てきた３自治体に、現場の様子や考え方などについてご

紹介いただいた。それぞれの特徴として、まず宿毛市で

は、住民主体の実践に向け、関係者が自らの役割に対し

現場の状況に合わせ調整することの必要性を強く意識し

て本事業を進めている。また、みよし市では、人のつな

がりを重視し柔軟な発想で協議する構成員の様子から、

これを住民ならではの強みと捉え、既存の社会資源の発

展や他地域への展開に向けた協議体の活動が進められて

いる。さらに、つくばみらい市では、協議体の働きかけ

で既に地域活動が創出されており、その過程では協議体

構成員たちが試行錯誤を重ねている。関係者は、互助を

基本にした議論ができる環境に配慮しながら、創出され

る活動に対し資金面のフォロー拡大を検討しており、経

験を重ね柔軟さを維持しつつも、それぞれの役割が確立

できている。

　このように各自治体の進捗と特徴は異なるが、一方で

共通点もある。それが「現場の自由度の高さ」だ。

　各自治体では全て、協議体の編成に向けて勉強会を開

催し、住民の自主的な参画によって構成員を獲得してい

る。だからこそ構成員は前向きに、積極的に意見を出し

合うことができる。しかし、この自主性を維持するため

には現場の関係者は住民の自由な動きに合わせる必要が

あり、実はここが現場の課題になることが多い。住民の

ペースに合わせることは、計画性や効率性を上げようと

する関係者の想いに逆行してしまうので、組織内・組織

間での理解を得られないのだ。登壇した自治体も例外で

はなく、この課題を自治体レベルで解決し、本事業の取

り組みを継続することができた。

　また、第２層協議体の働きかけで創出される活動は、

既存の公的サービスに比べ、小規模で内容も生活支援と

は言えないものが多い。そのためか、いわば「協議体不

要説」も囁かれているようだ。しかし、今回の事例から

もわかる通り、大切なのは関係者が「今」だけで評価す

るのではなく、「数年」単位の長期的な視点でこの事業

を捉えることだ。時間はかかるが、その活動を地域で継

続・発展させていくことで関係者の想像をはるかに超え

る展開が生まれている。住民主体の実践に「年度」は通

用しない。これが現場の事実だ。

　第２層協議体は、構成員が住民らしい自由な発想を活

かしてこそ、その役割が果たせる。そのためには関係者

の継続的なバックアップが必要不可欠だ。長期的な視点

で、公的サービスとの連動や新たな社会資源の開発の実

現にも期待しつつ、地域の助け合い創出に向けたプラッ

トフォームとして「不要」どころか、共生社会実現に向

けた「超・重要」な役割を担っている。

議事要旨  長瀬 純治

アンケートの結果 　参加者概数：122名　 回答者数：56名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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住民主体の活動創出は

「ニーズの掘り起こし」と「担い手の発掘」が鍵。

困りごとに触れると、自然に人が動き、

担い手につながっていく。

両方が一緒にできる

「町内会レベルでのワークショップ」を

積極的に実施していこう！

ニーズの掘り起こしと担い手の発掘

分 科 会 6第１部パネル

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 髙橋  望 （公財）さわやか福祉財団

奥田  久美子氏 庄原市第２層ＳＣ

斉藤  節子氏 南アルプス市第１層ＳＣ

斎藤  主税氏 村上市第２層ＳＣ

平野  歌織氏 長野市第２層ＳＣ

髙木  佳奈枝氏 （社福）竹田市社会福祉協議会（元第１層ＳＣ）

継続／大阪38、39

アンケートの結果 　参加者概数：311名　 回答者数：126名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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いきがい
助け合い

「住民主体の活動づくりは難しい」

このような地域の声は多数あるが、聞いてみると「ニー

ズの掘り起こし」や「担い手の発掘」が実践されていな

い状態で「できない」とフリーズしてしまっている例も

散見される。本分科会では、住民活動の推進力となるこ

の２点の実践者から報告いただき、これらの意義や効果、

具体的な実施方法について議論した。

　髙木佳奈枝氏（竹田市）からは、日常生活支援機能も

併せ持った地域の居場所「暮らしのサポートセンター」

の設立プロセスが報告された。ニーズ把握のために個別

聞き取り訪問調査を行ったが、その調査員も住民で行う

ために養成講座からスタートしている。生活者の「リア

ルなニーズ」に触れた調査員はその後、サポーターとし

て活躍したり話し合いの場に継続参加して盛り立ててい

る人が多い様子が伝えられた。

　奥田久美子氏（庄原市）からは、総領さいたらの会（第

２層協議体）が紹介された。協議体名を参加メンバーで

考えることで会の役割を共有し、自分事の意識を高めて

いる。和気あいあいの雰囲気を意識して毎月開催してお

り、その中から自分たちでできる対応策のアイデアが出

てきている。現在は「メリメリレンジャー草刈り協力隊」

に続く困りごと解決を話し合っており、実践報告会等で

市民への取組周知にも力を入れていることが報告された。

　斎藤主税氏（村上市）からは、地区の状況をグラフで

見える化することで共通認識として住民同士で考える際

の土台としている手法の報告があった。データ分析は難

しい印象が先行して住民に嫌われるように思いがちだが、

実際には柔軟に受け止められている様子も報告された。

住民アンケートは中学生以上の全住民を対象とすること

で自分事として考える間口を広げ、直接配布・直接回収

方式で回収率９割を達成している。これらを単に情報と

して共有することに止めず、集落座談会で活用すること

で課題解決アイデアへと育てている点がポイントだ。

議事要旨  髙橋 望

■ 寄せられた声から
● 私は、専門職ではないですがＳＣをしています。日々、専門職ではない自分に何ができるか考えておりまし

た。平野氏の「考えるだけでなく、まずやってみる！」という言葉が印象に残りました。自分で「できない」
と決めつけるのではなく、まずやってみることが必要と感じました。

● 住民へのアンケートで、「今困っていることは何ですか」では「何も困ってない」という回答が多くなるが、
「最近ちょっとしんどくなってきたことは何ですか」から話が広がった、という言葉が印象に残っています。

　平野歌織氏（長野市）からは、既存の住民懇談会にワ

ークショップ形式を取り入れ、リアルなニーズに触れた

ことをきっかけに住民活動が立ち上がっていった様子が

報告された。「まずはきっかけづくり」と考え、「ふれ

あいラジオ体操」や「コーヒー淹れ方教室」を企画、趣

味講座の参加者から地域福祉活動の担い手が生まれてい

く事例も紹介された。

　斉藤節子氏（南アルプス市）からは、話し合いの場は

つくったが進まなかった例も取り上げ、わかってはいる

けどやらない住民もいる実態が提示された。そんな住民

もその後ニーズに気付くことで目覚め、人が人を育てる

連鎖が地域を変えていく様子が報告され、住民が住民に

伝えることの重要性が伝えられた。

　どの取り組みも、足を止めることなく実践し続けてい

ることが特徴的だ。地域での取り組みは上手くいくこと

ばかりではないが、その都度、住民と一緒に考えながら

進めていくことで、少しずつではあるが、理解者となっ

て手伝ってくれる仲間が増え、仕掛けのチャンネルも多

彩になっていく様子も窺えた。

「考えるだけでなく、まずはやってみよう！」と、ＳＣ

からの力強い呼び掛けもあった。

　報告の共通項は「話し合いの場を持つことが重要」だ

ということだ。ただし、単に場を持つだけでは前には進

みにくい。参加者の「やる気」を生み出す工夫が必要で、

その基礎情報となる「ニーズ」と、解決への前向きな場

の継続が「担い手の種まき」に繋がっている。

「共感の拡大」のための実践手法は色々あるが、ニーズ

把握と担い手発掘の両方を一緒にできる小単位（自治会

単位）でのワークショップを実践し、活動創出に育てて

いる実践者が多かった点も興味深い事項であった。

　以上の協議から提言がまとめられ、各登壇者から、会

場とオンラインの参加者に地区実践に向けてのエールが

送られ終会となった。
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少子高齢・人口減少社会で、地域のそして住民生活

の持続可能性を高めるためには、制度だけではなく、

地域住民や関係者の主体的な参加による助け合い・

支え合い活動の仕組みづくりが不可欠。

支援者は一人で抱え込まず、地域に課題を投げかけ、

地域の人たちとともに課題解決することが、

活動活性化の第一歩。

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 高橋  良太氏 （社福）全国社会福祉協議会地域福祉部長

河村  侑乃氏 九戸村保健福祉課

毎田  雄一氏 下ノ江ささえあい隊 活動企画コーディネーター／会計

大嶋  照伸氏 ふじくらたすけあいの会代表

野  義道氏 砂町よっちゃん家代表

地縁の助け合い活動を活性化するには？

分 科 会 7第１部パネル

■ 寄せられた声から
● 地域の色々な困り事を自分の課題として捉えて、献身的に広い視野に立って取組みをされていることに感銘

を受けた。個人の熱だけでなくチームの熱として物事に取り組めるようにしたいと思った。
● 民生委員さんの熱い思いに感動しました。地域包括支援センターとの連携がしっかり取れているのが１つの

ポイントだと思いました。
● ４名の事例発表の方の話のエッセンスを整理し、とてもわかりやすくお伝えいただいた進行役の高橋さんに

感謝。進行役次第で大きく変わることを実感。

継続／大阪７／神奈川７
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いきがい
助け合い

　この分科会では、地域でさまざまな活動を展開してい

る４名の登壇者からの報告をもとに、地縁の活動を活性

化するための方策について話し合いました。

　ふじくらたすけあいの会の代表として、様々な活動を

切り盛りする大嶋照伸さん。大嶋さんは民生委員を２期

務めた後、自治会による地域高齢者の福祉活動を事務局

として支えてきました。「ゆるやかな見守り活動」の実

施をきっかけに、身の回りのことはできても、通院など

の外出、庭の手入れなど、ちょっとしたことができなく

なる人が多いことがわかってきました。こうしたニーズ

に応えるため協議を重ね、2018年４月に「ふじくらた

すけあいの会」を設立。集まることが制限される中、「集

まれないなら、訪ねて行こう」「小さく集まろう」と、

コロナ禍でも大嶋さんは仲間たちとともに福祉活動を継

続しています。

　砂町よっちゃん家代表の 野義道さん。民生委員退任

後、空き家になっていた両親の家を開放し、2016年９

月、砂町よっちゃん家をオープンしました。週２回のサ

ロンから始まった活動は、その後、絵手紙教室、寄席、

麻雀などたくさんのイベントに広がっていきます。また、

地域の人たちが集まるこうしたイベントに参加した人た

ちの会話から、地域に埋もれているさまざまな課題が発

見されました。これらの課題を解決するために、 野さ

んは、現役・ＯＢの民生委員などスタッフ、さらには地

域の協力を得て、砂町よっちゃん家をベースに子ども食

堂や不登校の子どもの学習支援、ご近所ミニデイなどの

活動を次々展開。砂町よっちゃん家は、まさに「地域の

課題を発見し解決していく場」になっています。

　下ノ江ささえあい隊で活動企画コーディネーターを務

める毎田雄一さん。2019年に民生委員に就任後間もな

く、長年の懸案であったゴミ屋敷問題の解決に乗り出し

ました。その際、民生委員一人で抱え込むのではなく、

町内の地域福祉委員会を巻き込んで、その問題に町内全

体で取り組むよう仕向けていきました。数カ月にわたり

本人と信頼関係を築き上げた結果、地域の人たちと一緒

にゴミを片付けることに成功しました。その後もさまざ

まな課題に地域の人たちと向き合い、解決に向けた活動

をする中で、ボランティアグループ「下ノ江ささえあい

隊」を結成。「民生委員は地域活動のコーディネーター

役」と自負する毎田さんは、今、３軒目のゴミ屋敷の片

付けに着手しています。

　九戸村役場の保健師として、生活支援体制整備事業を

担当する河村侑乃さん。2017年に助け合いの仕組みづ

くりに乗り出しましたが、「行政に言えばやってくれる」

と村の人たちの厚い壁に２度跳ね返されました。３度目

の正直を目指し、2019年に協議体を発足。住民投票で

協議体の名称を「ご近所すけっ隊」に変更したり、全戸

配布のニーズ調査をしたり。村内７カ所で開催した勉強

会には130人が集まりました。その勉強会から生まれた

のが「ほずのいえ」。 有償の生活支援活動の事務局と多

世代が集まる通いの場の機能をあわせもつ助け合いの拠

点です。協議体メンバーや住民に、次から次に考えるき

っかけを与え、動機づけながら住民参加を促してきた河

村さん。コーディネーターの手腕が光ります。

　４つの報告からは、地縁の助け合い活動の活性化には、

キーパーソンとしての民生委員さんの役割の重要性がま

ず語られました。また、居場所の機能にとどまらない拠

点の役割、さらに、広く住民参加を促す仕掛けやきっか

けづくり、それを担うコーディネーターの大切さが明ら

かになりました。

アンケートの結果 　参加者概数：175名　 回答者数：60名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

議事要旨  高橋 良太氏
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登 壇 者

【進行役】 鶴山  芳子 （公財）さわやか福祉財団理事

河田  珪子氏 地域の茶の間創設者

稲葉  ゆり子氏 たすけあい遠州代表、高南の居場所あえるもん代表

浦田  愛氏 （社福）文京区社会福祉協議会

田中  康裕氏 Ibasho Japan 代表、千里ニュータウン研究・情報センター事務局長

誰もがいつでも居られる場をつくり、
自然に頼みやすい関係を
地域に広げていこう

共生型常設型居場所をどう広げるか

分 科 会 8第１部パネル

■ 寄せられた声から
● 成功例は素晴らしいものばかりでした。その中でコロナ禍の状況や危機感を伺えたのもよかったです。マイ

ナスに思えることも状況に合わせ柔軟に対応する実践には頭が下がります。「どなたでもどうぞ」が周知さ
れ広がる難しさと面白さを感じました。

● いつでも誰でも来ていい場所＝常設多機能型＝ゆるやかにつながり、みんなの出番がつくられる所を目指し
たいと思いました。「話がしたい」は「聴いてほしい」ということ。「助けてと言われるとうれしい」には
参りました（笑）。 ここに来てよかった、楽しかったと思ってもらえることを続けていくと、一緒にやって
いく仲間が増えて、やれることも拡がるんですね！みんなが楽しく過ごせる場所、時間をつくって行くぞ！

● 共生型常設型居場所は、子供たちの世代にも必要な場であると痛感しました。さわやか福祉財団で行ってい
る、地域づくり、居場所づくりのアドバイスは、長期スパンで継続していただきたいです。

提 

言

継続／大阪８、46／神奈川８
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いきがい
助け合い

「いつでも誰でも型」居場所の実践者とＳＣら仕掛ける

側、研究者で、「居場所で生まれる関係から『助けて』

と言い合えるために何を大切にし、どのようにリードし

ていけばよいか」について議論をした。

○「助けて！」と言われることはうれしいこと。
　人と人との間に安心感が築かれていく
「助けるほうは簡単だけれど、『助けて！』と言うのは

なかなか難しいのでは」と進行役が問うと、稲葉さんは

「実は『助けて！』と言われることはうれしいことなん

です。『助けるける側はとてもうれしい』と伝えると、

頼む側の気持ちを楽にする」。 河田さんは「助けてと言

われることは信頼されていてうれしいし、何かあったと

きに助けてもらえるという安心感を根底に持っているの

が大きい」と話した。

○いろいろな人たちが「居合わせる」場所と距離感
　コロナ禍で参加者が固定化する体験をした河田さんは

「仲の良い人たちだけが集まると、話題が個人や身近な

人などになりがちで、家に帰ってからや陰でプライバシ

ーに関わる話が回っていくという恐ろしさを感じた。し

かし、いろいろな人たちが居る場だと話題が広がる」と、

ごちゃまぜの居場所の重要性を話した。「居ない人のこ

とは言わない」などの決まり事が「適度な距離感」を保

ち、助け合う関係につながっていくのであろう。

○「助けて！」と言いやすくなる工夫は
　負担感を解消すること
　浦田さんは「知り合い、気にかけ合う中で『あっ、こ

の人なら』と思える人に言ってみる」と助け合いには段

階があるという。そんな中で、「困っている様子を目に

して『私でよかったら』という言葉が出てほしいと助け

合い券を使っている」と河田さん。稲葉さんは「地域通

貨を渡すと『ありがとうを返した』となる」と話した。

田中さんは「助けてもらい続けると負担になるのではな

いか」と言い、「地域通貨は助けてもらったときに感じる

負担感をお返しするような仕組み。例えば、９０代の女

性がお世話されるだけでは申し訳ないと小麦粉を持って

来た。その時に『ありがとう」と言ってその気持ちを受

け取るという意識も大切なのではないかと」と話した。

「ありがとう」は助けられる側の気持ちを軽くする。

○都会でも地方でも、子どもたちや孫たち将来のために
助け合う体験と見える化を！

　浦田さんは東京都文京区でＳＣらと仕掛けをしており、

「昔あった支え合い・助け合いが自然に行われることは

難しくなり、つながりをつくり直そう」と１０年前から

地域福祉コーディネーターを配置し、いつでも誰でも型

居場所のモデルをつくり、人と人とのつながりの再構築

を進めてきた。「都心は地方出身者も多い。つながりを

体験してきた人たちが懐かしさを活かし居場所に関わり、

さらに幅広い年代で繰り返していくということも重要」

と話した。田中さんは「喜ばれるという体験をすると繰

り返されるし、見ている人も『自分もやってみよう』と

なる」と。稲葉さんは「都会だから難しいとか、田舎だ

から定着するとかではなく、その居場所の空気の度合い

が違うのではないか。どこのまちにもほしいし、どんな

形でもいいのではないか」と話した。そして、河田さん

は「子どもたちにも次世代にも残したい」と。

　誰もが持つ「役に立ちたい」という気持ちを活かし合

える、心豊かな関係を次世代のためにも、みんなで広げ

ていくことが大切と共有した。

議事要旨  鶴山 芳子

アンケートの結果 　参加者概数：207名　 回答者数：78名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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100%
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100% 100%
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22%
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分科会13
27%

73% 96% 94%
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有償（謝礼付き）ボランティア活動は、

特に生活支援活動において

互いが気兼ねなく助け合える有効な手段である。

地域包括ケアシステムの基礎となる

住民の助け合いの一つの選択肢として、

奨励金等の活用もしながら

地域ごとに柔軟に取り入れよう。

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 中村  順子氏 （認定特非）コミュニティ・サポートセンター神戸理事長

渡邊  典子氏 （特非）ほっとあい副理事長

松岡  喜久子氏 （特非）インクルひろば代表理事

伊藤  喜代美氏 若木台３区サポートの会会長

潮　  ハルミ氏 若木台３区サポートの会運営委員

中村  秀貴氏 （社福）太良町社会福祉協議会

有償（謝礼付き）ボランティア活動の理解を
どう広めるか

分 科 会 9第１部パネル

■ 寄せられた声から
● ニーズがあるから助けたいという気持ちがうまれるという思いやりから、ボランティアが始まるという事に

改めて気づかされました。有償ボランティアをつくらなくてはいけないという、こちら側の勝手な思い込み
は捨て、ニーズの調査と整理、それを伝え広めていくことから始めようと思います。

● 社会福祉協議会では「有償ボランティア」という表現に対して納得していない部分があります。しかし生活
基盤を支える活動という部分は有償での支援が必要で、仕組みづくりを進めているところではあります。
自分の市でも生活支援や食、介護保険外支援などについて、今後考えていきたいと思います。

継続／大阪９／神奈川９
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いきがい
助け合い

　とかく話題の多い「有償（謝礼付き）ボランティア」

だが、2019年大阪サミットから神奈川、東京サミット

と振返ると、言葉の表現からの是非論が、地域に応じた

様々な助け合い活動の実態を覆い隠していたのではない

かと思っている。謝礼付き活動、ありがとう券、ボラン

ティアポイント、地域通貨、ご縁（五円）活動、ふれあ

い切符、点数付与…表現や内容は異なるが実に豊かで個

性的な有償（謝礼付き）ボランティアのカタチが全国に

広がり定着してきている事実が明らかになってきた。

　拡大の理由は至って明快、互いが対等で頼みやすく継

続する条件を満たしているからである。コロナ禍では

「遠くの親戚より近くの他人」を実感した。更に大阪サ

ミットの提言「地域支援事業等での位置づけがあれば、

住民主体の新たな潮流を生み出すことにもなる」は、厚

労省より奨励金制度として位置づけられ、導入する自治

体も出てきた。言葉に固執することなく、助け合い活動

を推進する有効な手段である原点に立ち返り、様々な知

恵や工夫を共有する分科会となった。

〇伊藤喜代美氏と潮ハルミ氏は、福岡県福津市若木台地

区で奨励金を活用し、有償ボランティアを含む生活支援

の会を立ち上げた。当初は賛否両論があったが、潮氏の

20年にわたる民生委員経験から「地域の困りごとを継続

的に支援する必要がある」と考え、有償性を導入するこ

とにした。90歳の方を、ゴミ出しは無償で草取りは有償

でと区分しながら生活支援で支え、医療と連携しながら

最後までお世話することができた。地元の高校生も「守

りたいこの地域とその笑顔」とこの活動にエールを寄せ

ている。

〇渡邊典子氏からは、宮城県大河原町で、住み慣れた地

域で暮らし続けるため「困ったときはお互いさま」を理

念に、出会った人の「困った」に応え続ける中、継続が

求められる生活支援を有償とした。大切なことは有償か

無償かではなく、信頼の上に助け合う関係を尊重し、時

と場面に応じ選択できること、そして参加の機会も多様

にあることが豊かな地域福祉貢献活動ではないかとの重

要な視点が提起された。

〇中村秀貴氏は、佐賀県太良町社会福祉協議会の職員と

して、ユニークな取り組みを紹介された。急激な人口減

少に危機感を持ち、市民やケアマネから寄せられるゴミ

出し等のよろず相談から、住民の助け合い “ ご縁クラブ ”

が誕生した。30分以内の軽作業で謝礼は5円（ご縁）、

「高齢者に明るい正月を迎えて頂く」と介護保険適用外

の窓ふきには高校生も参加。洒落のような仕組みである

が、依頼は次第に増え、同時に断捨離のゴミ処理等ルー

ル内に収まらないケースも。こんな時有償の範囲等を住

民自身が話合い、考え、結論づけ活動するプロセスを徹

底し、社協は見守ることで住民主体の活動につながると、

支援者の心構えが示唆された。

〇松岡喜久子氏は、神戸市で食事を中心とした共生型常

設型居場所を毎日開催しており、集ってくる高齢者のお

困りごとに応えるべく生活支援を有償で始めた。一方的

な関係にならず継続的に住民ができるバランスを考え

30分500円としている。地域包括支援センターのケアプ

ランに有償の生活支援サービスを組み込む効果も。誰も

が参加できる居場所は、特に近隣関係の希薄な都市部に

あって、利用する人もボランティアにとっても優しい気

持ちで過ごせる大切な場所である。そこから自然に生ま

れ、育まれている有償活動を披露いただいた。

議事要旨  中村 順子氏

アンケートの結果 　参加者概数：189名　 回答者数：74名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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自治体や地方厚生局などの立上げ支援もあり、
住民互助による自動車による移動支援は格段に広がってきた。
取組事例も増え、情報が行き交うようになってきた。
「助けたい」という思いが、
「いきがい」や地域づくりに繋がっている。
この流れを絶やさないよう、実践者は活動を広く発信し、
行政は「共感」から生まれた活動を「継続」できるように
仕組みづくりを進めよう。
課題に気づいた人は『とにかくやってみなはれ！』。

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 河崎  民子氏 （特非）全国移動サービスネットワーク副理事長

加藤  由紀子氏 （特非）ふれあい天童理事長

福山  悦子氏 隠おたがいさん代表

今村  佳徳氏 松江市第２層ＳＣ

岸 　 英二氏 厚生労働省老健局地域づくり推進室課長補佐

自動車による移動支援をどう広げるか
（企画・協力：（特非）全国移動サービスネットワーク）

分 科 会 10第１部パネル 継続／大阪10／神奈川10

■ 寄せられた声から
● 私が担当する地区でも移動支援に関心が高いが、事故が怖いと壁が高かった。しかし、今日「やってみなは

れ」を聞き、他地区の取組みを見たことで私自身学びとなった。ＳＣとして地域へ貢献したい。
● 地元の交通機関とのしがらみがあり、なかなか進まない現状がありますが、松江市さんのようにうまく進め

ていけたらと思いました。
● シルバー人材センターの会員でありながら、第２層ＳＣをしつつ、福祉有償運送ドライバーもしております。

助成金についての話が参考になりました。



67

いきがい
助け合い

　高齢者の困りごととして真っ先に上がることが多い暮

らしの足については、いきがい・助け合いサミットで一

貫してテーマの１つとされてきた。この間、県や地方厚

生局による市町村支援もあり、互助型で移動支援に取組

む地域は格段に増えてきた。静岡県内では73の地域で互

助による支援が行われている。

　移動支援を行う動機となる「困っている人がいる、助

けたい」という想いや活動がバトンタッチされ継続・発

展するためには、行政による支援が不可欠である。今回

は、ボランティアの想いを改めて共有し、同時に、支え

合う地域を持続可能にするための補助金や担い手発掘の

仕組みについて共有化することにした。

　進行役からは、神奈川県秦野市の事例を交えて担い手

発掘の仕組みと、市町村が総合事業で補助できる項目、

道路運送法制度の運用のなかで可能になることについて

整理をした。

　加藤由紀子氏は、離職して老親介護をした経験から、

「１人の困りごとは社会の課題」と気づき、30年前に、

高齢者のあらゆる困りごとに対応する互助活動を創った

想いを語った。特に、自動車による支援はニーズが高く、

認知症や車いす利用者など様々な対象者を受け入れてき

た。天童に住む方々や天童市にとっても、なくてはなら

ない存在になっている。山形県内各地で講師を務めるこ

とで取組み団体を広げてきた。「お仕着せの活動」では

なく「何とかして助ける」ことを優先する基本姿勢が会

場からの共感を呼んだ。

　福山悦子氏は、住民が行政と自治のまちづくりを推進

してきた歴史を語った。市内11団体が福祉にかかわる活

動をしており、隠おたがいさんも、いきがいと助け合い

を目的とした主体的な活動を広げている。移動支援を含

む生活支援の件数は、2021年度は1,273件に上ってい

る。名張市から150万円 / 年の補助を受けており、要介

護者になると１人あたり平均210万円 / 年の給付が必要

になると言われるなかで、介護予防に対する市と住民と

の合意の高さを感じた。発表を締めくくった「いっぺん

やってみなはれ！」を提言に取込むこととした。

　今村佳徳氏は、61世帯、高齢化率58％の松江市菅浦地

区で、移動手段の確保が最大課題となっていた菅浦自治

会が、移動支援を主目的として「菅浦手助すー隊」を結

成し、昨年４月に本格運行となったプロセスを報告した。

団体への支援は、保険者機能強化推進交付金（インセン

ティブ交付金）を財源とし、保健福祉事業として補助金

が年間35万円を上限に拠出されている（補助対象経費は、

保険料、備品、消耗品費、コーディネート料）。2021

年度はのべ460人の買い物や通院に利用されており、地

域力を表す象徴的な取組となっている。

　岸英二氏は、総合事業の位置づけは、移動そのものに

価値を置くものではなく、移動中や外出先でのふれあい

や、自分らしい暮らしの実現、地域づくりの１手段にな

ることが重要と述べた。行政支援に関しては、総合事業

にとどまらず、他の財源（保険者機能強化推進交付金等）

により新規事業をスタートすることも可能とし、保健福

祉事業に充てる事例として松江市、静岡県島田市、地域

支援事業（生活支援体制整備事業）に充当している奈良

県御所市を紹介した。また、行政職員も悩んでいると思

うが、住民から質問を受けたときに、どうしたらできる

かを一緒に考えてほしいと述べた。

議事要旨  河崎 民子氏

アンケートの結果 　参加者概数：250名　 回答者数：86名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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楽しもう！地域づくり。
使い倒そう！地域支援事業。
やっちゃえ！行政！

助け合い活動に対する行政の後方支援のあり方

分 科 会 11第１部パネル

提  

言

■ 寄せられた声から
● 役場、社協、地域支援事業が一枚岩になれていない状況はありますが、自分が思い描いていたことが間違っ

ていないことを再確認できました。大阪市の有償ボランティアの制度設計には本当に感心し、自分も深く考
えたいと思いました。また、地に足をつけて着実に進め、活用できる補助金を用いる大川市さんや名張市さ
んの取り組みから、住民のために当たり前のことを当たり前にやることの大切さと、行政職員として必要な
お金を自ら調達することの大切さを学ばせていただきました。

● 行政の役割を改めて考えることができました。他都市のいろんな事例を知り、とても参考になりました。
住民と一緒に取り組んでいくことの大切さを改めて感じています。

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

服部  真治氏 医療経済研究機構主席研究員

原　  勝則氏 元厚生労働審議官・老健局長

藤本  勇樹氏 名張市地域経営室地域マネージャー

近藤  博基氏 大阪市地域包括ケア推進課長

石山  裕子氏 大川市健康課

継続／大阪11／神奈川11
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いきがい
助け合い

　本分科会は、助け合い活動に対する財政支援である総

合事業（介護予防・生活支援サービス事業）のＢ型・Ｄ

型の活用が低調であること、そのこともあって総合事業

の上限を超過し、費用低減計画の作成などの対応を迫ら

れている市町村が少なくないことなどを背景に、助け合

い活動の特性を理解して構築された登壇者各市の制度を

紹介しつつ、一歩が踏み出せない市町村を後押しするよ

うな議論になりました。

　大阪市は、介護予防・生活支援サービス事業を活用し

て助け合い活動を行う団体にコーディネート委託料（１

回1,000円）を支払うとともに、一般介護予防事業にお

いて実施してきた介護予防ポイント事業の枠組みの中に

新たに在宅活動コースを新設し、活動１回６ポイント

（600円）、 換金上限なしという思い切った設定で有償

ボランティアを奨励しています。また、一般介護予防事

業の活動者は第１号被保険者（65歳以上）に限られるこ

とから、65歳未満の有償ボランティアも奨励するため、

その場合はコーディネート委託料を、有償ボランティア

奨励金を含む1,600円としました。

　名張市は平成15年度から全国に先駆けて住民自治を

推進しており、15の地域づくり組織が防災、地域活性化、

子育てなど、様々な地域活動を実施しています。名張市

はそれらの活動を使途自由の一括交付金などで財政支援

してきましたが、高齢者の生活支援ボランティアに取り

組む地域づくり組織には、別途、介護予防・生活支援サ

ービス事業のＢ型やＤ型を活用して支援しています。た

だし、地域づくり組織の各種活動は地域で自然発生した

ものであり、生活支援ボランティアは要支援者だけを支

援しているわけではありません。そこで、固定費に着目

して要支援者数にかかわらず（要支援者か事業対象者が

１人以上存在すればよい）、 一定額を補助することとす

るなど、これまでの活動をできる限り阻害しない補助条

件としました。

　大川市は令和２年度に新たに地域医療介護総合確保基

金の中でメニュー化された「介護人材確保のためのボラ

ンティアポイント」を活用することで、年齢を問わない

社会参加の促進を目指しました。この基金は都道府県に

造成されるものなので福岡県が事業化する必要があり、

県内の他市町村とのバランスの確保などのハードルがあ

りましたが、粘り強い交渉で協議が整い、大川市は全国

に先駆けて運用を開始しています。大川市にとっては、

市の財政負担がないというメリットもあります（基金の

財源構成は国2/3、福岡県1/3）。

　登壇者の事例紹介後、アドバイザーの原氏との議論を

通じてポイントを整理しました。

総合事業は目的ではなく手段であり、事業に助け合い

活動を合わせることを求めるのではなく、助け合い活

動に合わせて事業を構築するものである。したがって、

事業構築においては助け合い活動を実践する団体との

十分な意見交換が欠かせない。

最初から完璧な制度を構築しなければならないわけで

はない。モデル事業なども活用して、小さく生んで大

きく育てるものと考えるべき。一部の地域が動き始め

ると、他地域へも広がりやすくなる。

助け合い活動は自発的なものであり、行政がやらせよ

うとしても決してうまくいかない。行政の役割は地域

の課題を住民に伝えること、仲間に出会う機会を作る

こと、そして動き出した住民にはやりたいことをでき

るように支援すること、である。

地域は高齢者だけが住んでいるわけではない。総合確

保基金や重層的支援体制整備事業など厚生労働省等が

用意した制度（道具）を駆使すれば、高齢者の介護予

防や生活支援にとどまらない制度構築も可能であり、

また財源的にも有利である。

　以上を踏まえ、提言をまとめました。

議事要旨  服部 真治氏

アンケートの結果 　参加者概数：126名　 回答者数：46名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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100%
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91%
100% 100%

分科会12

22%

78% 94%
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6%

分科会13
27%

73% 96% 94%

4%
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共生社会の地域づくりに目覚めたＳＣと
市区町村がともに走り回れるよう、
都道府県は
「良きグランドキーパー」になろう

都道府県は助け合いによる生活支援活動を
広めるために何をすべきか

分 科 会 12第１部パネル

提
　
言

■ 寄せられた声から
● 私の住む県では、正直 SC 事業に関心を持ち、支援しようという姿勢を感じることがなかなかありません。

その要因がどこにあるかはわかりません（自分の所属組織？行政？県？）が、都道府県によりこんなにも違
うのかと驚きました。数字（協議体設置数等）しか求められないのか？と寂しく感じることもあります。

● 岩名さんのコーディネートがとてもスムーズで知識の多さを感じた。

登 壇 者

【進行役】 岩名  礼介氏 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株）共生・社会政策部長、主席研究員

藤原  隆博氏 岩手県長寿社会課特命課長

工藤  雅志氏 （公財）いきいき岩手支援財団特命課長

吉野  若葉氏 埼玉県地域包括ケア課

三井  朝日氏 山梨県健康長寿推進課

中江  栄登氏 大阪府介護支援課

継続／大阪31／神奈川28



71

いきがい
助け合い

　都道府県による直接的な地域づくり支援は、人事異動

の影響もあり、地域関係者との継続的関係の維持が難し

いためあまり現実的ではありません。一方で、各市町村

職員や生活支援コーディネーター（以下、ＳＣ）は、と

もすれば活動や情報が蛸壺化しやすく、自分の「自治体

外」や「業界外」の情報が入ってこなかったり、また相

談相手がなく孤立するといったことが生じています。特

に小規模自治体では人員配置が少ないため、その傾向は

顕著です。また自治体職員も複数事業を兼務しているた

め、地域づくりの取組もＳＣにお任せになってしまうこ

とも少なくありません。地域づくりは正解のない試行錯

誤の連続ですから、相談相手がいなければ担当者はすぐ

に行き詰まりを感じてしまいます。

　こうした「都道府県の制約」と「市町村（役所・ＳＣ）

の課題への対応」をすりあわせ、両者にとってＷｉｎ -

Ｗｉｎになるような支援体制が求められています。

　今回、参加の自治体も「都道府県人事の弱点」を認識

しつつ、現場の悩みを解決し、孤立感を解消するための

取組を企画されています。他自治体のＳＣと意見交換で

きる場の設置はその典型ですが、企画・運営については、

主体性・当事者性のあるＳＣや外部団体に積極的に任せ

ていくスタンスにより、都道府県は場の設定と事業費確

保や関係者への案内など取組の継続性を担保するための

下支えに徹しています。大阪府の「本音で語ろう！！情

報交換会」やＳＣのＯＢも参加して研修企画などを議論

する埼玉県の「ＳＣ協議体委員等情報交換会」もその典

型といえるでしょう。

　また岩手県は、外部機関である「いきいき岩手支援財

団」との二人三脚で研修企画や講師の選定などを行って

おり、人事異動の影響を最小化しつつ、行政にありがち

な分野の縦割りの弊害を最小化し、地域支援事業内での

分野間連携も意識した研修を企画しています。

　山梨県でも都道府県が地域活動の動きを丁寧に把握し

ながら、自律的な活動や積極的なＳＣ・自治体関係者を

発見すると、都道府県が側面的に関わることで地域づく

りをうまく支援しています。

　また、今後は共生社会の構築が大きなテーマになりま

す。地域には多様な生活スタイルと価値観を持つ人々が

生活しています。行政主導の支援枠組みだけでは、支援

内容が標準化されやすく、多様性への対応は限界がでて

きます。地域支援事業も介護保険財源のため、介護や高

齢者の視点に偏りやすく、交流する関係者や住民も無意

識に「高齢・介護領域」に限定される傾向があります。

今後は、これまではあまり関わりのなかった住民や民間

企業や現役世代も含め幅広い住民の参加を促し、住民同

士のつながりの偶然性の中から多様な地域資源を耕して

いく必要があります。

　都道府県職員は、ＳＣや自治体職員とは違い、地域に

直接関わることが難しい立場です。それでも、裏方とし

ての矜持をもって、現場のプレーヤーのために環境整備

を担います。すでに多くのＳＣさんや自治体職員が覚醒

しつつあります。新しい地域づくりに目覚めています。

　都道府県の各パネリストの皆さんがそうしたＳＣさん

を発見したことをワクワクしながら報告してくださる姿

が印象的でした。

　そこで、ＳＣが全力で動ける環境を支援している都道

府県職員の姿を「グランドキーパー」と表現しました。

議事要旨  岩名 礼介氏

アンケートの結果 　参加者概数：47名　 回答者数：23名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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１.目指すべきは、本人の力を引き出し、
切実なニーズに応えること。

２.そのためには、地域の身近にある資源を活用し、
公的サービスのケア（点の関係）を地域に
広げなければならない（面の関係）。
「つなぐ」役割が重要。

３.地域を理解し、地域で理解されること。
そのためには、仲間を増やす仕掛け、工夫が必要。

医療・介護サービスと生活支援の助け合い活動との
ネットワークをどうつくるか

分 科 会 13第１部パネル

提
　
言

■ 寄せられた声から
● 医療・介護連携に地域住民を巻き込むのは良い方法だと思いました。協議体やケア会議で取り入れる事も、

今後検討したいと思います。
● 地域を縦割りで見るのではなく、まるごとでの支援が必要なのだと改めて思いました。
● 江田さんの講演に感銘を受けました。専門職が本人の可能性を狭めている、本人の本当にしたいことは何か

を聞くことができていないと感じます。しかし、それすら気づかない専門職がいるのも現状…。佐々町では
コツコツと地域ケア会議を積み上げてこられたのかなと感じました。

登 壇 者

【進行役】 中村  秀一氏 （一社）医療介護福祉政策研究フォーラム理事長、国際医療福祉大学大学院教授

秋山  正子氏 暮らしの保健室長、（認定特非）マギーズ東京センター長

江田  佳子氏 佐々町多世代包括支援センター参事

竹本  匡吾氏 （社福）地域でくらす会理事・鳥取拠点事業長

三和  清明氏 （特非）寝屋川あいの会理事長、寝屋川市第１層ＳＣ

継続／大阪14／神奈川12
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いきがい
助け合い

　大阪大会、神奈川大会に引き続き、同一テーマで３回

目の分科会であり、４人の登壇者の報告を受けて、

①医療・介護サービスと生活支援の助け合い活動とのネ

ットワークをつくるのにとっての課題、

②生活支援の助け合い活動をどのように育てていくか、

③医療・介護サービスの提供事業者側に求められること、

④国の政策や地方自治体の取り組みについての注文、提

言

についての討議を行った。

　４人の登壇者の報告で共通していたのは、介護保険等

の公的サービスだけでは支えられないニーズがあること、

そのようなニーズをくみ上げる仕掛けが必要であること

であった（竹本氏「やすらぎ支援員」、秋山氏「暮らし

の保健室」、三和氏「高齢者サポートセンター」、江田

氏「地域ネットワーク情報交換会」）。

　注目すべきなのは、これらの取り組みが、2014年の

介護保険法改正によって制度化された「生活支援コーデ

ィネーター」や「協議体」よりずっと早くから行われ、

その機能を果たしてきたことである。

　公的サービスはまさに個別のケアであるが、地域で利

用者の生活を支えていくためには、地域の社会資源に

「つなぐ役割」が重要である。「つなぎ手」は地域を理

解し、かつ、地域から信頼される存在でなければならな

い。そのことにより、個別のケア（点）が広がり（面）

を得ることができる。「つなぎ手」が、地域の力を引き

出し、ネットワークを形成することにより、地域力が高

まるという好循環が生まれる。

　事業者としては、公的サービスで「枠を埋めること」

に終始するのではなく、地域に目を向け、地域に学ぶ姿

勢が必要である。地域によって従事者が育つのである。

本人の能力を活用して、活動的な生活を目指し、「した

いことを選ぶ」「より多くの選択肢を提供する」ように

していかなければならない。

　このようにして地域住民と事業者・専門職とが、「つ

なぎ手」によって連携できれば、多様なニーズに応えて

いける地域をつくることができよう。

　制度・政策に関しては、「居場所づくり」を奨励する

こと、住民主体サービスを要支援者に限定せず、要介護

者も利用できるようにすること、住民主体サービスと事

業者のサービスとの利用料負担の均衡を図りやすくする

ことなどの指摘があった。

　以上の議論を踏まえ、

１. 目指すべきは、本人の力を引き出し、切実なニーズ

に応えること。

２. そのためには、地域の身近にある資源を活用し、公

的サービスのケア（点の関係）を地域に広げなけれ

ばならない（面の関係）。「つなぐ」役割が重要。

３. 地域を理解し、地域で理解されること。そのために

は、仲間を増やす仕掛け、工夫が必要。

の３点を提言として取りまとめた。

　いきがい・助け合いサミットの３大会にわたり、この

テーマの分科会の進行役を務めた者として、医療・介護

サービスと生活支援の助け合い活動とのネットワークづ

くりが進むことを願ってやまない。

議事要旨  中村 秀一氏

アンケートの結果 　参加者概数：177名　 回答者数：67名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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対話による相互承認と
自己決定ができる社会にするために、
労働者協同組合のような仕組みがあり、
当事者になる楽しさが感じられる
コミュニティの場を増やそう。

これからの20年、日本は様々な冷たさを克服して、
あたたかい人間開花社会をつくることができるか

分 科 会 14第２部パネル

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 堀田  聰子氏 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科教授

稲葉  ゆり子氏 たすけあい遠州代表、高南の居場所あえるもん代表

田中  羊子氏 日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会センター事業団理事長

牧野  篤氏 東京大学大学院教育学研究科教授

柳澤  大輔氏 面白法人カヤック代表取締役ＣＥＯ

新規

■ 寄せられた声から
● 堀田先生のパネリストの特徴を上手に引き出す名司会のお陰で、人がネガティブになりがちな最近の世相を

克服するヒントが、次から次に展開されて非常に良かった。
● ４名のパネリストの話は違った視点からの話であったが、それぞれ根本には「つながり」「変化」という共

通のキーワードがあり、そのキーワードを活かすことで、人間が様々な環境でどう開花するか等について学
ぶことができた。

● それぞれのお立場からのこれから目指すべき社会観が少しわかった気がします。人間開花社会、良い言葉だ
と思いました。定着するように願っています。私も取り組みます。



75

いきがい
助け合い

　分科会１４は、地域共生社会をつくるというサミット

全体の大きなテーマのもと、その際に重視すべき理念と

して、ひとが持つ多彩な資質・才能をのばし、開花させ、

それぞれの能力を社会貢献に向けることにより、文化・

社会・経済にわたる多面的発展を遂げることを目標とす

る「人間開花社会」に焦点をあて、これを手がかりに議

論を深めるために東京大会で新たに設置された。

　静岡県袋井市で長年にわたってたすけあい活動や居場

所づくりに取組む稲葉ゆり子さんは、そのつながりのな

かで見えてくることを語る。日常生活でできることに、

自分では気づいていないことがあるのではないか。誰か

に喜んでもらえること、やさしい言葉が自信と喜びにな

る。肌でわかると地域への思いが育まれ、小さな達成感

が重なって、成長が実感できる。自由に話し合い、やっ

てみること、活動する人の「ワクワク感」に突き動かさ

れて行動すること、変化を楽しむことで、いきがいが生

まれるのではないか―。

「協同労働」を通じて生きる力の回復・発揮と地域づく

りの輪を全国に広げる田中羊子さんは、一人ひとりが主

体者となり、地域づくりにいきいきと力を発揮するため

に、話し合いを大切に、違いを認め合い、お互いの力を

活かしあう働き方として協同労働を、そこで大切にして

いる価値や運営の特徴、法制化にあたっての基本原理と

ともに紹介する。被災地で困難のなかから人々が立ち上

がる物語を共有し、一人ひとりと地域の困りごと、やっ

てみたいをかけあわせ、地域づくりを仕事にしていくこ

と、「みんなのおうち」づくりを呼びかける。

　神奈川県鎌倉市に本社を置き、ゲームアプリや広告制

作等を行う面白法人カヤックを創業した柳澤大輔さんは、

事業も人事制度も組織も屋号に掲げる「面白」を根っこ

に展開。ブレストから仲間を募りプロジェクトを推進、

楽しみながらまちの活性化に取組む「カマコン」からま

ちづくりへ、その全国への広がりから移住スカウトサー

ビスへ、従来の経済資本に加えて環境資本や社会資本を

含む３つの資本の増大を通じて個人の幸福と持続的な成

長を目指し、デジタルとゲームの要素を活かして「まち

のコイン」でこれを可視化・促進する。

　社会教育を専門として全国各地でまちづくりの実践や

共同調査に携わる東京大学の牧野篤さんは、自然状態か

ら社会をつくりだす過程の考察をめぐるルソーとホッブ

ズの違いから口火を切り、多様性を基本とする小さな社

会における自己への駆動力へと話を進め、日常生活の具

体的な言葉で語りあい、対話を重ね、試みることと変化

を楽しむかかわり、そこに生まれる試行錯誤の開放系の

ＡＡＲ循環に着目する。つながりのなかでの新たな発見

と驚き、うれしさと楽しさ・愉しさこそ人間開花社会を

駆動するのではないか。

　アイデアを出し合い、話し合い、ともに試みることを

通じて互いに認め合い、自己決定ができる社会に向けて、

労働者協同組合のような仕組みも使い、楽しみ・喜び、

面白がることができる場と機会を増やすことがカギとな

ると総括した。

議事要旨  堀田 聰子氏

アンケートの結果 　参加者概数：240名　 回答者数：116名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会14 24%
72%

100% 100%

分科会15
6%

93% 98% 88%

7%

分科会16
95% 99%

100%

分科会17
39%

61%
100% 100%

分科会18

18% 5%1%

82% 99% 95%

分科会19 88% 96% 94%

4%12%

分科会20 59%41% 100%
94%

6%

5%
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当事者本人が持つ力をみんなで応援して、
「する・される」の関係を超えた
自然な助け合いを生み出す、
そんなエンパワメントし合う
地域づくりをしよう

ご近所の助け合いが
自然に行われる地域をどうつくるか

分 科 会 15第２部パネル

提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

池田  昌弘氏 （特非）全国コミュニティライフサポートセンター理事長

近藤  克則氏 千葉大学予防医学センター 社会予防医学研究部門教授

河田  珪子氏 地域の茶の間創設者

酒井  保氏 ご近所福祉クリエイション主宰 ご近所福祉クリエーター

茅原  史貴氏 和木町第１層ＳＣ

継続／大阪41

■ 寄せられた声から
● 個性のある登壇者たちでバランスのよいお話でした。「受援力」って大事ですね。
● 都会（郊外の市）の地域づくりに苦労しています。よいモデルやコミュニケーションが図られていなかった

ので、そのことに気付いた私たちの世代が拓いていくことが大事と、諦めずやらないと、と感じました。
● 支える＋その人のできるを応援する、エンパワメント。学びました。
● ご近所から、当事者から、子どもから…等々、ご近所の助け合いは草の根の視点やつながりが大切だと感じ

ました。自然にあるつながりを発見したり、意図的につくったものから派生していくつながりに目を向けた
りしながら、一緒に楽しんでいきたいと思います。
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いきがい
助け合い

　この分科会のねらいは、「ご近所の自然な助け合いが

どう受け継がれ広がってきたのか。実態としてある助け

合いをさらに広げるにはどうすればよいか」を議論する

もの。このテーマは、大阪大会でも、「助け合いは住民

相互の関係性から生まれ、地域の暮らしぶりをよく観察

することで、住民相互の助け合いが見えてくる。20年後、

40年後の高齢者が支え合えるように、地域づくりは長い

スパンで捉える」と議論された経緯がある。

　地域の茶の間創設者の河田珪子さんは、「助けて！」

と言い合える地域づくりを目指して、家族介護の経験か

ら有償の助け合いを立ち上げ、25年前新潟市に「地域の

茶の間」を開設したところから始まる。現在では、河田

さんたちの活動がモデルとなって、地域の茶の間は新潟

市施策（「地域包括ケア推進モデルハウス（常設型地域

の茶の間）」） となり、市内に広がる。地域の茶の間で

ご近所が出会い、近隣住民だからこそ、矩をこえず、距

離感を大切にして、困った時には、「助けて！」と言い

合える関係づくりを自然に広げている。

　山口県和木町地域包括支援センターで、第１層生活支

援コーディネーターの茅原史貴さんは、住民流福祉総合

研究所の木原孝久所長の助言を受けながら「支え合いマ

ップづくり」に取り組み、上手くいくものとそうでない

ものがあることに気づく。その違いは、「課題が本当に

当事者主体で考えられたものなのか」ということで、重

要なことは「当事者の本当の声を聞く」こと。そこから

「自助マップ」づくりが始まった。目的は、当事者が自

分の身を守るために必要なことをすることと、自分の理

想の生き方を実現するために、今からどういう努力をし

たら良いかを考えること。自助マップづくりをとおして

自然な助け合いを支える事例が紹介された。

　ご近所福祉クリエイション主宰で、ご近所福祉クリエ

ーターの酒井保さんは、人と人がつながることで、「気

になり合う」関係を育み、暮らしの中で「数値化されな

いホンモノの助け合い（お宝）」 は醸成されていくとい

う。高齢者の暮らしぶりに目を向けてみると、その価値

が見えてくる。その一方で、数値化された助け合いをき

っかけに数値化されないホンモノの助け合いが生まれて

いる。こうした気づきを与えてくれるのが、「お宝探し」

の手法だとまとめられた。

　アドバイザーの千葉大学予防医学センターの近藤克則

教授は、３人の登壇者の発表内容とつなげて、「社会参

加を増やすことを通じて、助け合いや幸福を感じる人を

増やせることも多地域で検証」されており、今後は、こ

うした「ゼロ次エンパワメント」の普及が望まれている

とコメントした。

　最後に、この分科会で議論した内容を、『当事者本人

が持つ力をみんなで応援して、「する・される」の関係

を超えた自然な助け合いを生み出す、そんなエンパワメ

ントし合う地域づくりをしよう』とまとめ、終了した。

アンケートの結果 　参加者概数：727名　 回答者数：262名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会14 24%
72%

100% 100%

分科会15
6%

93% 98% 88%

7%

分科会16
95% 99%

100%

分科会17
39%

61%
100% 100%

分科会18

18% 5%1%

82% 99% 95%

分科会19 88% 96% 94%

4%12%

分科会20 59%41% 100%
94%

6%

5%

議事要旨  池田 昌弘氏



78

本人が外で活動する地域づくりをするために

　１.認知症に対する心のバリアをなくす。

　２.認知症本人の心のバリアをなくす。

　３.認知症の人とともに築く

総活躍のまちをつくる。

認知症は誰もがなりうるものであり、

住みなれた地域の中で尊厳が守られ、自分らしく

暮らし続けることが出来る共生社会をつくろう。

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 新田  國夫氏 （一社）全国在宅療養支援医協会会長、（一社）日本在宅ケアアライアンス理事長

杉山  孝博氏 川崎幸クリニック院長、（公社）認知症の人と家族の会副代表理事・神奈川県支部代表

沢  陽香氏 矢巾町地域包括支援センター、認知症地域支援推進員

長田  米作氏 とうきょう認知症希望大使

野辺  薫氏 練馬区高齢者支援課

谷口  泰之氏 御坊市介護福祉課、認知症地域支援推進員

菱谷  文彦氏 前厚生労働省老健局認知症総合戦略企画官、内閣官房新しい資本主義実現本部事務局内閣参事官

認知症の人が地域の人々とともに生きる地域を
どうつくるか

分 科 会 16第２部パネル 継続／大阪21／神奈川18
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いきがい
助け合い

　認知症の人に対する見方が変化しています。

　認知症本人には自分なりの希望があり、多様な人生、

力があります。本人だからこそ発信できる力があると考

えることが、本人の意思、生き方、生活を重視すること

で、心のバリアフリーをなくすことです。何事も本人と

決める、一緒に進める。本人の持つ力を重視し、可能性

を生かすこと。社会で活躍し、役立てる存在なのです。

本人が地域の中で共に暮らすことは認知症の人に対する

見方を変える根本的発想です。

　こうした見方の変化は和歌山県御坊市における、認知

症者にやさしいまちづくりから総活躍のまちづくりへと、

認知症施策を推進した取り組みに見られました。認知症

条例を施行する動きの中で、認知症の人も含めた条例策

定ワーキングチームを結成しました。バリアフリーとは

何でしょうか。認知症の人の生きづらさやバリアは周囲

がつくっているのです。「やさしい」という言葉は、支

えられる、守ってもらうというイメージを持ちます。自

分たちも参加しやすい名前です。

　岩手県矢巾町では、認知症本人が支援する側として参

加し、対象となる人や支援方法を画一化しません。多様

性に柔軟に対応しながらエンパワメントを高める支援の

実践を目指しています。

　大都市東京都練馬区においても考えは同じでした。チ

ームオレンジは高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画

に位置付けられており、認知症本人が地域の中で希望を

もって自分らしく暮らし続けられるよう本人や家族の声

を聴くミーティングを開催。生活支援コーディネーター

と連携して、認知症サポーター等とともに地域で活動す

るチームオレンジ活動を実施しています。認知症希望大

使の長田さんの志を尊重し、区内のすべての地域包括支

援センターにおいてチームオレンジ活動ができるよう取

り組まれています。

　この分科会では、認知症の人が地域の人々とともに生

きる地域をどうつくるのかという視点で活動が報告され

ました。最後に認知症バリアフリー社会の実現のために

諸問題をさらに整理しました。

　認知症になっても希望と尊厳を維持し、自分らしい生

活ができること、認知症の人が本人の意思により、でき

ることを安心かつ安全に行え、いつまでも新たなことに

挑戦できる社会が実現するよう推進していきたいです。

議事要旨  新田 國夫氏

■ 寄せられた声から
● 認知症本人の方が参加することや、条例を基に熱意をもって取り組んでいる方々がいることもわかり、今後

の活動の励みになりました。
● 認知症の方の想いを発信できる場所の必要性や環境を整えること、偏見をなくすこと…本当にその通りだと

思います。色々なことに気づくことができ感謝いたします。
● だれかひとりの意見を現実にしていくことで、最終的に生きやすい地域になること、支援者側が認知症の方

の強みを否定し諦めてしまっていたことを再確認しました。出来ていることや可能性にも注目し、役割をも
って地域で生活していけるように、出来ることからはじめようと思いました。

● 長田さんの「ふつうの人になりました」。そんな声が広がる地域づくりを進めていきたいと思いました。

アンケートの結果 　参加者概数：291名　 回答者数：114名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会14 24%
72%

100% 100%

分科会15
6%

93% 98% 88%

7%

分科会16
95% 99%

100%

分科会17
39%

61%
100% 100%

分科会18

18% 5%1%

82% 99% 95%

分科会19 88% 96% 94%

4%12%

分科会20 59%41% 100%
94%

6%

5%
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市民後見人の養成をより一層充実させ、
権利擁護事業の貴重な担い手としても
大いに活躍してもらおう。

提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

大森  彌氏 東京大学名誉教授

小池  信行氏 山田二郎法律事務所 弁護士（都合により欠席）

梶野  友樹氏 内閣官房内閣参事官（厚生労働省新型コロナ本部参事官）

今井  友乃氏 （特非）知多地域権利擁護支援センター理事長

越智  邦子氏 （認定特非）東葛市民後見人の会理事・流山支部長

森山  彰氏 （特非）高齢者・障害者安心サポートネット理事長

■ 寄せられた声から
● 市民後見人の活躍・活用、成年後見制度の普及・啓発や民法改正といった制度面の議論がなされ、今後の展

望も含め大いに参考になった。「生活支援活動との連携」についての議論が進むことは、身上保護の職務の
共通認識・理解・浸透が前提になることであり、今後の課題と認識していますが、この議論が深まることを
期待しております。

● 話の中にもあったように、この分野はまだまだのりしろが多い。多すぎるものの、改善に向けた展開速度が
遅い状況だと感じています。そのなかで、本分科会のテーマである幅広の権利擁護人材としての「後見人材」
を多く養成・育成・実践につなげていけるよう、県域支援を考えていく際の参考にしていきたいと思います。

市民後見人による後見活動と生活支援活動は
どう連携するのが望ましいか

分 科 会 17第２部パネル 継続／大阪24／神奈川19
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いきがい
助け合い

ねらい：国の第２期成年後見制度利用促進基本計画（令

和４年３月）を踏まえ、市民後見人の養成と活用に関し

て、特にどんな留意が必要か、パネリストの報告を基に、

多角的に掘り下げ、提言にまとめること。

議事：まず梶野友樹氏（内閣官房内閣参事官）から、約

20分、第２期基本計画の概要と厚労省の「市民後見人実

態把握調査」（令和４年１月）の概要について、続いて、

ＮＰＯ法人高齢者・障害者安心サポートネット理事長・

森山彰氏、認定ＮＰＯ法人東葛市民後見人の会理事・流

山支部長・越智邦子氏、ＮＰＯ法人知多地域権利擁護支

援センター理事長・今井友乃氏から、それぞれ約15分、

活動内容（経緯・特色・成果など）について報告があっ

た。残念ながら登壇予定の弁護士・小池信行氏は出席が

叶わなかった。議事は、３人の登壇者がＮＰＯ法人の関

係者であったことを反映して、法人後見の現状のなかで

市民後見人をどう捉えるかをめぐって展開された。

議事内容：適切な後見人等が選任、交代できるようにす

るためには、各地域に、多様な主体が後見業務等に担い

手として存在している必要がある。市民後見人の育成に

関して、意思決定支援や身上保護等の内容を含めるなど、

より充実した養成研修カリキュラムの見直しの検討等を

進めることになるが、これまで市民後見人養成研修修了

者が個人として後見人等を受任するケースは必ずしも多

くない。実際には多くの修了者は社会福祉協議会やＮＰ

Ｏ法人の法人後見の担い手として活躍している。ＮＰＯ

法人では、法人自体が後見人等を受任し、後見事務は修

了者が職務担当者として処理している。現場感覚では、

市民後見人とは後見事務の再委任により職務を遂行して

いる市民を指している。

　こうした現実から次のような議論が行われた。個人と

しての受任が統計上の市民後見人の数であるが、市民後

見人を法人後見の担い手の数とすると、ズレが起こるの

ではないか。法人後見の担い手となっている市民を独自

に呼ぶ工夫があってもよいのではないか（例えば権利擁

護サポーターとか市民後見サポーター）。 法人後見の担

い手としての市民後見人は、いわゆる法律行為のみでは

なく事実行為も行っており、市民同士の支え合いという

特色が発揮されているのではないか。増大する後見ニー

ズに応えていくには法人後見の担い手を増やし、活動を

持続可能にするには民間法人としての運営基盤の強化が

不可欠であり、行政の支援も必要ではないか。

　第２期計画は、「市民後見人養成研修修了者が後見人

等としてだけではなく、本人の意思決定支援などの幅広

い場面で活躍できるようにするための取組を進めること

が重要である。」 とし、優先して取り組む事項として、

法人後見の実施団体として「社会福祉協議会以外の法人

後見の担い手の育成をする必要もある」としている。分

科会の議事はこうした指摘に沿うものともなった。提言

は「市民後見人の養成をより一層充実させ、権利擁護事

業の貴重な担い手としても大いに活躍してもらおう。」

となった。

　修了者が、後見人等として、法人後見の担い手として、

生活支援サービスに係る意思決定支援者として、一人で

も多く各地域で活躍できることを希求したい。

議事要旨  大森 彌氏

アンケートの結果 　参加者概数：139名　 回答者数：49名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会14 24%
72%

100% 100%

分科会15
6%

93% 98% 88%

7%

分科会16
95% 99%

100%

分科会17
39%

61%
100% 100%

分科会18

18% 5%1%

82% 99% 95%

分科会19 88% 96% 94%

4%12%

分科会20 59%41% 100%
94%

6%

5%
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登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

中村  順子氏 （認定特非）コミュニティ・サポートセンター神戸理事長

奥山  俊一氏 （認定特非）プラチナ・ギルドの会理事長

勝部  麗子氏 （社福）豊中市社会福祉協議会事務局長

小暮  航氏 （特非）ワーカーズコープ、広島市「協同労働」プラットフォーム統括コーディネーター

渋谷  雅人氏 （認定特非）全国こども食堂支援センター・むすびえ理事、（一社）全国レガシーギフト協会事務局次長

中村  能彦氏 すまいるワーク事務局長

すべての企業ＯＢが直面する退職後の長い在宅時間。

生活支援等の地域活動参加は、つながりをつくり、

いきがいに変えてくれます。

地域包括単位で、セミナー等を開き、課題を知り、

感じ取り、行動に移す筋道が必要です。

そのアクションなくして、

日本社会の未来はありません！

提
　
言

企業ＯＢに助け合いによる生活支援活動への
参加をうながすにはどうすればよいか

分 科 会 18第２部パネル

アンケートの結果 　参加者概数：192名　 回答者数：114名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会14 24%
72%

100% 100%

分科会15
6%

93% 98% 88%

7%

分科会16
95% 99%

100%

分科会17
39%

61%
100% 100%

分科会18

18% 5%1%

82% 99% 95%

分科会19 88% 96% 94%

4%12%

分科会20 59%41% 100%
94%

6%

5%

継続／大阪25／神奈川21
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いきがい
助け合い

　大阪、神奈川、東京サミットと連続３回にわたり同一

テーマを追ってきた。登壇者は、企業ＯＢを支援する中

間支援組織である社会福祉協議会、ワーカーズコープ、

特定テーマや表彰による中間支援が４名、実践者が１名

で構成された。

　この間明らかになったのは、企業ＯＢが直接個人で地

域の生活支援の場に参入するには壁があり、中間のマッ

チング機関の柔軟なコディネートがその進捗を左右する

実態であった。今回きっかけづくり、媒体の開発、仕組

み、評価等のプロセスにおける工夫が登壇者から存分に

提供され、示唆に富む分科会となった。

〇勝部麗子氏（豊中市社会福祉協議会）からは、都市型

農園「豊中あぐり」を設置することで、男性の居場所と

役割が見えてきた。現在８か所で約150名が、農作物の

生産から収穫、加工、販売までを担い、地域のこども達、

認知症の方、外国人ともつながり、認め合い、ささえあ

う交流ができている。どうすれば野菜が他人の役に立つ

か、どうすれば売れるか…生産者の立場を理解し、生活

者の視点が備わることで生活支援の有力な部隊「福祉便

利屋」ともなってきた。毎月の運営委員会や対外的な取

組みなどは機関会議で組織的に対応している。課題の解

決は常に新たなつながりで解決し、競争社会から共生社

会への価値転換が農園を媒体に図られるようになってき

ている。

〇小暮航氏（ワーカーズコープ）はリモート出演となっ

たが、「広島市協同労働プラットフォーム事業」の多彩

な事例が示された。出資、経営、労働を一人一票の原則

のもと何事も話合いで決定し、人とお金が地域内で循環

することを目指している。現在28団体300人以上が生活

支援やサロン・食・こども支援等の地域課題解決の活動

をしており、自治会からの委託もある。広島市のリード

によりスタートして７年になるが、企業人のチームマネ

ジメントや経営感覚が役に立ち、雇われない働き方とし

て注目されている。

〇中村能彦氏は、広島ワーカーズの一つ「すまいるワー

ク」の事務局長として2016年設立来活動。きっかけは

地区ソフトボール部での活動、自治会参加、「広島市協

同労働プラットフォーム事業」勉強会を経ていくうちに、

限界集落への不安と自治会の限界を感じ、ワーカーズの

立上げを決意。庭木剪定、農地管理、小さな農業、公園

管理等の事業に加え定例サロンで仲間と交流し、住民か

らは「老後も安心して住んでいける」と、感謝と数えき

れない「ありがとう」で元気満載の報告。

〇渋谷雅人氏（全国こども食堂支援センター・むすびえ

理事）からは、こども食堂での個人的な体験を私達のス

トーリーにするため、50歳で早期退職し、ファンドレイ

ジングの学びやこども食堂の運営に関わった経過と、誰

も取りこぼさない社会づくりへの強い思いが語られた。

こども食堂はつながりづくり、企業は利益・利便提供と

目的は異なるが、企画、営業、マーケティング、会計、

総務、広報の経験やスキルは、地域活動で大いに役立ち

重宝されている。自分が切り替わるスイッチを見つける

ため現場に出向いてほしいと締めくくった。

　最後に奥山俊一氏（プラチナ・ギルドの会理事長）か

ら、総括的なアドバイスとして、会社はこの10年来変わ

っていないが、地域は人口減・高齢化・コロナ禍などで

変わらざるを得なく、大きく変化している。できるだけ

早く地域と関わりを持ち共生社会の実現を共有したい、

とメッセージがおくられ、左の提言を全体で確認した。

中村  順子氏 （認定特非）コミュニティ・サポートセンター神戸理事長

奥山  俊一氏 （認定特非）プラチナ・ギルドの会理事長

勝部  麗子氏 （社福）豊中市社会福祉協議会事務局長

小暮  航氏 （特非）ワーカーズコープ、広島市「協同労働」プラットフォーム統括コーディネーター

渋谷  雅人氏 （認定特非）全国こども食堂支援センター・むすびえ理事、（一社）全国レガシーギフト協会事務局次長

中村  能彦氏 すまいるワーク事務局長

議事要旨  中村 順子氏

■ 寄せられた声から
● 素晴らしい内容でした。課題がはっきり見えて、得るものの多い分科会、ありがとうございました。
● 大阪大会の時から、皆さんの活動が更に発展しつづけている事に感動しました。
● 男性に定年後に地域での社会参加にどのようにして入ってきてもらうか、そのきっかけづくりに日々模索し

ています。カフェやおしゃべりの場ではなく、身体を動かせる活動的なことを考えているので、本日の内容
は勉強になりました。

●   「企業の人」を、いかに「地域で活動できる人」に育てる（スライドできる）かの大切さを学びました。
  「人」も「地域」もハッピーを目指したい。
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防災も助け合いも信頼できる顔見知りを
増やす機会となる。
いざという時に備えて、専門職とつながり、
できることから始めよう

防災活動をどう助け合い活動に結び付けるか

分 科 会 19第２部パネル

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 菱沼  幹男氏 日本社会事業大学社会福祉学部准教授

蟻坂  隆氏 石巻市民生委員児童委員協議会副会長

髙橋  泰氏 石巻市第２層ＳＣ

久保島  久和氏 （特非）鶴ヶ島第二小学校区地域支え合い協議会会長

小林  孝氏 コープ南砂助け合いの会事務局長／統括防火管理者

沢里  正雄氏 コープ南砂防災委員会本部長／助け合いの会副代表

髙村  重則氏 田島町自治会事務局長

継続／大阪42

アンケートの結果 　参加者概数：324名　 回答者数：138名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会14 24%
72%

100% 100%

分科会15
6%

93% 98% 88%

7%

分科会16
95% 99%

100%

分科会17
39%

61%
100% 100%

分科会18

18% 5%1%

82% 99% 95%

分科会19 88% 96% 94%

4%12%

分科会20 59%41% 100%
94%

6%

5%
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いきがい
助け合い

　この分科会のテーマ「防災活動をどう助け合い活動に

結び付けるか」は、大阪サミットからの継続であり、今

回は東京都江東区のコープ南砂防災委員会本部長の沢里

正雄さんと助け合いの会事務局長の小林孝さん、埼玉県

鶴ヶ島市（特非）鶴ヶ島第二小学校区地域支え合い協議

会会長の久保島久和さん、大分県日田市田島町自治会事

務局長の髙村重則さん、宮城県石巻市民生委員児童委員

協議会副会長の蟻坂隆さんと石巻市社会福祉協議会第２

層生活支援コーディネーターの髙橋泰さんにご報告いた

だきました。なお、鶴ヶ島市の取り組みについては当初、

前会長の細貝光義さんにお話しいただく予定でしたが体

調不良により急遽久保島さんが登壇されました。

　それぞれ防災活動と助け合い活動をともに行っている

地域ですが、その仕組みは様々であり、自治会・町内会

として活動している地域、自治会とは別組織として立ち

上げて協働している地域、複数の自治会を含んだ小学校

区で活動組織を立ち上げて活動している地域がありまし

た。これは自治会・町内会の規模や加入率、役員交代の

状況等を考慮して、それぞれの地域で活動しやすい仕組

みとして生み出されたものです。

　また、防災活動を行う際には避難行動要支援者名簿の

活用がなされており、その対象者は助け合い活動で関わ

っている人々でもあり、防災活動と助け合い活動のどち

らも支援を必要とする人々とつながることに変わりなく、

それぞれの地域でできることから始めていく大切さを共

有しました。なお、避難行動要支援者名簿は防災や災害

時のために作成したものであり、把握した情報をそのま

ま助け合い活動に提供できないため、ご本人との直接的

な関わりを大切にされている地域もありました。

　一方で、外国人の方々が避難訓練等の防災活動に参加

している例はまだ少ない状況も見えてきました。この点

について、社会福祉協議会はコロナ禍の生活福祉資金特

例貸付によって多くの外国人の方々と接する機会を持っ

ており、今後は外国人の方々も参加しやすい地域づくり

が求められます。

　令和３年に災害対策基本法が改正され、高齢者や障害

者等に対する個別避難計画の策定が市町村の努力義務と

して規定されています。今回の報告では実際に被災した

経験のある地域の方々から、近隣住民によって助けられ

た方も多かったが災害時は想定通りにはいかないことも

あり、地域の中に信頼できる人、顔見知りの人を増やし

ていくことや、普段から専門職との関わりを持っておく

ことが大切であるという指摘がありました。

　少子高齢化が進んでいる地域も多く、またコロナでさ

まざまな地域活動が制約される中、防災活動や助け合い

活動は、地域内の人のつながりを広げる大事な機会にな

ることを確認しあえた分科会でした。

議事要旨  菱沼 幹男氏

■ 寄せられた声から
● 防災を協議体で考える機会を作っていこうと思いました。防災につながるには「草むしりを一緒にするだけ

です」には感動しました。
● 社会福祉協議会の職員です。日常で見えにくい問題が災害時に表れることを過去の災害から実感していま

す。災害のプロフェッショナルを育てるというよりは、災害を見据えた日常のつながりを伝えていきたいと
思います。過去の経験も元に実践しているお話はとても参考になりました。

●   「もしものときの備えはいつもの関係から」なのだとよくわかりました。皆さんの取り組みは本当に日々の
暮らしの中で展開される、ある意味とっても面倒くさい部分だと思います。でもそれなしには顔が見える、
相手を頼りにする信頼関係は生まれないのですね。わかってはいるけどちょっと煙たいような大切なことを、
いかに楽しいイベントの中に混ぜて仕掛けられるか。「顔見知りの人から助ける」という住民の災害トリア
ージは現実にあったこと。人を選ばない災害に備えて、（できれば）気持ちのよい顔見知りの関係をつくっ
ていきたいと思いました。
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登 壇 者

【進行役】 花戸  貴司氏 東近江市永源寺診療所所長

土畠  智幸氏 （医）稲生会理事長

中村  秀一氏 （一社）医療介護福祉政策研究フォーラム理事長、国際医療福祉大学大学院教授

樋口  恵子氏 （特非）高齢社会をよくする女性の会理事長

人生の最終章を、
どう過ごすか自ら発言できる社会を
つくっていこう。
その社会を支援する活動をすすめていこう。

提
　
言

在宅での人生の最終章の過ごし方及び
看取りのあり方

分 科 会 20第２部パネル

■ 寄せられた声から
● 地域に住んでいる私（50代）が人生の最終章を迎える時、在宅で過ごせるのか？

専門職の制度＋地域のつながりがあればそれは可能なのか考えさせられる分科会でした。生老病死について
も地域の仲間と話せる機会がつくれたらと思います。

● パネリスト３人および進行役の発言は全て内容が深く有益でかつ感動的でした。

継続／大阪54／神奈川34
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いきがい
助け合い

　土畠さんは、小児在宅医療の視点からエンドオブライ

フケアを語られた。医療的ケア児やその家族に対する支

援に関する法整備、とくに医療と保育所や学校など生活

の場における制度の狭間が存在する。そこで医療を提供

するだけではなく、当事者研究、みらいつくり食堂、障

がいをもつ子たちの写真展など、いろいろな活動をおこ

なってきた。

　障害とはその人がもっているものではなく、社会が作

り出しその人に与えてしまうもの。常に誰かが誰かを気

にかけて自然にお互いに助け合うことができるより良き

社会の構築が必要であると気づいた。目指すべきはコン

パッショネート　コミュニティ（Compassionate 

communities）であり、看取りを通して次の世代への

生きることにつながっていく、また人生の最終章は高齢

者のみのものではないと締めくくられた。

　厚生労働省で長年行政の現場にいた中村さんは、人口

動態統計をもとに今後のあり方を述べられた。日本の死

亡者数は2040年までは増える。また、死亡場所別では

1977年に自宅での死亡が50％を下回り2005年12.2

% となった。その後は自宅や施設で亡くなる方が増えて

いる。実際の地域を例にとると、練馬区の在宅医療推進

事業によると、2011年は87％が病院や診療所で亡くな

っていたが、2020年は68％となっている。また、がん

患者の半数は自宅で亡くなっているという現状報告をさ

れた。

　そして、今後必要なことは、病院完結型から地域完結

型医療への転換、そして地域ごとの医療・介護・予防・

生活支援・住まいの継続的で包括的なネットワーク、す

なわち地域包括ケアの地区展開であると述べられた。

　人生の最終章を生きる当事者の樋口さんからは実体験

に基づく話をいただいた。私は働く娘との二人暮らしだ

が、日本社会もこれからはファミレス社会（ファミリー

レス）で老いを看取っていかなければならない。日本

だけではなく、世界のどの社会でも女性が長生き。日本

で75歳以上だと男女比は６：４であるが、100歳になる

と女性が９割を占める。

　また、2000年は三世代世帯が26.5%、単独＋高齢夫

婦のみ46.8％であったが、 2019年はそれぞれ9.4％、

61.1％となっている。今までは家の嫁が主な介護を担っ

てきたが家族の形が変化しており、この流れは止まらな

い。

　親が老いた時、子が親の面倒をみる文化はある。しか

し北欧において自分の親を介護するために自分の就労時

間を削ることはない。つまり、家族介護ではなく社会で

の介護が必要になってくる。働く女性を支えるためにも、

ワークライフ・ケア・バランス　から　ケア・ワーク・

ライフバランスへの変革が必要である、と述べられた。

　その後の議論では、これから老いや死を迎える中で、

孤独死というのは日中一人暮らしの人が多い「ファミレ

ス社会」の象徴である。家族に負担をかけなくても生活

できる、一人で死んでもいいような仕組みが必要である。

しかし、老いや看取りといったものは一般化できるもの

ではなく、個別性の高い事例が多い。このため、制度だ

けではなく共助・互助のつながり等地域の中で支えてい

くことが大切である。

　最後に、登壇者・発表者全員に Advance Care 

Planning（ＡＣＰ）についてお聞きし、一人ひとりの

思いを語り合った。

　今回の分科会をとおして、人生の最終章を支えるとい

うことは、制度だけで解決できるような簡単な問題では

ない。個々の主体性、そして自己決定が大切であること

はもちろん、地域の中で専門職や非専門職と繋がり支え

合うことが大切であると締めくくった。

議事要旨  花戸 貴司氏

アンケートの結果 　参加者概数：83名　 回答者数：40名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会14 24%
72%

100% 100%

分科会15
6%

93% 98% 88%

7%

分科会16
95% 99%

100%

分科会17
39%

61%
100% 100%

分科会18

18% 5%1%

82% 99% 95%

分科会19 88% 96% 94%

4%12%

分科会20 59%41% 100%
94%

6%

5%
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本人を含む住民の力で、
生活支援の助け合いの仕組みを
地域で育てよう。

登 壇 者

【進行役】 田中  滋氏 埼玉県立大学理事長、慶應義塾大学名誉教授

砂塚  一美氏 柏崎市第１層ＳＣ

水上  直彦氏 （一社）日本介護支援専門員協会 介護保険制度・報酬委員会委員長

江田  佳子氏 佐々町多世代包括支援センター参事

川部  勝一氏 厚生労働省老健局総務課課長補佐

■ 寄せられた声から
● 田中先生がポイントを押さえてくださり、発表者の方々の正直なコメントが大変勉強になり多くのヒントを

いただきました。
● 介護保険制度は不可欠な制度になっていますが、介護度が軽くなると悲しんだり（サービスが使えない）、

制度にあわせて沢山使いたい方、介護保険が入ると地域の関係性がなくなる（孤立は増幅する）等、仕組み
としてとても難しさもあると感じています。高齢者分野だけではない、広い視点（ごちゃまぜ）にしないと
役割をもてない。地域づくりをすること自体がケアマネジメントとなるようにお金がつく仕組みに転換をし
てほしいと感じています。

●   「したいことを続けながら自分らしく暮らせること」、主役は本人、それを介護予防ケアマネジメントの軸
に据えることなど、学びを深めることができました。

● 住民の助け合い活動の把握はアセスメントの幅に影響すると感じます。地域との関わりなく生活を送ること
はある意味難しい事。現在はあまり関わりがなくても過去の関わりも含め、生活面をどのようにアセスメン
トしていくのか、自身の課題としてとても参考になりました。

ケアプランに生活支援の助け合い活動及び
本人のいきがい活動をどう取り入れるか

分 科 会 21第２部パネル

提 

言

継続／大阪15／神奈川13
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いきがい
助け合い

　われわれの提言は、登壇者と進行役による討議を経て、

分科会のテーマ「ケアプランに生活支援の助け合い活動

及び本人のいきがい活動をどう取り入れるか」及び過去

２回のサミットの成果を踏まえて、さらにジャンプに向

けた議論をし、広い内容に到達しました。理由は次の通

りです。

　ケアプランに生活支援やいきがい活動を取り入れ、本

人らしい生き方の助けとすべきとの考え方には、進行役

を含め登壇者全員100％賛成でした。ただし、生活支援

やいきがい活動を必要としている人は、認定を受けた要

介護者・要支援者だけには限られません。2035年には

日本の85歳人口が1,000万人を超える…介護保険発足

以後ほんの35年間に、超高齢者数が５倍以上に増加する

…急激な変化を踏まえる必要があります。

　85歳以上の超高齢者も、自分でトイレに行けるし、体

を洗えるし、食事も自力で食べられる人も多数おられる

にしても、外出しての買い物が面倒になる、重い洗濯物

を干せない・取り込めない、見守り・安否確認がないと

不調時に受療が遅れるなどが考えられます。それまで杖

をついて通院していた外来受診が難しくなるし、通院に

使っていた鉄道路線やバス便廃止が相次ぐと予想できま

す。車を使っていた人たちは免許証返納を迫られます。

銀行支店の閉店が加速し、ほとんどの決済や金融取引が

ネットバンキングに変わると、超高齢者には難しくなる

かもしれません。家電製品も I ＣＴ化の程度が高まり、

扱いが困難になります。ＳＮＳに慣れないと社会的つな

がりが保ちにくい恐れも指摘されています。

　つまり、要介護者・要支援者向けケアプランのみなら

ず、超高齢住民一般にかかわる商業・サービス業、イン

フラストラクチャ―企業、金融機関、生協・農協等々に

よる生活支援、および住民同士が自分のいきがいを兼ね

て希望すれば時に支援提供者、時に利用者になれる「お

互い様」関係＝互助の拡充が求められるため、冒頭の提

言に到達したのです。

　最後に、興味深い事例や政策の発表と、きわめてレベ

ルの高い討議を行って下さった登壇者及びそれぞれの演

題を紹介しておきます。

江田佳子さん（長崎県佐々町多世代包括支援センター

参事、保健師。大阪サミット、神奈川サミットではこ

のテーマの進行役を務められました）：「『自分らしく

生きていきたい』その思いを叶えるために」

砂塚一美さん（新潟県柏崎市第１層生活支援コーディ

ネーター）：「生活支援コーディネーターはケアマネジ

ャーともつながろう」

水上直彦さん（日本介護支援専門員協会介護保険制度

報酬委員会委員長）：「ケアプランに生活支援の助け

　合い活動及び本人のいきがい活動をどう取り入れるか」

川部勝一さん（厚生労働省老健局総務課課長補佐）

「ケアプランに生活支援の助け合い活動をどうとり

　いれるか。制度的観点から」

アンケートの結果 　参加者概数：132名　 回答者数：63名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

議事要旨  田中 滋氏

分科会21

81%

19%

98%
100%

2%

分科会22 59%41% 100% 100%

分科会23 68%
32%

97%
100%

分科会24

6%

87% 91% 90%

13%
10%

分科会25
89% 93% 86%

7%11%
14%

分科会26
86% 98%

100%

14%
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提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

諏訪  徹氏 日本大学文理学部社会福祉学科教授

和田  敏明氏 ルーテル学院大学名誉教授

佐藤  和幸氏 （社福）龍鳳法人本部経営本部長

田中  栄氏 （株）フォレスト代表取締役

徳田  美紀氏 （社福）リガーレ暮らしの架け橋

保岡  伸聡氏 （社福）あさがお福祉会ＣＥＯ兼法人統括施設長

地域のケア力を引き出す介護福祉士の力、
社会福祉法人の資源と事業展開力で、
地域の力を寄せ合うプラットフォームを
つくり、誰一人取り残さない、
持続可能なまちをつくろう。

社会福祉法人の地域共生への貢献と
認定介護福祉士の役割

分 科 会 22第２部パネル 継続／大阪29、48

■ 寄せられた声から
● 社会福祉法人や認定介護福祉士の役割について、これからを考える機会となりました。
● 保岡氏のお話は特に勉強になりました。地域の社福法人さんや自治会組織を巻き込み、町全体で地域福祉を

実践していけたらと思います。
● それぞれの立場で実践された取組はとても興味深かったです。
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　分科会22は、地域共生社会構築にむけた認定介護福祉

士と社会福祉法人の役割をテーマとし、認定介護福祉士

２名、社会福祉法人２名の方が報告者として登壇しまし

た。

　認定介護福祉士は2015年に創設された介護福祉士の

ための上級資格です。介護福祉士には、施設や家庭内で

介護するというイメージがありましたが、認定介護福祉

士は住民と協働して地域の介護力を高める役割をめざし、

そのための学びをします。

　京都市の小規模多機能事業所の計画担当者として働く

認定介護福祉士の徳田さんからは、商店街や地域多機関

と連携して、認知症の人を地域から切り離さず、家族を

支え、地域生活の継続を支援する実践が報告されました。

　群馬県沼田市の人口減少が進む農村部で、小規模多機

能と通所介護事業所を経営する認定介護福祉士の田中さ

んは、在宅の生活を諦めてしまいがちな地域性のなかで、

地域生活を支える福祉資源を守るために、他の小規模法

人の事業者と連携した介護人材育成の取り組みと、自治

会に介護職員が参加し困りごとを解決するプロジェクト

を報告しました。その取り組みが住民から信頼され、田

中さんは来年度から自治会長に就任し、一住民としても

地域づくりに取り組んでいきます。

　社会福祉法人には、単なる地域貢献にとどまらず、地

域とともに、多様な地域のニーズに応える事業展開が求

められます。

　東京都東久留米市で障害者支援施設等を経営する（社

福）龍鳳の佐藤さんは、施設が立地する地域の氷川台自

治会と協働した、オレンジカフェ、防災訓練、コミュニ

ティバス運行などの取り組みをレポートしました。施設

開設当初は騒音問題などで地域に謝罪する関係だったも

のが、利用者と住民が交流を重ねるなかで、今では街で

会うとハイタッチして挨拶する関係に様変わりしました。

氷川台自治会の方からの「龍鳳さんが、よくぞ我が地域

にいてくれた」との発言が印象的でした。

　徳島県で高齢・障がい・児童関係事業を幅広く展開す

る（社福）あさがお福祉会の保岡さんからは、ユニバー

サルカフェを拠点とした子育て支援、地域交流支援、子

ども支援などのダイナミックな展開が報告されました。

大学や企業ともパートナーシップを組み、行政に頼り過

ぎず、次世代の地域の担い手を地域と共に育てていく、

クリエイティブかつSDGsに不可欠な福祉の役割が具体

的に示されました。

　助言者の和田さんは、社会福祉が幅広い地域生活課題

に対応するものに変化し、社会的に孤立した人や複合的

な問題を抱える人へのアプローチが必要であるとし、福

祉の専門機関が地域と協働を進めるためのプラットフォ

ームを創り、企画段階から地域と話しあい、協働してい

く必要性を指摘されました。

　最後に、「地域のケア力を引き出す介護福祉士の力、

社会福祉法人の資源と事業展開力で、地域の力を寄せ合

うプラットフォームをつくり、誰一人取り残さない、持

続可能なまちをつくろう」と提言をまとめました。

議事要旨  諏訪 徹氏

アンケートの結果 　参加者概数：37名　 回答者数：27名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会21

81%

19%

98%
100%

2%

分科会22 59%41% 100% 100%

分科会23 68%
32%

97%
100%

分科会24

6%

87% 91% 90%

13%
10%

分科会25
89% 93% 86%

7%11%
14%

分科会26
86% 98%

100%

14%
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その人らしい暮らしを
できるだけ継続できるよう、
生活支援体制整備事業をフル活用し、
様々な主体の地域での活動を
コーディネートしていこう！

大都市部における企業とも連携した
新地域支援事業の進め方

分 科 会 23第２部パネル

提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

服部  真治氏 医療経済研究機構主席研究員

辻  　哲夫氏 東京大学高齢社会総合研究機構・未来ビジョン研究センター客員研究員

蒲原  基道氏 日本社会事業大学専門職大学院客員教授、元厚生労働事務次官

加藤  三奈氏 港区第１層ＳＣ

丸岡  友美氏 神戸市介護保険課

鷲谷  僚子氏 ネスレ日本（株）コーポレートコミュニケーション室

アンケートの結果 　参加者概数：113名　 回答者数：44名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

継続／大阪43／神奈川32

分科会21

81%

19%

98%
100%

2%

分科会22 59%41% 100% 100%

分科会23 68%
32%

97%
100%

分科会24

6%

87% 91% 90%

13%
10%

分科会25
89% 93% 86%

7%11%
14%

分科会26
86% 98%

100%

14%
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「多様な日常生活上の支援」の一つとしての営利企業に

よる生活支援サービスについて、ＳＣへのアンケートに

よれば、現状では把握と紹介までに留まっており、高齢

者の社会参加（就労的活動を含む）のための営利企業と

の連携も不十分という結果でした。そこで、本分科会で

は、特に大都市部は住民の関係性が希薄で地方部と比較

すれば互助による生活支援が少なく、一方で営利企業に

よる生活支援サービスは豊富であることから、大都市部

における地域支援事業の進め方を議論しました。

　ネスレ日本は、食の持つ力ですべての人々の生活の質

を高めていくことを目指しており、これまで培った健康

に関するノウハウを生かして、株主価値（経済的価値）

だけでなく社会的価値を同時に創造しようとＣＳＶ（共

通価値の創造）に取り組んでいます。神戸市と連携して

支援を始めた「介護予防カフェ」では、カフェマシンの

無料レンタルやスタート応援セットとして約50杯分のコ

ーヒーの無償提供、そして介護予防カフェ通信を発行し

ています。企業としては、ネスレとその取組を広く知っ

てもらうことができ、また、行政と連携することで、ネ

スレの存在意義の実現、より深い社会課題の解決に取り

組むことができています。

　神戸市は、大都市部であるということに加えて、阪神

淡路大震災によりコミュニティが壊れてしまった地域

があること、単身高齢者が36％と多いことから、コミュ

ニティ活性化のノウハウを持つネスレ日本と連携し、介

護予防カフェを展開することにしました。介護予防カフ

ェとは住民がカフェマネジャーとなり、自主的に運営す

る通いの場であり、人と人とのつながりを作り出すこと

による介護予防の効果を期待しています。カフェマスタ

ーの自由な発想を大切に、市からの財政支援はあえて行

っていませんが、一方でカフェ説明会などの立ち上げ支

援のほか、カフェマネジャー同士が定期的に交流する場

の提供などを行っており、カフェ数はすでに82か所にま

で広がりました。

　サミットの会場となった東京都港区は、タワーマンシ

ョンに代表されるように住民の９割が集合住宅に住んで

おり、住民の関係性はやはり希薄です。そこで、多くの

企業と「港区ながら見守り連携協定」を締結し、ふれあ

い相談員による個別訪問を実施するなど、互助の弱さを

カバーする様々な取組を行っています。また、社協のボ

ランティアセンターでは「みなとネット」という企業の

ＣＳＲ部門担当者のネットワークを組織し、住民のサロ

ン活動を企業の魅力的なメニューによって支援しており、

参加者が増えるなどの効果が表れています。

　蒲原氏からは、厚生労働省から示されている地域包括

ケアシステムの構造に少し手を加え、生活支援・介護予

防には民間企業も関わること、高齢者は支えられるだけ

でなく、地域で活躍する存在であることを示してはどう

かと提案がありました。そして、これまでの日常生活を

できるだけ継続すべき、という観点からは、民間企業と

の連携はＣＳＲにとどまらず、本業においても必要で、

地域共生社会の観点からは経済・社会活動の場としての

地域を継続していくこと、企業の目指すもの、価値を理

解し、ＷＩＮ - ＷＩＮの関係性を構築していく観点が欠

かせないことも示されました。

　アドバイザーの辻氏からは、千葉県柏市での実践など

を通じて生活支援体制整備事業がカギを握ること、ただ

し、フレイルの進行の過程で生活支援ニーズが生じるこ

とから、生活支援だけを単独で考えるのではなく、介護

予防とりわけフレイル予防との連携が極めて重要である

という助言がありました。

　人が人とのつながりを求めることは大都市部において

も当然のことながら共通であり、企業との連携によって

魅力を高めている神戸市の介護予防カフェや港区のサロ

ンにおいては、その参加をきっかけに、住民間で日頃か

ら声をかけ合うなど、助け合いの関係が生まれています。

住民が「誰かのために何かをする」ことの喜びを感じる

機会を作ることで、助け合いに目覚めることもあります。

　以上を踏まえ、提言をまとめました。

■ 寄せられた声から
● さわやか福祉財団の得意分野「高齢者生活支援」主体であった。神戸市、東京都港区の大都市部事例は多様

な社会参加をテーマにしており、ＳＣの方の魅力×地域は参考となった。大都市における地域共生社会は、
高齢者生活支援にこだわらず、企業や市民の参加しやすいアプローチが必要と実感した。

● 企業との連携を真剣に福祉分野が考える時期が来ています。そのためにも、そのスキームを作成する自治体
の役割は重要です。

議事要旨  服部 真治氏
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地域と共に生きていく。
どこまでも住民を中心に、
一人一人の自立した意識を活かす政策と
工夫で「イケてるまち」を目指そう

提
　
言

登 壇 者

【進行役】 石井  義恭氏 臼杵市地域力創生課

谷　  寿男氏 鷹栖町長

安藤  豊氏 羽後町長

陶山  清孝氏 南部町長

白石  祐治氏 江府町長

人口が少ない自治体における助け合いによる
生活支援に関する課題と対応策は何か

分 科 会 24第２部パネル

■ 寄せられた声から
● 町のトップが地域実状（住民の直接の声）を知ったうえで地域を変革していく。とても素晴らしいと感じま

した。
● 町長さんが福祉、地域の方の支え合いや意見を汲み取っている姿に感動しました。行政の本気度は住民に伝

わるのだと思いました。
● これからの地方、特に少人数の社会のあり方、ここから新しい日本が始まると期待しています。

継続／大阪32／神奈川33
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いきがい
助け合い

　この分科会テーマは、大阪、神奈川、東京でのサミッ

トを通して議論が進んできた。これまでの議論では、小

規模であるという地域住民との近い距離感を活かしなが

ら、仕組みの柔軟さを高め、共感から生まれる住民を含

む地域全体のつながりを強化することにより、ヒト・モ

ノ・カネ・情報を持ち寄れる場（プラットフォーム）を

持つ必要性が語られた。

　今回の東京サミットにおいては、平成の大合併の流れ

においても、小規模自治体として自立して進んでいくと

いう「独立宣言」に近しい選択を行った４町の首長にご

登壇いただき、小さい人口規模での自立したまちづくり

について、首長としての想いに裏打ちされたダイナミッ

クな視点から議論を深めることができた。

　基礎自治体の現状として、時代とともに風潮や制度も

変化し、その対応に追われることが増えている。ともす

れば、行政が主体となり、住民に様々な対応をお願いす

るような場面が多くなっている。一方で、登壇された首

長らの発言の中に共通していたものは、「どこまでも住

民が主体」であり、対話からニーズを掴み、自治体とし

て住民の自立したアクションを支えるという姿勢であっ

た。

　発表や討議の中では、パートナーシップ型の福祉、サ

ロン実施のためのサロン、ある一人の住民に対するお手

伝いからのスタート、解決できないとしても一歩前に、

バディを組む、自己実現できるまち、幸せは伝染する、

デジタルデバイド対策、住民にスポットを当てる、やり

たいことの創出、一つになるための意識共有、お互い様

づくり、どんなまちにしたいのか、機動力、コロナ禍で

見えてきたもの、他人事から自分事へ等といった書きき

れないほどのパワーワードが語られ、どのように住民の

声を拾い、必要性から手段を考え、実現に向けた歩を進

めるかというプロセスにこそ価値があることを再確認で

きた。

　こうした言葉は考え方に留まるものではなく、実際に

「住民主体を政策に反映させる」といった自治体ぐるみ

の取組が展開され、行動計画を支える実践計画、自治体

職員としての行動指針が策定されているなど、地域や行

政のアクションを支えるブレのない軸を設ける仕掛けと

ともに、地域運営組織（ＲＭＯ）でのチームづくりにつ

いても触れた。

　この分科会２４の「地域と共に生きる」という提言に

は、地域は変わっていく存在であり、その行く末は取組

次第で変わり得るという考え方を基盤とし、変えていく

ためには、そこに暮らす「住民の自立した意識を損ねな

いための絶え間ない工夫や努力」が求められるという想

いを込めた。

　また、見えている課題にパッチを当て対処することも

重要だが、わがまちで育つ子ども達の将来を見据えるこ

とも不可欠である。町長の講話を聞いた高校生から「幸

せなまちって、イケてるまちにするってことですね」と

微笑ましいエピソードが語られたことから、私たちが志

向するまちづくりは未来を担う子ども達に受け渡すバト

ンでもあり、世代を超えて共有できるメッセージを持つ

重要性についても提言に込めた。

議事要旨  石井 義恭氏

アンケートの結果 　参加者概数：175名　 回答者数：79名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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分科会24
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87% 91% 90%
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10%

分科会25
89% 93% 86%

7%11%
14%

分科会26
86% 98%

100%

14%
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登 壇 者

【進行役】 大上  真一氏 医療経済研究機構 国際長寿センター（日本）アドバイザー

小野  太一氏 政策研究大学院大学教授

渡邉  大輔氏 成蹊大学文学部教授

ブライアン・ビーチ氏 ロンドン大学教授

テア・モンク氏 Ambition for Ageing（グレーター・マンチェスターのボランティア団体） プログラムマネージャー

地域住民の助け合いを中心として、
非営利団体、営利団体、福祉・ケア関係者、
研究者、地方自治体、国の
それぞれの力を合わせて
海外でも成長している
「アセット・ベースド・アプローチ」による
地域を作っていこう。

提
　
言

海外では地域の助け合い活動で
どれだけ高齢者の生活を支えているか
（企画・協力：医療経済研究機構 国際長寿センター（日本））

分 科 会 25第２部パネル

■ 寄せられた声から
● 介護保険制度の成り立ちなどが違うことで、高齢者へのアプローチ（考え方）が違うことが理解できた。
● 海外の取り組みを伺い、課題はどこでも同じだが、多様な団体が手をつなぐことで社会的な孤立を防ぐ取り

組みなど、実践的なことが理解できた。

継続／大阪51／神奈川24
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いきがい
助け合い

　国際長寿センター（日本）は高齢者が地域の主人公と

して暮らしていくための国際比較調査・研究を主にイギ

リス、オランダ、デンマーク、オーストラリア、韓国等

で行ってきた。2022年度の分科会は、これまで行って

きた2019年のホップ、2021年のステップに続いて海

外報告のジャンプにあたるものであった。

　2019年の「大阪サミット」においては、「予防」「自

立」「参加」をキーワードにして大胆な改革を進めるデ

ンマークと社会的役割を重視するイギリスの取り組みを

国際長寿センターの調査チームから報告し、また上海市

の行政の支援も含めた助け合い活動について中国からの

報告者が、100歳長寿者の地域の中の生き方を韓国の報

告者が説明した。その中で、高齢者が地域の中で活躍を

続け、支援が必要になっても自分の生活を支えるために

は地域ネットワーク形成が最も重要であり、海外各国で

も進んでいることを確認した。

　2021年の「神奈川サミット」では、さらにデンマー

クのボランティアセンターや政府のボランティア振興策

である尊厳政策、オランダのソーシャル・バイク・チー

ムによる地域ネットワークづくりの例も追加し、またオ

ーストラリアからの報告者も参加して高齢者自身による

地域コミュニティづくりの実践報告があり、各国ともに

本人のウェルビーイングと社会活性化のために、高齢者

自身の力による地域相互支援ネットワーク重視に大きく

パラダイムシフトしていることを確認した。

　今回の「東京サミット」では、これまで触れてこなか

ったドイツについて、高齢者支援では家族や近隣の介護

が基本であり、それを支援するために介護保険があると

いう位置づけであること、同時に多様なボランティア振

興策が用意されていることが発表された。その中で、地

方自治体による統合ケアセンターが地域の要となってい

る例、市民後見人として多くの市民が参加していること、

有償ボランティア制度が発展していることが報告された。

また、イギリスより二人のスピーカーが参加し、医療と

地域をつなぐリンクワーカーの活躍、公的サービス以外

にもチャリティ諸団体を含むサード・セクターの活躍に

頼っていること、そのサード・セクターは非常に多様で

あり規模や種類が異なる多くの人々が高齢者へ幅広い支

援を提供していること、さらにはマンチェスター地域で

の89のグループが101のプロジェクトを地域ぐるみで

展開して社会的孤立防止に取り組むネットワークづくり

を行っていることが報告された。

　こうして、海外各国においては、高齢者本人、近隣の

支援者、地域の住民組織、地方自治体、政府がそれぞれ

の役割を果たして重層的なネットワークの創造、ネット

ワークづくり支援を行っていることが明らかとなり、わ

が国への大きな示唆を得ることができた。

議事要旨  大上 真一氏

アンケートの結果 　参加者概数：108名　 回答者数：62名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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全国に住民運動の拠点づくりを広め、
地方が主体の地域共生社会を実現しよう。

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

堀田  力 （公財）さわやか福祉財団会長

浅野  史郎氏 （公社）日本フィランソロピー協会会長

桝田  雅美氏 能美市いきいき共生課

小田  和夫氏 （社福）宮津市社会福祉協議会会長

松岡  武司氏 倉敷市第１層ＳＣ

鷹尾  剛氏 （特非）志免地域支え合い互助基金

■ 寄せられた声から
● これまで拠点づくりは支え合いの生まれる場になると考えていましたが、さらに資金や情報というプラット

フォームも考えることが必要だと分かりました。
● まさに、協議体を進める中、その先に基金等お金の仕組みが必要になると感じている。基金づくりの仕組み、

方法、プロセスを集中的に聞いてみたいと思った。
● 人を見つけることが大事。まさに当団体が直面している問題です。助け合い事業を27年間行ってきましたが、

高齢化、主体となる人を再発見すること、また、社協、自治体との連携などを進めていきたいと思いました。
勇気をいただくことができました。動くことに注力していきたいと思います。

住民運動の推進拠点をつくる地方自治体

分 科 会 26第３部パネル 新規

提
言
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いきがい
助け合い

　この分科会は、これまでの３回のサミットの締めとし

て、今後地域共生社会に向けて住民活動を広めていくた

めの具体的提言を行おうという大それた任務を担ってい

る。

　自己責任＋公助の社会づくりが行き詰まった日本では、

住民が主体的に助け合い、支え合う共助の社会、つまり

地域共生社会に進む以外に活性化の道はないということ

が、３回のサミットの全体シンポや数多い分科会の議論

の中で、直接間接に肯定されている。そのことを前提と

して、では具体的に住民活動をどのように進めるかをこ

の分科会で議論した。

　活動を進める強力な仕組みとして、生活支援体制整備

事業や地域包括支援センターなどが設けられたが、うっ

かりするとそれらの仕組みは上（行政）からの仕掛けに

なってしまい、住民の主体性を引き出しそこねるという

課題がある。

　まず元宮城県知事の浅野史郎さんから、地方創生など

国主導・役所主導では失敗すると厳しい指摘が行われた。

　それを前提に、石川県能美市職員の桝田雅美さんから

「のみ地域力強化支援ファンド」の紹介、京都府宮津市

社会福祉協議会会長の小田和夫さんから「宮津市民いき

がい・助け合い基金」の紹介、岡山県倉敷市の社会福祉

協議会職員の松岡武司さんから「倉敷市地域福祉基金」

の紹介、最後に福岡県志免町の社会医療法人栄光会勤務

の鷹尾剛さんから「地域協働ネットワーク」など多様な

地域活動の紹介があった。そして、それぞれ主催者実施

者は異なっていても、住民が主体的に活動を続けるには、

活動者が自由に使える資金が必要であって、その資金を

住民の寄付で集め、住民側の判断で活動団体に配る仕組

みにすることが有効だと確認された。いずれの基金も、

行政を補完する住民活動という視点からでは補助されな

いような住民活動に資金が配布されており、「自由に使

える活動資金」が住民主体の活動のエンジンになってい

る。

　もう一つのエンジンは、住民が自由に集まってどんな

活動をするか決めていくプラットフォーム（情報交換の

場）を設けていくことで、東京サミット冒頭の全体シン

ポで示された大阪府豊中市や山形県川西町吉島地区の例

を念頭に置きながら、住民の情報センターが重要なエン

ジンになることを確認した。

　浅野さんからは、自発的なお金と情報の拠点の重要性

について「目覚めない市町村をどうするか」という課題

が想起され、紹介された基金や地域活動がどのように始

まったかを話し合った。共通していたのは、もともとそ

れらの地域には、社協や自治会等によって住民のつなが

りが生まれていたということであり、地域にある程度の

つながりが生まれていれば、住民活動の拠点づくりを働

きかけるのが市であろうと社協であろうと民間の病院等

であろうと、住民活動は動き出すということであった。

　住民主体の活動の広め方は、まずは拠点づくりという

答が見付かったが、住民の絆のほとんどない大都市部で

どうするかの課題は、残念ながら残ってしまった。

アンケートの結果 　参加者概数：259名　 回答者数：105名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

議事要旨  堀田 力
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企業は、地域共生社会づくりにとって、

重要なプレイヤーである。中でもその一員である

従業員の地域参加は課題発見に不可欠。

それは従業員の人材育成につながり、

企業価値の向上にも資する。

地域共生社会は企業市民としての企業も

地域とともに一体となって創っていきましょう。

提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

髙橋  陽子氏 （公社）日本フィランソロピー協会理事長

小野  晶子氏 （独）労働政策研究・研修機構 多様な人材部門副統括研究員

鈴木  由知氏 東京海上日動火災保険（株）営業企画部部長兼地方創生・健康経営室長

近久  啓太氏 大和ハウス工業（株）サステナビリティ企画部長

長瀬  晴信氏 ヤマト運輸（株）地域共創部

中野  伊津子氏 大阪ガス（株）総務部管理チーム

アンケートの結果 　参加者概数：104名　 回答者数：50名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

企業のＳＤＧs  
～地域共生社会への貢献～

分 科 会 27第３部パネル 新規
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いきがい
助け合い

　まず、企業市民として先進的な企業４社による地域共

生に資する様々な取り組みを紹介した。

鈴木由知さん（東京海上日動火災保険（株））
　同社の存在意義（パーパス）である「お客様や地域社

会の “ いざ ” をお守りする」が社員一人ひとりの使命で

ある。全国の部店に200名を超える地方創生担当者を設

け、従業員の８割以上を地元から採用している。従って、

各部店はまさに地元企業であり、その集合体が同社であ

る、という捉え方をしている。各部店での主体的な取り

組みは、自治体や金融機関、商工団体等と連携して進め

る必要があると考えており、地域の各団体からも気軽に

声がけしてほしい。

長瀬晴信さん（ヤマト運輸（株））
　重要課題の一つである「地域コミュニティ」に資する

取り組みとして、2016年より暮らしのサポートサービ

ス「ネコサポ」を展開（2022年５月現在５地域８店舗）。

松戸市の事例では、市と地域包括契約を結び、買い物代

行サービスはじめ包丁研ぎ、地域のイベント開催に場所

の提供など、暮らしを支えるサポートを展開。地域住民

雇用の創出やシルバー人材センターとの荷物の種分けで

の連携、コミュニティ拠点として、地域活動団体や住民

参加の場となっている。同社には、「ヤマトは我なり」

という社訓がある。地域に価値提供できると思うことは

自らの意志で率先して実践する、という全員経営の具現

化を心がけている。

近久啓太さん（大和ハウス工業（株））
　1960年代からの郊外型戸建住宅団地「ネオポリス」

は50年が経過し、一部の街では高齢化・商店街の衰退・

空き家問題等が顕在化してきた。そこで、課題の解決の

ために「ネオポリスの再耕」という活動に取り組んでい

る。高齢化率40％を超える兵庫県三木市にある緑が丘ネ

オポリスでは、ミニ胡蝶蘭「COCOLAN」の栽培をす

る特例子会社を設立。障がい者や地域の高齢者などに就

労の場を提供すると共に、地元の高校では、街の魅力を

見つけて地域に発信。多様な世代が関わり、若い世代が

常に流入する多世代・循環型コミュニティ作りに力を入

れている。

中野伊津子さん（大阪ガス（株））
　1981年（国際障害者年）に従業員が自発的に地域社

会に役立つための企業ボランティア活動として “ 小さな

灯 ” 運動がスタートした。「会社人間から社会人間へ」

を目指しさまざまな活動を展開。 “ 小さな灯 ” 運動の原

資は、従業員や顧客からの寄付で成り立っている。日常

の中に従業員のボランティア機会の創出、意識の醸成を

図るべく様々な取り組みや、御堂筋の本社前では福祉施

設の製品販売のために軒先を提供したり、見える化に力

を入れている。

小野晶子さん（（独）労働政策研究・研修機構）
　モニター調査によると、ボランティア活動について、

若年層ほど、人脈を得た・仕事に役立ったなどポジティ

ブに受け止めている。企業ボランティアの形態は企業主

導のトップダウン型と従業員が主体的に選択するボトム

アップ型があるが、まずは従業員が主体的に取り組み、

それを企業が奨励するという進め方がその先の発展や継

続に有効であるようだ。今後は、地域と個人、企業等が

つながって大きな力にしていくことを期待したい。

　企業従業員の地域での顔の見える関係構築による主体

的な参画が、地域との連携においてもいい効果を生んで

いる。従業員も地域に戻れば一住民である。地域共生社

会実現のためには、企業も地域の一員である企業市民と

して、立場を超え力を合わせて課題に向かっていくこと

が求められている。そして、それは同時に、従業員の感

性・能力を磨き、企業価値を高めることにもつながる。

議事要旨  髙橋 陽子氏

■ 寄せられた声から
● 地元の従業員、社員の方とのコミュニケーション、大切ですね。
● 先進的な企業の活動の話を聞けて、たいへん参考になりました。
● 大手企業の地域共生にすごく関心があり、分科会を選択しました。今後も頑張ってください。私もなにかで

きる気がしました。
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各組合が、各々の活動を
さらに発展させていくことは大事。
しかしこれからはお互いネットワークを
組み、骨太な活動にして
地域社会に貢献していこう。

提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

村田  幸子氏 福祉ジャーナリスト

中村  天江氏 （公財）連合総合生活開発研究所主幹研究員

小田原  弘氏 日本郵政グループ労働組合 中央執行委員総合政策部長

畠山  薫氏 日本労働組合総連合会総合運動推進局運動企画局局長

比嘉  政浩氏 （一社）日本協同組合連携機構代表理事専務

前田  昌宏氏 日本生活協同組合連合会地域コミュニティーグループグループマネージャー

■ 寄せられた声から
● ボランティア活動などに参加する人を集めるのがとても難しい。時間の確保が課題。

農業の繁忙期対策として、企業、官公庁に勤めているサラリーマンに副業を幅広く認めて、人員を投入でき
るようにする政策が必要。

● 防災・減災の連携もできるような取り組みがこれからの社会には必要であるので、連携できる仕組みを作っ
ていけるような取り組みを望みます。

● 社会福祉協議会として労働組合等の取り組みを知ることができてよかったです。今後のためにお互いにつな
がっていければと思いました。まずは地元の団体に声をかけていきたいです。

労働組合・非営利団体のＳＤＧs
 ～地域共生社会への貢献～

分 科 会 28第３部パネル 新規



103

いきがい
助け合い

　この分科会は、サミット初のテーマ。ＪＰ労組、連合、

生協、加えてあらゆる協同組合が参加している日本協同

組合連携機構と、いずれもが全国に拡がる大所帯の団体

である。これらの団体が組合員の利益追求という内向き

の活動から、その力を外へ、つまり地域へ向けて発揮す

ることが常態化したら、どれほどの地域課題が解決され

るだろうかと、議論終了後には明るい気分にさせられた。

「ＪＰ労組」からは小田原弘さん。郵政は国営から民営

分社化と経営形態が変わり、雇用のあり方もさまざま。

そうした中での運動は一つの旗印の元にまとめることは

困難で、活動には濃淡がある。しかし「JP smi le プ

ロジェクト」と名付けた運動で、地域の特性を活かした

取り組みを進めている。さらに今後はＳＤＧs を意識し

た活動を全国展開することにしている。

　組合員７００万人という「連合」からは、畠山薫さん。

災害時にはボランティアやカンパ活動に取り組み、その

後も復興支援を続けているが、その活動があまり知られ

ていないという悩みを抱えていた。そこで支えあい・助

け合いの活動を「ゆにふぁんマップ」と名付けた連合の

ホームページに載せ、活動の見える化を図った。組織内

に活動を知らせると同時に他の団体の活動も紹介し、内

向きからの脱却を目指している。その達成度、現在30%。

活動への参加を促すと、以前なら「断れないから行こう」

となったが、今は即「嫌です」となり、世代間ギャップ

を感じるという。結果、活動が動員型になりかねないと

いう懸念を、連合に限らずどの団体も感じていた。

「生協」から前田昌宏さん。組合員３千万人を抱える組

織。活動は山間部や離島を含めての宅配事業、見守り活

動、こども食堂等、その範囲は多岐に渡る。暮らしを支

える事業として私たちにはお馴染みだが、こうした活動

は今、生協が単独で行うのではなく、行政やＮＰＯ、社

協、ＪＡ、地域住民等と連携し、得手不得手をかみ合わ

せて赤字をなくし、持続可能な骨太のものにと育ててい

る。

　各団体が単独で取り組む事業には限界があり、いまや

お互いネットワークを組んで協働して活動せざるを得な

いのだと指摘するのは、「日本協同組合連携機構（ＪＣ

A ）」 の比嘉政浩さん。日本は生協法、農協法等縦割り

の法律に阻まれて連携することが難しかった。その壁を

破りＪＣAが成立したのが４年半前。組合員数延べ１億

７００万人の巨大組織である。日本は異なる協同組合の

連携は下手というが、協同組合は地域に根ざしてしか存

在も展望もあり得ない。各団体が持っている経営資源に

は限りがあり、山積する地域課題の解決には力を合わせ

ていくしかないのだと力説された。

　労働組合も非営利団体も、それぞれ異なった組織目標

を持っているので、完全に一致して活動できるわけがな

い。どこで一致できるか、折り合いのつく点を探り、ま

ずはそこから連携していくことが大事だ。アドバイザー

の中村天江さんは各団体の報告を聞いて、繋がりが拡が

り始めている、さらには繋がりの繋がりも拡がり始めて

いるという。繋がりが豊かな人、つまり「つながりリッ

チ」を目指し、人間関係の幅を広げていくことによって、

人の幸福度は高まるようだ。「支えあい、助け合い」の

活動の根源は、ここにあるのではないか。

　目指そう、つながりリッチ！

アンケートの結果 　参加者概数：64名　 回答者数：35名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

議事要旨  村田 幸子氏
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ボランティア活動により見出された学生・生徒の

特性を生かし、日本全体の活力向上とともに

楽しくいきがいをもって仕事ができるような

日本社会になって欲しい。

「ボランティア活動報告書」・「総括ボランティア活

動報告書」がそのための一つの有効なツールとして、

関係者の理解と協力の下に広く活用され、

日本の社会において、ボランティア活動が

一層普及・促進されることを期待したい。

提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

辻村  哲夫氏 （公財）学習情報研究センター理事長

嶋野  道弘氏 元文教大学教育学部教授

興梠  寛氏 アクティブ・シティズンシップ研究所代表、日本ボランティア学習協会代表理事

齊藤  ゆか氏 神奈川大学学長補佐、人間科学部教授

島田  京子氏 「エクセレントＮＰＯ」をめざそう市民会議共同代表、（一社）TAKUMI-Art du Japon 理事

アンケートの結果 　参加者概数：160名　 回答者数：81名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

学生・生徒がボランティア活動を進展させる方策

分 科 会 29第３部パネル 新規
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いきがい
助け合い

　本分科会は、次の３点を中心に討論を行った。

①ボランティア活動は学生・生徒の成長にどのような教

育的意義を持っているか

②学校・企業等における学生・生徒のボランティア活動

に対する取り組みの現状

③さわやか福祉財団が提案した「ボランティア活動報告

書」の活用によるボランティア活動の一層の進展方策

①については、どの登壇者からも、ボランティア活動は、

学生・生徒の人間的成長を促がす教育的意義があると

の認識が示された。具体的には、

活動には自ら課題を見つけ考え実践し社会に提案する

こと等が求められ、必然的に学生・生徒は自発性、企

画・創造力、判断力、実行力、協調性等を育んでいく。

自発的に参加した活動が社会に役立つことを実感し自

己肯定感・社会の問題解決への関心等を高め、共生社

会構築の基礎となる社会参加意識を育む。

②について、各登壇者から、学校や企業等における取り

組みの現状が紹介された。具体的には、

小・中・高校の教育活動の中にボランティア活動が位

置づけられたのはそこに①のような教育的意義が認め

られるからであり、現に活動後生徒たちは、主体性

自己存在感等顕著な成長・変容を見せてくれている。

大学では、私学を中心に、ボランティア活動学生支援

の組織を設けている。昭和女子大学では、コミュニテ

ィサービスラーニングセンターを設置し、学びを社会

の課題とむすんでボランティア活動を支援する取り組

みを行っており、学生たちは、社会的・倫理的責任意

識、地域社会への積極的参画、政治的能力などを高め、

シティズンシップを育んでいる。

企業、例えば日産自動車では、同社が推薦するＮＰＯ

が実施する福祉、環境、国際交流、芸術などのプログ

ラムで仕事をした学生に奨学金を支給している。こう

して学業とは別のもう一つの知的体験・ボランティア

活動への参加を推奨している。

日本の学生・生徒たちの多くは、ボランティア活動で

誰かの役に立ちたいと思いながら「一歩を踏み出せな

　い」でいる。それを打ち破るには「情報の収集と活用」

が重要で、特に活動に関する情報提供、参加者同士の

交流機会の充実、相談体制の充実等が重要である。

③について、初めに進行役から、ボランティア活動を学

生・生徒の特性を見出す機会と捉えた「ボランティア活

動報告書」の独創性やねらい・内容等の説明があり、続

いて各登壇者が意見を述べた。主な意見は、

「活動報告書」の「特性」の記録は人生の指針と同時

に入試・授業・就職採用等の資料となる。特性が評価

されて入った彼らの活躍は、大学・企業等の活性化、

　ひいては日本の社会をより生きがいをもって仕事がで

きる社会にする力となろう。この好循環がボランティ

ア活動進展の何より有効な方策となろう。

ただ、「活動報告書」が活用されるには大学・企業等

の関係者はじめ広く人々の理解と協力が不可欠であり、

そのための広報が極めて重要である。

議事要旨  辻村 哲夫氏

■ 寄せられた声から
● 学生のボランティアニーズがあるが、社協でその学生の把握ができていない。まずはニーズを把握し継続的

にボランティアができる仕組み作りを今日の学びから考えていきたい。
● 地域での高齢者の居場所づくり時に、学生ボランティアの方も一緒に入って活動してもらいたいと感じる。

学生の方ならできること、協力してもらえることなどを把握して、どのような対策や依頼のやり方をしたら
よいか検討している。学生のやる気を起こす、参加に興味がでるようなことをしてもらうなど学生ニーズを
調査して、地域貢献や高齢者の方たちとの触れ合いを持てる機会や、学生や高齢者がやりがいと生きがいを
持ち関われる地域づくりをめざしたい。分科会の話を参考にしていきたい。
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勤労者の助け合い活動参加をどううながすか

分 科 会 30第３部パネル

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

澤  　美杉 （公財）さわやか福祉財団

蒲原  基道氏 日本社会事業大学専門職大学院客員教授、元厚生労働事務次官

桑田  竜一郎氏 但陽信用金庫理事

嵯峨  生馬氏 （認定特非）サービスグラント代表理事

野中  久美子氏 （地独）東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加と地域保健研究チーム主任研究員

真島  康誉氏 まごのて代表

鶴田  徳昭氏 八王子市教育委員会生涯学習政策課長

継続／神奈川22

勤労者も普通に地域を支える活動を行う
日本社会にしよう。

提
言

■ 寄せられた声から
● 団体の共通する課題であります勤労者の助け合い参加。それぞれの分野で活躍されている実践でのお話は大

変参考になりました。明日からの活動に大いに力になります。こういった形での人選と話の進め方、さわや
か福祉財団さんお見事！

●   「〇〇したい」との思いを持つ人に丸投げするのではなく、行政も、社協も、助け合いに興味がある人も、
実際に支援を活用する人も、互いを理解しあうことが重要であると学びました。自分も勤労者の一人ですが、
勤労者の助け合い活動はできることをできるときに行うことが重要ではないかと学びました。体制づくりを
進めていくうえで、課内だけでなく、社協のボランティア部局、地域支援事業に取り組む人たちと、学びや
気づきを共有していきます。

● 真島さんがおっしゃっていた「地域福祉の担い手は誰でもなれる」がとても印象に残りました。
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いきがい
助け合い

　当分科会では、「現役勤労者による地域包括ケアシス

テム推進に関する研究」の成果品である３種のリーフレ

ットを紹介。更に「勤労者」と「学生」の事例を紹介し

つつ、「勤労者が助け合い活動に参加するには」という

難題に果敢に挑みました。

「現役勤労者による
地域包括ケアシステム推進に関する研究」
　勤労者の中には地域のボランティア活動に、少し興味

を持っている人が意外といて、この人達は、ちょっとし

たきっかけさえあれば、ボランティア活動を開始するこ

と、実際に、無理のない範囲で活動している勤労者がい

ること、勤労者への情報提供には工夫が必要であること

がわかった。また、とかく勤労者や企業側のことばかり

考えがちであるけれど、実はＳＣや活動団体側の理解が

不可欠。行政は出しゃばりすぎることなく、必要に応じ

てＳＣと一緒に動くことや側面からその信用力を活かし

て支援することが大切。

但陽信用金庫（兵庫県）
　ボランティア活動は、優しさや思いやりを持って地域

の人と接することを求められる信用金庫にとって、職員

の人間性を高める重要な教育機会。同時に、経営基盤で

ある地域を強化している。職員によるボランティア活動

を通して、地域から但陽信用金庫を必要とされることで、

地域と会社の双方に利益をもたらす仕組みが構築できて

いる。続けることに意義がある。世の中の変化を考えな

がら、できることを愚直に続けていく。

まごのて（北海道）
　大学のサークルという独立した任意団体として活動す

ることで、どこからも制約されることなく、思いのまま

に活動できている。活動を通して、貴重な社会経験がで

きること、多世代交流や利害関係のない様々なバックグ

ラウンドを持つ方々と交流できることが魅力で、自分自

身の成長につながっている。地域福祉の担い手には誰で

もなれる。

　登壇者５名の話を受け、アドバイザーの蒲原基道氏は、

次のようにポイントを整理しました。

現役勤労者のボランティア活動参加を考えると主な登

場人物は、活動団体、勤労者、そのつなぎ役としての

ＳＣ、更には勤務先（企業）。 企業のルートを通じて

アプローチすることで、勤労者と活動団体がうまくつ

ながる。

但陽信用金庫の取り組みは素晴らしいが、従業員のボ

ランティア活動参加には、いろんなパターンがあるの

で限定的に理解しないことが肝要。勤労者のボランテ

ィア活動参加のメリットは企業と本人の双方にある。

まごのての活動を通して学生がいい経験を積むことで、

就職後のボランティア活動参加に自然とつながる。こ

の活動の広がりに期待する。

　その後の討議では、勤労者がボランティア活動をする

際に周囲の理解を得るための工夫やプロボノは入り口と

して有効だったのか、企業へのアプローチ法、ボランテ

ィア活動の先入観の払拭など様々議論しました。

　最後に蒲原基道氏が「勤労者が普通にボランティア活

動に参加する社会であることが大事。『普通』を実現す

るためには、団体や企業、ＳＣ、行政が理解を深め、工

夫して、サポーターの役割を果たす必要がある」と整理

のうえ、分科会提言をまとめました。

議事要旨  澤 美杉

アンケートの結果 　参加者概数：243名　 回答者数：127名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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地域と「働く」「働きつづける」

多様なタネをまこう！

　・働くことで自立といきがいが生み出される。

　・共に働くことでつむぐ共生。

　・地域に新たな力が増えていく。

これが『新たな共生社会』の姿 !!

提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

澤岡  詩野氏 （公財）ダイヤ高齢社会研究財団主任研究員

袖井  孝子氏 （一社）シニア社会学会会長、お茶の水女子大学名誉教授

前田  隆行氏 ＤＡＹＳ ＢＬＧ！代表

斎藤  縣三氏 （特非）わっぱの会理事長

渥美  京子氏 （一社）コミュニティネットワーク協会理事長

心身機能が低下しても
持てる能力を生かして社会参加する方法とは
（企画・協力：（一社）シニア社会学会）

分 科 会 31第３部パネル 継続／神奈川27

■ 寄せられた声から
● 発表者3人の方の、勇気ある種まきと地域に密着した長く地道な活動に感動しました。不足を嘆くのではな

く、自分から種をまき、地域の方々の協力を得ながら育てることの大事さを知りました。
● それぞれが共生社会で生きていくための取り組みを拡大していかれた背景などがよく理解できました。住民

全体を巻き込みながら、みんなのやりたいこと、自立への手助け…。本当にとっても大切なことに取り組ま
れていて頭が下がります。少しでも参考にさせていただいて、自分たちのところでやってみたいと思います。

● 水平な関係を保つことは、支援を進めていく中で大切だと感じました。自分たちが社会に必要とされている
という言葉が心に響きました。
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いきがい
助け合い

　昨年度の神奈川サミット（分科会27）では、「心身機

能が低下しても少しの支えがあればできることはたくさ

んある。支えられながらも誰かを支えられることで、生

きがいをもって自立した暮らしを営むことは可能だ。」

という提言を行った。

　提言を社会に実装させていく『ジャンプ』の本年度は、

生きがいと社会的に自立することを実現する手段の一つ

として「就労」や「働くこと」にも着目し、認知症にな

った人や生活困窮に陥った人、障がいのある人にとって

の意味、地域コミュニティに及ぼす効果、それを支える

仕組みの在り方を事例から模索した。

前田隆行氏：東京都町田市で、認知症高齢者が就労して

謝礼を得ることができるデイサービスを運営している。

洗車やミニコミ誌のポスティングなどの就労は個々の

「出来ること」や「やりたいこと」を分けあう形で成立

しており、そうして培われた仲間との関係性が、受け入

れられている感覚や必要とされている感覚、生きがいや

満足感を高めている。

渥美京子氏：都内で空き家率の最も高い豊島区において

「空き家を活用したとしま福祉支援プロジェクト」に取

り組み、住宅確保要配慮者向けのセーフティネット住宅

や多世代・多文化の共生型交流拠点を整備している。こ

の運営に住宅の居住者や障がいのある人が仕事として関

わることで、孤立と貧困を解決するだけではなく、「社

会に貢献する存在」として生きることを可能にしている。

斎藤縣三氏：「 どんな障がいがあっても、誰もが参加で

きる」仕事づくりの場としてパン屋を開設し、近年では

愛知県名古屋市の大曽根にある団地の中で、障がいのあ

る人や地域の高齢住民が働くカフェやリサイクルセンタ

ーなどからなる地域総合交流拠点の運営も行っている。

この場で働くことを通じ、障がいのある人の経済的な自

立や生きがいが生み出されるだけではなく、相互理解が

進み、共に地域を創るパートナーとなりつつある。

アドバイザー：本分科会では、課題を抱える人が地域コ

ミュニティで働くことを通じて本人のウェルビーイング

向上のみならず、地域が共生社会へと変貌していく可能

性を明らかにした。社会参加の方法の一つとして「就労」

のもつ可能性は大きいが、同時に、これを個人や一つの

団体で形にすることには大きな壁があり、社会全体で取

り組むことが重要である。

進行役：登壇いただいた三者は、経済的な側面のみなら

ず「社会参加」や「ウェルビーイング」を実現する方法

の一つとして「地域と働く場」を創り出してきたパイオ

ニアといえる。まずは分科会に参加した個々が、それぞ

れの状況に応じた小さな一歩を展開していくことが求め

られている。

アンケートの結果 　参加者概数：277名　 回答者数：102名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

議事要旨  澤岡 詩野氏
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登 壇 者

【進行役】 奥山  千鶴子氏 （特非）子育てひろば全国連絡協議会理事長

松田  妙子氏 （特非）せたがや子育てネット代表理事

田中  博子氏 （特非）ゆうゆうクラブ理事長

井出崎  小百合氏 （特非）もりのこえん代表理事

子どもはまちの未来。
コミュニティの共感の根っこに
子どもたちを！

提  

言

子どもと高齢者の交流や助け合いをどう広げるか
（企画・協力：にっぽん子ども・子育て応援団）

分 科 会 32第３部パネル

■ 寄せられた声から
● ヒントがいっぱい見つかりました。本がつくれちゃいそうです。「こどもまんなか」にすると、地域の合意

が得られやすいとしみじみ思います。
● 子どもを真ん中に、まちで人がつながって、子どもも大人もジジババも真剣に遊べたら楽しいだろうなー。

ママが一人の私に戻れたり、年の離れた友だちができたり、まちのだれかのやってみたいを応援できたり。
いろんな人が、ただそこにいっしょにいられる仕掛けを考えながら、課題からではなく、楽しめること、夢
中になれることを、小さくてもやってみたいです。

●   「子どもがいるだけで大人たちが集まり、子どもは宝物だと子ども自身が感じられる地域社会が大切」に共
感できました。

● 子どもと高齢者の交流をしようと考えるのではなく、楽しいことを地域でする、そこにはいろんな人が参加
してくるとの言葉が心に残った。

継続／大阪18／神奈川17
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いきがい
助け合い

　神奈川大会での全体シンポジウムで山極壽一氏が「ヒ

トは、進化において集団で子どもを育てる、共に食する

ということで共同体による共感力を身につけてきた」と

の見解にこれからの新たな共同体のあり方のヒントを見

出したいと思い、本分科会は、大阪大会、神奈川大会か

らの継続したテーマである「子どもと高齢者の交流や助

け合いをどう広げるか」に視点を置き、子どもが親だけ

でなく、地域の人たちに育まれて育つ環境づくりが、双

方に与える影響、これからの社会づくりに活かされる可

能性について、それぞれの現場の実践からジャンプする

未来に向けて話し合った。

　現代の子育て家庭は、子どもが生まれることをきっか

けに子育てしやすい環境を目指して引っ越すことも多い。

そこで今回は、新参者である子育て家庭をどう地域が包

摂していくのか、少子化で子ども同士が関わりあったり、

おもいっきり遊ぶ環境が失われつつあるなかで、子ども

と高齢者・地域との仲立ちをしている団体の実践から学

んだ。

　ＮＰＯ法人もりのこえんの井出崎さんは、山口市内23

世帯50人という超高齢化が進む集落で、素敵な大家さん

との出会いから空き家を提供してもらい、森のようちえ

んを運営している。地域の行事もなくなるなか、森のよ

うちえんの日々の活動や行事には地域から差し入れがさ

れ笑顔がたえない。自然豊かな環境での暮らしが、親に

も周りにも「年を重ねた人を尊重し、小さい子どもを慈

しむ」といったことを自然に伝えてくれていると実感し

ているそうだ。

　一方、人口90万以上の東京都世田谷区の子育ての現状

を語ってくれたＮＰＯ法人せたがや子育てネットの松田

さんからは、ＵＲ団地の独立した親子の交流の場を通し

て、団地で立ち話できる関係性を増やすといった理念の

もと、自治体と子育て家庭をつなぐ防災訓練の実施や、

包丁とぎ、おもちゃの修理といった地域の年配者の技術

を活用したり、コロナ下のフードパントリーの活動紹介

があった。都会であっても人とのつながりづくりは日常

から、あとは関心ある人のネットワークを顔つなぎで広

げていくことが大事とのこと。

　香川県高松市で、子育て親子の交流の場と、高齢者の

交流の場の両方を手掛けているＮＰＯ法人ゆうゆうクラ

ブの田中さんからは、大家さんとの出会い、遺志を紡い

での居場所運営について、隣接する活用されていなかっ

た公園でのお花見、グランドゴルフ、ラジオ体操など多

世代をつなぐ活動の展開、コロナ下でさらに顕在化した

家庭への支援としてこども食堂、フードバンク・フード

パントリー、制服のリユース等の活動が紹介された。

　３人共に最初は子育て支援から取り組み始めたが、子

どもが育つには多世代の関わりが必要不可欠だと自然に

周りを巻き込む力を育ててきたことがわかる。地域と上

手くやるコツは、①地域のひとが大切にしてきたことを

大切にする、②まちの行事を一緒にたのしむ、③日々の

くらし・つながりを大切にする、といった原点。そのよ

うななかで、地域に子どもがいるということで笑顔が広

がったり、軋轢をのりこえた相互理解、支え合いがひろ

がったりしている。しかしそこには、しっかりつなぎ役

としての「地域プレーヤー」が存在する。そして何より

も、子どもは大人のふるまいをしっかり見て感じ取って

いることを忘れてはいけない。制度的には高齢者支援、

障害者支援に後れをとっている子ども・子育て支援分野

が、ジャンプした先の着地点を地域にどう見出すのか、

こども家庭庁の発足とともに当事者として関わり続けな

くてはならない。もちろん、未来を担う子どもたちもま

た当事者の一員である。

議事要旨  奥山 千鶴子氏

アンケートの結果 　参加者概数：338名　 回答者数：144名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方
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登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

藤原  佳典氏 （地独）東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加と地域保健研究チーム研究部長

内田  伸子氏 ＩＰＵ・環太平洋大学教授、お茶の水女子大学名誉教授

杉　  啓以子氏 （社福）江東園ＴＱＭ経営企画部本部長

田中  千晶氏 東京家政学院大学人間栄養学部教授

西野  博之氏 （認定特非）フリースペースたまりば理事長

未来を担う子どもたちのウェルビーイング
と日本社会の活性化のため、
子どもも大人もみんなが遊びと遊び心を
通して共に育つ「ともあそび」に
参加できる社会環境をつくりだそう。

提
　
言

■ 寄せられた声から
● 子どもが健全に育つためにも、高齢者のいきがい、喜びになるためにも、「ともあそび」＝自然に子どもと

高齢者がいる場があるといいなぁと思いました。保育園、学校、老人の施設から飛び出し、交流ができるよ
うになっていける地域になれるようにしていきたいと思いました。

● 子どもにとってあそびは生きること。子どもに対して強制的ではいけない。共有的であるべき。考える余地
を与え、楽しく遊ぶ。

乳幼児期に子どもの共感力を育てるともあそび

分 科 会 33第３部パネル 新規



113

いきがい
助け合い

　次世代を担う子どもたちの「共感力」を育てるプログ

ラムは重要である。そこで、子どもたちの共感力を育む

べく、さわやか福祉財団は、乳幼児の頃から、地域のシ

ニアたちとの「ともあそび」を広めることが重要との考

えから、その普及策を検討するプロジェクトを推進して

きた。

　今回の東京サミットでは、同プロジェクトの検討会委

員の４人の演者を迎えて議論をさらに深めた。

　アドバイザーとして内田伸子氏（お茶の水女子大学名

誉教授）には、発達心理学の観点から共感力の神経学的

基盤をもとに子どもの共感力を育てる必要性について、

また、どのように共感力を育てていけばよいのかについ

て解説いただいた。その中で、強制型ではなく共有型の

しつけの重要性が強調された。乳幼児期は、生活すべて

が「あそび」であり、「あそび」を通して心身が発育発

達する時期である。

　そこで、田中千晶氏（東京家政学院大学教授）には、

「ともあそび」の多様な手法を紹介いただいた。特に、

身体活動を増進し、座位行動を中断する「あそび」は子

どもの発育と高齢者のフレイル予防の両面に有効である。

例えば、日常の身近な「あそび」の中でも、子どもがロ

ーテーションして移動するなどのちょっとした工夫によ

り、楽しく持続的な身体活動と座位行動の中断につなが

るといった事例を紹介いただいた。

　次に、多世代に開かれた地域の遊び場・川崎市子ども

夢パークを運営する西野博之氏（認定ＮＰＯ法人フリー

スペースたまりば理事長）には、アウトドアでの「とも

あそび」を報告いただいた。そこでは、自由に、創造的

に、失敗も明るく共感できるような体験を重ねる活動の

現状と成果について報告いただいた。

　最後に、杉啓以子氏（社会福祉法人江東園 T ＱＭ経営

企画部本部長）には、保育園、デイサービスや障がい者

施設などの共生型施設として取り組む活動を通して、日

常生活の中で子どもたちの共感力を育む活動について解

説いただいた。

　以上より、「ともあそび」が共感力の育成に有効なこ

とを確認した。一方、「ともあそび」を具体的に進める

上で、行政の縦割り制度や中間支援者の資金難など解決

すべき課題が抽出された。

　折しも、同サミットの開催に先立つ本年６月、国会に

おいてこども家庭庁設置法、こども基本法などが成立し、

今後採用すべき子ども・子育て政策の内容を予算の裏付

けのあり方も含めて検討する情勢となってきた。世界の

先進諸国に比べて著しく立ち遅れている子ども・子育て

政策を一挙に充実・加速させ、子どもを生み育てたい気

持ちがあれば誰であっても安心して生み育てられる社会

環境を日本で実現するまたとないチャンスを迎えている。

こうした社会情勢と今回の議論を踏まえて、本分科会は

分科会32と共同し、「子ども・子育て政策」策定につい

ての提言と題して「日本を、安心して子どもを生み育て

られる社会にしましょう。そして、地域のみんなが参加

して、どの子どももその子らしくすこやかに育てていき

ましょう。」 を公表した。

議事要旨  藤原 佳典氏

アンケートの結果 　参加者概数：48名　 回答者数：27名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会33
78%

100% 100%
22%

分科会34

89% 98% 94%

11%

分科会35
81% 91% 80%

9%
19%

分科会36 67% 88%
100%

33%

分科会37
86%

100% 100%

14%

8%
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誰でも自分にできることから始めましょう。
重層的なつながりで、
一人ひとりを地域社会に包摂しましょう。

提  

言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

古都  賢一氏 （社福）全国社会福祉協議会副会長

奥田  知志氏 （認定特非）抱樸理事長

大空  幸星氏 （特非）あなたのいばしょ理事長

鈴木  訪子氏 （認定特非）おもちゃの図書館全国連絡会理事長、（一社）子ども村ホッとステーション理事

向谷地  生良氏 （社福）浦河べてるの家理事長

地域は、地域で孤立しがちな人とどうつながるか

分 科 会 34第３部パネル 継続／大阪20、22、23／神奈川20

■ 寄せられた声から
● 視野の広い司会の古都さんの進行で、アドバイザー奥田さんの深い知性と幅広い実行力、目から鱗の大空さ

んのオンライン相談の話、鈴木さんの誰でもできそうだが実は誰にもできない実践力、精神を病んだり統合
失調症の患者は実は普通の私たちの問題だと考える心温まる向谷地さんの話。大いに触発され考えさせられ
ました。

● 自立＝依存先を増やすこと、という話がとても印象深かったです。講師の皆様のお話がとても分かりやすか
ったです。日々を笑顔で暮らせるよう自分でできる範囲で仕事も家庭も子育ても楽しんでいけたらいいな～、
そして疲れた時には「助けてほしい」といえる世の中になるといいな～と心から思いました。

● めちゃくちゃよかったです！！大げさじゃなく未来への希望を感じました。世の中何でこんなことになって
るのか…と思うことも多いですが、皆さんの顔を思い浮かべてこれからがんばろうと思わされました。
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いきがい
助け合い

　進行役から、地域生活課題に対し多様な行動をされて

いる４人の実践者の試みを伺い、「誰にでも手の届くつ

ながりづくり、地域づくりの道程」を探りたいとしまし

た。

　向谷地氏から、メンタルヘルスの困難を抱えた人たち

を単なる治療の対象者としてみるのではなく、誰にでも

起きることとして彼らから学ぶとの考え方で地域の問題

に取り組んだ実践の経緯、成果、現在地、今後を紹介い

ただきました。「幻聴は社会で作っている生理現象」と

いうターニャ・ラーマン（スタンフォード大学の人類学

者）の言葉を引用して、どういう地域社会をつくるのか

は地域文化そのものの問題であるとし、常識への挑戦を

掲げて地域に必要な事業を担うことで地域社会の有り様

を変えるとしました。そして「当事者研究」を通じて明

らかになる心の危機は地域社会の危機であり、誰もが氣

付かぬニーズに対する「仲間からの大切なサイン」と表

しました。

　鈴木氏から、保育士として障害児を育てる親の声に耳

を傾け、全員就学運動、学童クラブ運動などに関わった

ことを契機に、自閉症の子どもも心置きなく遊べる場と

しておもちゃ図書館の設置につなげ、ここを起点に多世

代参加の実践活動に展開したことが紹介されました。お

もちゃ図書館は、子どもが遊ぶ場であると同時に、「赤

ちゃんもボランティア」というように、多世代が多様な

役割を持って参加する場、親がほっとして話すことがで

き、知恵を出し合える場、誰もがともに育ち合える場と

評し、一つ一つの行動が多機能であることに光を当てて

いました。そして、「お節介をしないと手が届かない」

との姿勢で、自ら困りごとを言えない人々に対してその

内面に氣付くことが大切であると話しました。

　大空氏から、「２４時間３６５日誰でも利用可能」と

いう「あなたのいばしょ」をチャット技術を活用して作

り、相談そのものが誰にとっても当たり前にできるよう

にするという実践が、着想から運営方法に至るまで紹介

されました。その上で、社会一般で「孤立」と「孤独」

が混同されていると指摘し、「望まない孤独」は人間関

係に起因し、頼りたいけれど話せないをなくしたい、と

しました。さらに、「孤独」は社会課題になったとしつ

つ、より良く対応していくためには、利用者の深刻な課

題を見える化し、社会に一つは話を聞いてもらえる場が

あることの必要性を指摘しました。「駆け込み」に境界

線は必要なく、「赤の他人が本気で話を」傾聴すること

がまず重要とし、そこで全てを解決するのではなく、地

域につなげていくことが大切であると指摘しました。

　アドバイザー役の奥田氏から、冒頭、救護施設の新設

を核にして、北九州市を「こわい町」から「希望のまち」

へ変えるための実践経過が紹介されました。次に、「助

けて」は人類の健全な相互依存の表れで誰もが持ってい

る性質であるとし、助けてと言えて、何か解決したいと

いうまちを目指しているとしました。４０年前と社会の

風景は様変わりしており、「家族機能の社会化」の取り

組み例として、地域互助会を通じて行われる身寄りのな

い方同士での葬式が紹介されました。地域互助会という

仕組みがあることによって一人暮らし高齢者などへのア

パートの貸し渋りが減ったなどの効果があったというこ

とです。「相談の社会化」を通じて、子どもを「まち」

で育てることの大切さを訴え、家族、地域、会社など多

次元でつながることを提案し、モノやカネではなく、つ

ながりそのものを誰もの「物語」に変えていくことが大

切であると結びました。

　最後に、地域課題への多世代による多様な取り組み、

誰でも自分にできることを活かすこと、誰もが声を上げ

られ相談できる社会を地域を超えてつくることなどを踏

まえた提言をまとめ、パネラー、会場の参加者の賛同を

得ました。

議事要旨  古都 賢一氏

アンケートの結果 　参加者概数：807名　 回答者数：327名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会33
78%

100% 100%
22%

分科会34

89% 98% 94%

11%

分科会35
81% 91% 80%

9%
19%

分科会36 67% 88%
100%

33%

分科会37
86%

100% 100%

14%

8%
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外国人も地域で暮らす住民のひとり。
地域の一員として積極的に交流し、理解し、
共に生活していこう！

提 

言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

毛受  敏浩氏 （公財）日本国際交流センター執行理事

是川  夕氏 国立社会保障・人口問題研究所国際関係部長

後藤  幸三氏 群馬県高山村長

小林  普子氏 （特非）みんなのおうち代表理事

山野上  隆史氏 （公財）とよなか国際交流協会常務理事兼事務局長

外国人との共生

分 科 会 35第３部パネル 新規

アンケートの結果 　参加者概数：68名　 回答者数：27名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会33
78%

100% 100%
22%

分科会34

89% 98% 94%

11%

分科会35
81% 91% 80%

9%
19%

分科会36 67% 88%
100%

33%

分科会37
86%

100% 100%

14%

8%
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いきがい
助け合い

　分科会の冒頭に司会役の毛受が「日本にはすでに300

万人近い外国人が暮らしている」という事実を認識する

必要があると述べた。この数は広島県の人口に匹敵し、

コロナ禍で入国する外国人は急減したものの、それでも

コロナ禍での在留外国人の減少は４％程度に留まり、そ

の事実は日本において外国人の定住化している事実が明

らかになったと述べた。

　次に毛受は所属する（公財）日本国際交流センターの

在留外国人についての２つの事業について説明した。一

つは休眠預金制度を使い、外国ルーツの青少年を支援す

る事業で、７団体を支援している。もう一つの休眠預金

事業はコロナ禍で急速に増えた外国人の困窮者を支援す

る事業で、現在は９団体を支援している。そこで見える

のは、日本に住む外国人は多くの困難を抱えながら、た

くましく生きている姿と述べた。

　日本の人口の急減が続く中で、すでに多くの外国人が

エッセンシャルワーカーとして活躍しており、外国人の

力を借りなければ、地場産業、地域社会の維持が困難に

なる現実が既に起こっているとして、彼らにコミュニテ

ィの一員として活躍してもらうためには何が必要なの

か？受け入れ側の日本社会はどう対応する必要があるの

か？そうしたことも含めて議論を行いたいと述べた。

　パネリストのトップバッターである山野上氏は所属す

るとよなか国際交流協会の活動について詳しく話した。

同協会は「市民の主体的で広範な参加により、人権尊重

を基調とした国際交流活動を地域からすすめ、世界とつ

ながる多文化共生社会をつくる」をモットーに外国人と

一般市民を結び付ける多様な活動をしている。同協会の

特徴的なこととして、多くのボランティアが参加してい

る点で、400名ほどの日本人、外国人のボランティアが

おり、そこからさまざまな新たな事業が展開されている

と述べた。

　新宿区で長年、外国ルーツ青少年の教育活動に携わっ

てきた小林氏は新宿区で外国ルーツの子どもが徐々に増

える一方、彼らに対して十分な日本語学習、教科学習が

なされていないこと、またいじめの問題や家庭環境の問

題などを持つ子どもたちに「居場所」を提供し、日本で

生きていく力をつけるための活動の重要性を力説し、長

年、外国ルーツ青少年に寄り添って続けてこられた貴重

な経験が共有された。

　群馬県高山村の後藤村長は人口５千人弱の高山村で取

り組んできた生徒のオーストラリアへの派遣事業ととも

に、東南アジアの生徒を招く事業やまた民間によるおも

てなしをテーマとした専門学校の開設による海外からの

留学生の受入れについて話を行うことで、３名の最初の

発表が終わった。

　その後の議論では、アドバイザーの是川氏を加え、外

国人の日本での生活、課題について議論がなされた。ま

ず日本で暮らす上での大きな壁である日本語、コミュニ

ケーションがテーマとして取り上げられた。

　日本語学習機会の提供の重要性とともに、日本人も

「やさしい日本語」など、日本人側の歩み寄りの重要性

も指摘された。また日本人と外国人との交流の状況につ

いては、交流の機会を作ることが、心理的な壁をなくす

上で重要で、また多くの外国人が日本人との交流を望ん

でいることが明らかにされた。

　最後に、人口減少が続く日本でより外国人の活躍を促

すためのあり方として、外国人と日本人との一層の交流

機会の増加、日本語学習の機会の提供、また日本人自身

の意識の変化が求められる等の議論がなされた。

■ 寄せられた声から
● テレビなどでは外国人が大活躍しているので、地域での外国人の課題が見えなくなっていると感じました。

地域の一員として一緒に成長できるような取り組みが必要だと痛感しました。
● ドイツでのドイツ語学習６００時間の義務化、素晴らしい（毛受氏）。日本も日本語教育時間を増やす、

少なくとも２００時間（その子にもよるが）。

議事要旨  毛受 敏浩氏
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どの国も経験したことのない高齢化の段階の

社会では、今までの発想にとらわれた私的優先の

「閉じた住まい」でなく、通念を変えて、

居場所や交流の場を組み合わせた

「住まいと住まい方」を追求すべき。

『家を地域に開くコモンズとしての住まい』を

創造しよう！

提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

髙橋  紘士氏 東京通信大学名誉教授、（一社）高齢者住宅協会顧問、（一社）全国ホームホスピス協会理事

西村  周三氏 医療経済研究機構特別相談役、京都先端科学大学経済経営学部教授

三浦  研氏 京都大学大学院工学研究科教授

大島  芳彦氏 （株）ブルースタジオ専務取締役

瑠璃川  正子氏 荻窪家族プロジェクト代表

宇津﨑  光代氏 （一社）日本住育協会理事長、（株）ミセスリビング代表取締役

個人の住宅を地域に開くには、どうすればよいか

分 科 会 36第３部パネル 継続／神奈川14

■ 寄せられた声から
● 親の家（実家）に出戻って４年。少しずつ家を地域に開こうとがんばっています。１人では出来ないので、

89歳の母の出番をつくり、近所の方はお客さんになって下さり、定年直後のケアマネさんや社協職員と一
緒にやっています。私がやりたいことを専門家に相談しながら考え、周りに伝えて、関わって下さるみんな
が出来ることをやっていけばいいんだ、とわかりました。しんどい時もあるけれど、楽しければ続けられる、
をモットーに。勇気が出ました。

● 私は工務店、大工をしていますが、地元、地域のものづくりを通して、もっと自分・個性が生かせるまちづ
くりをしていきたいと思います。



119

いきがい
助け合い

　今年は昨年のテーマを引き継ぐとともに、リノベーシ

ョンによる生活環境の創造という視点が導入された。

　東京都杉並区の住宅地で、「百人力サロン」「荻窪暮

らしの保健室」などの地域拠点として活用される共有ス

ペースを持つアパートを経営している瑠璃川正子さんは、

自分が高齢になったときの理想の住まいを求めるなかで、

両親から相続されたアパートを建て替えてその理想を実

現しようとした。さまざまな人々との学びを通じて、

「参加」をキーワードとする住まいをつくりあげること

ができた。建築家との協働は勿論、様々な専門職、地域

の人々との協力関係が形成され、これを母体にこの共用

スペースが運用されている。さらに、アパートには高齢

者はもとより、シングルファミリーや障害をもった方々

など、多様な住人が生活し、多様性のある共同居住が実

現している。まさに、コモンズとしての住まいがある。

　次に、昨年も登壇した宇津﨑光代さんが「住育の家」

について説明をされた。設計者と住み手との綿密な協議

によって住まいが育ち、その住まいが多様な人々が集ま

り育てられるという意味で「住育」は複合的な意味があ

る。そして「血縁がなくとも家族にする」「どんな人に

も役割を考える」という「住育の家」の意義を主張され

た。

　以上二つの報告は、住み手の側から住宅を作る際に建

築家との協働による地域に開かれた住まいづくりの実践

であった。次に大島芳彦さんからは「あまねく地域の人

々にとって参加可能な場づくり」と題した報告で、設計

者として関わった事例をもとにこれからの建築デザイン

のあり方を提示した。すなわち関係性のリデザイン、「共」

としてのパブリックの再定義をねらう設計思想の提示で

あった。とりわけ、地域の核としての生業（なりわい）

を再活性化して、地域と無縁と思われた人々を引き寄せ

る共同の場としてのカフェや宿泊施設をつくり出した商

店街の再デザイン、多様な住まい方と地域住民参加を可

能にする公園の中の市営住宅の建て替えなど、住まいを

リノベーションによって可能にする、建築家であるとと

もに、コミュニティデザイナーとしての報告であった。

　京都大学の三浦研教授は、第三者が加わりにくく交流

が持続しにくいような関係性から第三者が加わり自然な

交流が持続する『新しい「会い」がある環境』をいかに

つくるかというテーマで、制度化した高齢者向け住宅が

多様な出会いを奪ってしまうことに注意を向け、また、

シングルペアレントへの住まいと仕事と保育をワンスト

ップで提供する住宅、住宅と就労支援の結びつきを可能

にする住宅、コロナ禍での失業者を支援する就労付き住

まいの提供など多様な事例を紹介しながら、住宅と施設

機能をどのように混ぜ合わせていくかという論点を提示

した。さらに自身のご経験を踏まえて、空き家を放置し

ておくのではなく、貸与して有効に利用された場合の方

が放置してしまうよりも損にならないことが示された。

　最後にアドバイザーの西村周三教授からは自身のコー

ポラティブハウスづくりへの参画の経験を踏まえて、設

計士との協働関係の重要性を強調された。まさに施主と

設計者の関係づくりの重要性を改めて強調された。

　多くの新築住宅は、住まう人の創意が活かされず、共

用の空間をつくる余地のない地域での共同生活に配慮の

ないお仕着せの住まいが増えている。まさに、「参加に

よるコモンズの形成」に資するような設計思想の欠如で

ある。地域での生活に必要な日常の支え合いが可能とな

る空間が重要だ。これらの実現のためのヒントがこの分

科会で提示された。

議事要旨  髙橋 紘士氏

アンケートの結果 　参加者概数：94名　 回答者数：36名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会33
78%

100% 100%
22%

分科会34

89% 98% 94%

11%

分科会35
81% 91% 80%

9%
19%

分科会36 67% 88%
100%

33%

分科会37
86%

100% 100%

14%

8%
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寄付に託されたみんなの思いを、みんなで
集め、みんなで活かす「みんなの基金」。
共募も、地域の基金も、コミュニティ財団も、
いろんな形で活動を支える資金作りの
仕組みを広げましょう。

日本における寄付文化を進展させる方策

分 科 会 37第３部パネル

提
　
言

登 壇 者

【進行役】

【アドバイザー】

早瀬  昇氏 （社福）大阪ボランティア協会理事長

鵜尾  雅隆氏 （認定特非）日本ファンドレイジング協会代表理事

見年代  瞳氏 （特非）やませデザイン会議事務局次長

矢野  正広氏 （認定特非）とちぎボランティアネットワーク理事長

継続／大阪17

■ 寄せられた声から
● 社協共募担当者として、本当に身になる内容でした。参加した分科会の中で一番充実していました。途中、

「共募も地域を基盤としているがどうなっているんだろう…」と思っていたところで、早瀬先生が話題に出
してくださり、とてもありがたかったです。市町村一担当なので微力ですが、協働していけるよう、私も視
野を広げていきます。

●   「日本における寄付文化を進展させる方策」で、鵜尾雅隆氏の「幸福の４要素とは何か」の４要素が心に残
る言葉でした。
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　本分科会では、地域で寄付者と活動者をつなぐ取り組

みが焦点となった。

　まず、早瀬昇（大阪ボランティア協会理事長）から、

戦前は活発に寄付募集がなされたが、戦後、福祉分野で

は共同募金を除き制度的な財源保障が基本となった。し

かし近年、市民が自主的に社会課題を解決する機運が高

まり、その財源確保策として寄付への関心が高まってい

ることが確認された。

　次に「とちぎボランティアネットワーク」の矢野正広

理事長は、合同ファンドレイジングの事例を紹介。調査

企画段階から参画でき、多くの人々を巻き込むため他

人寄付を一定額集めるとイベントに参加できる仕組みで、

参加を楽しみつつ寄付集めが進む。2020年度までの12

年間で3,446万円の助成を実現。子どもの貧困 “ 解決 ”

ではなく貧困 “ 撃退 ” の表現で勢いを高め、しょく（職

と食）、 エネルギーに加え、助け合いの “ 自給 ” が大切

だとの地域活動の理念も語られた。

　久慈市を中心に活動する「やませデザイン会議」の見

年代瞳事務局次長は、市町村が圏域の北三陸じもっと基

金の活動を紹介。「応援するのも、されるのも、地元で

す」のキャッチフレーズで、メインの共感寄付は６年間

で657万円の寄付を得た。市民団体は地域に見守られ支

えられる実感を得、寄付者も身近な地元に寄付できると

喜ばれている。ただし、25% の手数料だけでは運営が困

難で、無給スタッフ体制が悩みだ。

「日本ファンドレイジング協会」の鵜尾雅隆代表理事は、

栃木の活動が寄付で何が起こるかを事前に示し、地域の

変化という成果が見える点を評価。北三陸の活動も、身

近な地域の中でこそ資金循環が見えやすく、寄付の習慣

化が起こりやすいと評した。その上で、世界最速の少子

高齢化で「自分たちが何かしなければ」という意識が広

がる中、寄付には遠くにも支援できる射程距離の長さ、

時間的制約がない広がり、つながり感の創造などの意味

がある。また、誰かのためになれることで寄付者自身も

幸せになり、“ 寄 ” り添い “ 付 ” き添うという “ 寄付 ”

を、さらに広げたいとした。

　その後の意見交換では、①共同募金と新たな寄付の仕

組みは競合せず、互いの成果で寄付全体への信頼を高め

られる仲間としての連携が必要、②寄付の募集・助成を

仲介する仕組みは、寄付しない人への呼びかけも含めて

社会に大きな広がりをもち、その仕組みの維持費として

手数料への理解を広げねばならない、③「人は人に寄付

をする」と言われるが、共同の寄付集めは「人は人と寄

付をする」取り組みと言える、④弱味を見せる面もある

寄付依頼は躊躇しがちだが、良い人が寄付するよりも寄

付すると良い人になれるものであり、参加の機会を示し

て信じあえる社会を作りたい、⑤寄付は結構仕事をする。

思いをもったお金を託されていると知って意欲が増し、

交換に留まらない無限の循環を生み出し得る、⑥寄付と

いう関係性を得ることで人々のものの見方が変わりうる、

などが指摘され、地域で寄付推進の仕組みを創る意味が

確認された。

議事要旨  早瀬 昇氏

アンケートの結果 　参加者概数：52名　 回答者数：14名

回答者の所属先 その他の方助け合い活動をすすめる立場の方

分科会33
78%

100% 100%
22%

分科会34

89% 98% 94%

11%

分科会35
81% 91% 80%

9%
19%

分科会36 67% 88%
100%

33%

分科会37
86%

100% 100%

14%

8%
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ポスター展

いきがい・助け合いサミット in 東京

■大阪サミットでは134枚、神奈川サミットでは139枚のポスターが寄せ
られましたが、今回東京サミットでは152組（153枚）のポスターをご
出展いただきました。ただし、コロナ禍における感染拡大防止の観点か
らポスター説明は残念ながら中止とせざるを得ませんでした。

■参加者の皆さまには、従来同様、事前及び当日お１人５票までの持ち票
で「いいね！」と印象に残るポスターに投票いただきました。その結果、
１〜20位までの作品を、本サミット最後の「全体発表会」で発表させ
ていただきました。

　本編でも改めてご紹介いたします。なお、１〜３位までは得票数を記載
していますが、４位以降は省略しています。また、８位、11位、17位は
得票数が同数になりました。

■ポスターの見方
　ご出展者名の前に記載している番号は、カテゴリー別の通し番号になっ

ており、同番号及びご出展者名の枠の色はカテゴリー別に色分けしてい
ます。また、左右にもカテゴリーの内容をご紹介しています。

　Ｐ124でカテゴリーの説明をしていますので、ご参照ください。

■20位までの作品の後に、特別展示いただいた出展団体のご紹介もさせ
ていただいております。

■全152組（153枚）のポスターと特別展示ポスターは、当財団ホーム
ページでご紹介しています。

　https://poster-sawayakazaidan.web.app/after-poster-site.html
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①体制整備事業の呼び掛け
②生活支援コーディネーターの活躍
③協議体の活躍

①つながり・見守り
②居場所
③多様な生活支援
④有償ボランティア
⑤移動・買い物支援
⑥防災

①共生社会を目指す動き
②農福連携
③共生支援活動
④学生も動き出した

出展ポスター  カテゴリー

活動内容に合わせて以下のカテゴリーごとに展示しました。

カテゴリー 1 総合事業に定める生活支援の助け合いに関する活動

カテゴリー Ａ コロナ禍の中における助け合い活動

カテゴリー Ｂ 体制整備に関するもの

カテゴリー Ｃ 住民のニーズ把握及び担い手の掘り起こしに関するもの

カテゴリー Ｅ 都道府県の支援

カテゴリー D 助け合い活動の創出に関するもの

カテゴリー Ｆ Ａ～Ｅにあてはまらない助け合いに関する活動

カテゴリー  2 「総合事業に定める生活支援の助け合いに関する活動」以外の地域共生に関する活動
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広島県
庄原市社会福祉協議会16第1位

「いいね！」
得票数

142票

「やっぱりここがええねぇ」
人口や社会資源が少なくなっても、「なじみのあるここで暮らしたい」の思いを叶え、
５年先、10年先も「やっぱりここがええねぇ」と笑顔で暮らせる地域づくりを地域のみんなで目指し、活動しています。

B

体
制
整
備
に
関
す
る
も
の

①
体
制
整
備
事
業
の
呼
び
掛
け
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佐賀県
太良町社会福祉協議会14第2位

「いいね！」
得票数

141票

車を運転できなくなった日
互助・共助・公助の仕組みも大切ですが、自助力向上への啓発をテーマとしたポスターです。 
まずは住民一人ひとり、将来の自分の暮らしにしっかりと向き合い考えて、そして備える取り組みが地域の基盤となります。

B

体
制
整
備
に
関
す
る
も
の

①
体
制
整
備
事
業
の
呼
び
掛
け
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山梨県
南アルプス市社会福祉協議会29第3位

「いいね！」
得票数

120票

「子どもたちの未来のために　今、できることを」
地域共生社会、SDGsが話題となっている昨今、協議体の活動や参加者の思いも持続可能にしていくことで
今の時代だけでなく子どもたちが暮らす未来も安心して暮らせるようにしていきたいです。

B

体
制
整
備
に
関
す
る
も
の

③
協
議
体
の
活
躍
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埼玉県
鶴ヶ島市社会福祉協議会56第4位

「いいね！」

LINEで見守り！？どうやって？
鶴ヶ島市では昨年度より「心と心をつなげるネットワーク活動」を行っています。
ご近所さんがチームになって少し気にかけあう活動です。チーム数は5月現在で140チーム以上！
地域のみなさんが安心して暮らせる地域づくりをこれからも応援し支えていきます。

D

助
け
合
い
活
動
の
創
出
に
関
す
る
も
の

①
つ
な
が
り
・
見
守
り
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高知県四万十町
ＮＰＯ法人地域支援の会さわやか四万十103第5位

「いいね！」

でゆう十和組　利用者・支援者、募集

D

助
け
合
い
活
動
の
創
出
に
関
す
る
も
の

⑤
移
動
・
買
い
物
支
援

過疎が進む地域が抱える問題は
非常に重たいものですが、少し
笑いを混ぜる事で、ふとした瞬
間に関心を持ってもらい、仲間
を増やしていきたいという願い
を込めて作成しました。

高齢者はひとの世話にならない
ため自力で解決しようと日々努
力していますが、どうにもなら
ない事も時としてあります。
声なき声、小さき声を聴ける私
達でありたいものです。
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栃木県那須塩原市
にしなすケアネット38第6位

「いいね！」

シン・キョウギタイ - 目的別自由参加型協議体 -
地域ケア会議×協議体の“にしなすケアネット” 
課題ごとに人が集まり立ち上がっていく、新しいカタチの『シン・キョウギタイ』 
住民の思いをトッピングする特別なレシピで作られた活動をご紹介します。

B

体
制
整
備
に
関
す
る
も
の

③
協
議
体
の
活
躍
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山梨県
南アルプス市介護福祉課54第7位

「いいね！」

できる人が　できることを　できる時に
南アルプス市では、86ある自治会のうち54の地域に「第３層」協議体が設置され、
身近な地域で、住民の手でできる助け合い活動が始まっています。
市民の皆さんに PR するため新聞折込で全戸配布したパンフレットの表紙です。

D

助
け
合
い
活
動
の
創
出
に
関
す
る
も
の

①
つ
な
が
り
・
見
守
り
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大阪府
河内長野市社会福祉協議会26第8位

「いいね！」

支えあい活動の地域づくり啓発
テーマごとに開催している協議体は、第一層（市域）では多地域の支えあい活動実務者や関心のある方々での情報交換や
提言の場となり、第二層（小学校区）は具体的に支えあい活動の創出に向けた検討の場として相互に影響しながら進められて
きた。その成果もあり少しずつ活動に広がりが出てきており、2021年からは市の地域福祉計画にも位置づけ、支えあい活動
を「ほっとかへん」をキーワードに後押ししています。

B

体
制
整
備
に
関
す
る
も
の

②
生
活
支
援
コ
ー
デ
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タ
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の
活
躍
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岡山県
倉敷市社会福祉協議会31第8位

「いいね！」

マンガみたいな感動の実話‼～共生クラシキ～
身近な事例だからこそ、「ワクワク」「ドキドキ」「ぽかぽか」してくる！
倉敷ではそんなドラマチックな地域の活動を「見える化」「魅せる化」することで、
支え合いの「実る化」につながっています！

B

体
制
整
備
に
関
す
る
も
の

③
協
議
体
の
活
躍
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鹿児島県
鹿屋市高齢福祉課93第10位

「いいね！」

YAROO   プロジェクト～男性の活躍の場の創出～
生活支援体制整備事業の一環として、男性の社会参加の促進を目的とした「YAROO  プロジェクト」を立ち上げました。
これにより、既存の資源を再確認できたとともに「料理を習いたい」「互助活動に興味がある」等新たな地域資源創出の
手がかりを得ることができました。プロジェクトはまだまだ進行中です！このポスターでは当取組をきっかけに発見・創出
した活動を紹介しています。地域のために活動する男性たちの姿をどうぞ見てください！

D

助
け
合
い
活
動
の
創
出
に
関
す
る
も
の

③
多
様
な
生
活
支
援
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東京都
板橋区24第11位

「いいね！」

“手応え”ある地域づくり
「いろんな手」に支えられている板橋区の支え合い会議（第２層協議体）。
「支え手」と「受け手」の関係をこえて、地域の支え合いの手がつながることで「手応え」ある活動に。

B

体
制
整
備
に
関
す
る
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②
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活
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京都市社会福祉協議会111第11位
「いいね！」

買い物から広がる　ささえあいのわ
京都市では、買い物支援を地域課題として認識し、課題解決に向けたワーキングチームを結成。
12名の SC が多様なアプローチ方法を検討・実践し、買い物の支援の輪を広げ、暮らしを支え合う仕組みづくりに奮闘中！

D

助
け
合
い
活
動
の
創
出
に
関
す
る
も
の

⑤
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奈良県天理市
社会福祉法人大和清寿会27第13位

「いいね！」

ALL TENRI の支え合い！～多世代×多様性×ICT～
天理市では、生活支援の担い手として多様な世代の人材を派遣し、愛称をてんさぽと称している。
また、アプリ（ICT）を活用し、支援のマッチング調整や支援者・利用者の音声を配信している。

B

体
制
整
備
に
関
す
る
も
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②
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大阪市平野区社会福祉協議会34第14位
「いいね！」

平野区ささえ愛支援員のあゆみ
平野区の生活支援コーディネーターは「平野区ささえ愛支援員」という独自の愛称で活動しています。
第１層・第２層あわせて６名で平野区民のつながりの架け橋となるよう、区内のささえ愛をひろげる役割をしています。

B

体
制
整
備
に
関
す
る
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協
議
体
の
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山梨県南アルプス市
中野支えあい協議体65第15位

「いいね！」

男たちの居場所
中山間地域に住む私たち、高齢化が進むにつれ課題は増えるばかり。退職者世代が寄り集まり、課題に立ち向かう。
集まって作業し、語らっては新しい繋がりが生まれ、絆が深まる。それは一人になりがちな男たちの居場所である。

D

助
け
合
い
活
動
の
創
出
に
関
す
る
も
の

②
居
場
所
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岡山県
公益財団法人岡山市ふれあい公社120第16位

「いいね！」

健康長寿の秘訣は、いきがいと、つながりと、体操と
毎日の畑仕事、採れた野菜はご近所さんにおすそ分け。週に１回は近くの公会堂に集まっておしゃべりと体操。
人生１００年時代、生まれ育った地域で元気に過ごすご長寿を紹介します。

F

Ａ
～
Ｅ
に
あ
て
は
ま
ら
な
い
助
け
合
い
に
関
す
る
活
動
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大阪府
太子町社会福祉協議会94第17位

「いいね！」

みならいＳＣの旅立ち
第１層協議体“SASAE 愛 太子”において課題としている４つのテーマへ取り組む様子を、
国民的 RPG 風に作ってみました。
先輩 SC や地域の方々と強力なパーティーを組んで、助け合いを更に進めていきます。

D

助
け
合
い
活
動
の
創
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に
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③
多
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な
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静岡県
藤枝市・藤枝市社会福祉協議会102第17位

「いいね！」

ふじえだ足すとプロジェクト F ～藤枝市の挑戦者たち～
藤枝市では、市民団体や社会福祉協議会などと市が一体となって高齢者の「足」の問題の解決に向けて取り組み、高齢者に
外出の楽しみを取り戻す成果を上げてきました。超高齢社会に共通するこの「足」の問題の解決に向けた努力と、これから
も続く挑戦について、藤枝市の感動の物語を紹介します。

D

助
け
合
い
活
動
の
創
出
に
関
す
る
も
の

⑤
移
動
・
買
い
物
支
援
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いきがい
助け合い

143

いきがい
助け合い

奈良県
葛城市社会福祉協議会96第19位

「いいね！」

住民主体で実現！許可・登録不要の移動支援！
不安を抱える高齢者の暮らしぶりを知り、「何とかしたい」という住民の想い。
生活支援コーディネーターは、住民の力を信じ、声をつなぎ、そっと肩をおす・・・。
地域を作る主役は、そこに暮らす人々。

D

助
け
合
い
活
動
の
創
出
に
関
す
る
も
の

④
有
償
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
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島根県
浜田市社会福祉協議会53第20位

「いいね！」

コロナ禍でも「人は」つながり助け合える！
私は浜田市の生活支援コーディネーターです。地域の住民主体の支えあいや助け合いを考えたときに、住民の負担感と希薄
な人間関係に頭を悩ませました。今の世の中でも無理なくできることを考え、「ゆるやかな」を合言葉に、まずは地域の
土台作りからと手作りのすごろくを使って、企業研修や子供の集まりの場で楽しく啓発をしています。
誰でも意識を持てばつながり助け合える！この思いを多くの人に伝いたい！と日々頑張っています！

D

助
け
合
い
活
動
の
創
出
に
関
す
る
も
の

①
つ
な
が
り
・
見
守
り
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いきがい
助け合い

特  別  展  示

東京都
社会福祉法人全国社会福祉協議会
日本生活協同組合連合会
一般社団法人日本協同組合連携機構
公益財団法人全国老人クラブ連合会
特定非営利活動法人高齢社会をよくする女性の会
公益社団法人日本プロサッカーリーグ（J リーグ）
特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター
一般財団法人健康・生きがい開発財団
一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会　医療経済研究機構　国際長寿センター（日本）
認定特定非営利活動法人サービスグラント
特定非営利活動法人ニッポン・アクティブライフ・クラブ
にっぽん子ども・子育て応援団
特定非営利活動法人全国コミュニティライフサポートセンター
認定特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会
公益社団法人日本フィランソロピー協会
公益社団法人日本介護福祉士会
一般社団法人日本作業療法士協会

出
展
団
体
（
順
不
同
）

サミットへのご後援をいただいている43団体の中から、ご希望いただいた18団体の取り組みを
ご紹介いたしました。（ポスター展示、パンフレット・冊子配布等）
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　どれも個性あるポスターで、内容もそれぞれ工夫して事業を展開してるんだなーと感じ
とれるものでもありました。回数を重ねるごとに、票を集めやすいポスターの作り方が、
みなさん分かってきたように感じます。その特徴としては「人（顔・表情・動きがわかる
写真であること）」が入ることが共通しているように思います。そのことからも、この取り
組みの主役はやはり「人」なのだと改めて認識しました。人が、出会い、話し合い、考え、
共有して、行動して、共に育っていく。それぞれがその中に何らかの価値を見出していく
継続なのでしょうね。

　自分たちがやっている事業に近いものもあり、ポスターの情報だけでも参考になること
がありました。目を引くような工夫を凝らしているだけでなく、作成者の思いも感じるこ
とが出来て、とても良かったです。

　今年のポスターは、今までになく地域の方々のお顔が見えるものが多かったように感じ
ました。自分の住んでいる地域に対するプライド、誇りがポスターから溢れているのを感
じました。もちろん、私たちの地域も皆さんの強い思いで動いています。

ポスター展に寄せられた
皆さまの声

アンケートに寄せられたご意見、応援メッセージ（抜粋）

９月１～２日　ポスター展示会場
ポスターはカテゴリーごとに９月１日 11：00から２日 16：30まで会場で展示しました。
ポスターＷＥＢ展示は同じくカテゴリーごとに８月22日から９月２日まで行いました。
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いきがい
助け合い

　ポスターの数が多く選ぶことが大変でした。近隣の活動情報がわかりました。少しでも
参考にしたいと思います。

　力作ぞろいのポスター展で、以前に比べて内容がわかりやすいポスターが多くなったよ
うに思います。また、全国各地で皆さんが素晴らしい活動をされており刺激をいただきま
す。

　どのポスターも一枚で伝えたい内容を表現できており非常に分かりやすく作られている
と感じた。参考にさせてもらえるものばかりで、これからの自分の成長に繋がりました。

　どの取り組みからも元気をもらいました！全国、北から南まで順番に訪問行脚したいく
らいです。参考にさせていただけるお宝の宝庫をまとめていただきありがとうございます。

　団体によっては複数枚のポスターを出されているところがありますね。団体の中で競い
合って作成しているのかな？そんな活動を私たちもしてみようか、「発信力」を鍛えるの
にポスター展はとてもいいと思いました。いいことをやっているつもりでも自信がなく、
とても発表などといかないと思っていましたが、「これに近いこと私たちもやってる」と
気づくこともあり、自信にもつながります。

　物言わぬポスターから、おしゃべりをするポスターへ。地域でイキイキと活動されてい
る姿、支えようと頑張る縁の下の力持ちが地域同士で、考えられると良いと思いました。
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　普段の業務の中では、他市
町の取組みについてここまで
広く、いろいろな視点で情報
収集できる機会もないため、
大変参考になります。こうい
う機会があることで、モチベ
ーション維持が図れるので、
主催の方は大変だったと思い
ますが感謝申し上げます。

　ポスターセッションを楽しみにしていましたが昨年に引き続き中
止となり残念です。ポスターを見るだけでも面白いのですが、思い
とかは直接言葉で聞かなければわからないので、それぞれ１分でも
いいので、動画で作者たちの思いがみえるといいなと思いました。

　取り組みの参考になるため大変貴重な資料／情報をありがとうございます。また、ポス
ターを作る中で、自らの地区の取り組みや活動を振り返り、整理する機会となるため有難
い機会でした。

　ひとつのポスターに込める想い、多くの知恵と工夫、時間を費やされたことがわかりま
す。拝見しても感じ取れるところは多くありますが、出来ればひと言、ここが我らの良い
所！のコメントを当事者からお聞きできればなお、より伝わって良かったと少し残念にも
思いました。皆さんとても力作で迷いましたが、視覚に訴える力ってすごいです。これか
らの参考にさせていただきます。

　様々な地域へ実際に訪れることは到底できないが、ポスターを見ているだけで全国の協
議体等に関わり、頑張っている方の活動に触れることができている気がして元気づけられ
た。

　かなり広範囲の場所にポスターが掲示されており、全て見れたのか？と思いました。多
くのポスターの掲示は会場の問題もあり、難しいのかもしれませんが、１つの大きな会場
に掲示していただくと、全てを見られるのではないでしょうか。　
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いきがい
助け合い

「いきがい・助け合いサミット
in 東京」を振り返って

登壇者の方々からのたくさんの素敵なお言葉、
及び参加者の皆さまから寄せられた声、

各分科会や全体発表会等の写真などで本サミットの様子をご紹介します。

終了後、さまざまな新聞等で東京サミットが紹介されました。
巻末に掲載いたします。

いきがい・助け合いサミット in 東京
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　さわやか福祉財団でなければできない規模、
運営、顔ぶれで、ほんとうに沢山の人が元気づ
けられたと思います。またポスター展も今回少
し時間があったので初めて注意深く拝見し、い
ろいろな気づかされることが多く、感心しまし
た。

　あれだけの規模のサミットを実施するという
のは大変なことだろうとつくづく思い、そうし
た中での会場のスタッフの皆さんの的確な動き
に感服いたしました。内容的にも、皆さんのお
話をうかがっていて９０年代頃からの自分自身
の流れを振り返るような思いがわき、大変印象
深い時間となりました。あらためて堀田先生は
じめさわやか福祉財団が、時代を先取りした活
動をしてこられたことを痛感した次第です。

　たくさん、たくさん学ばせていただき、２日
目ははしごしてしまいました（笑）。１１月に
動画配信されましたら、しっかり学び直しをさ
せていただきます。

　改めて、意義深いサミット「ジャンプの回」
にお招きいただきありがとうございました。全
体シンポジウム、担当した分科会、全体発表会、
ポスター等々でいろいろな学びを得ることがで
き、実り深い２日間でした。

　ハイブリットの開催ということで運営側も準
備から当日運営と気遣いも多々あったと思いま
す。お疲れさまでした。個人的には新しい出会
いもあり学び多き２日間でした。

　気の抜けない３年間、本当にお疲れさまでし
た。私にとっても３年間のサミットは刺激的で、
いろいろ勉強させていただきました。日本各地
には、こんなにもたくさんの熱い思いをもった
人たちがいるのだということを知っただけでも
大収穫でした。

　ずっとオンライン対応でかなり久しぶりの対
面でしたが、やっぱり対面がいい。皆さんと会
えて語れてよかったです。反響もありいろいろ
メールもいただいています。こどもの話は私も
意識して話したので、最後に提言もありよかっ
たです。

　２日間にわたって参加させていただき、皆さ
んの熱意に圧倒されていました。また、議論も
とても刺激的で、多くのことを学ばせていただ
きました。

　それにしても全国のこのような人物を選出し
てこられる財団の力のすばらしさに感服しまし
た。初めてサミットに参加したという同じ市の
人が、財団のすごさに驚いたと何度も言いまし
たが、私も思います。多くない職員で全国から
このような優れた人たちをピックアップされる
ことに敬服いたします。

　昨年はＷＥＢで視聴いたしましたが、今回会
場に参加させていただいて感じたのは、その場
に流れているとてつもないパワフルなエネルギ
ーでした。今回与えていただいた貴重な経験を
励みとして、さらにこれから地域福祉の充実の
ための取り組みを続けていきたいと思います。

登壇者の方々からサミットに対する
たくさんの素敵なお言葉をいただきました

その一部をご紹介させていただきます
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いきがい
助け合い

　きめ細かく寄り添いながら登壇者へのサポー
ト、当日までの丁寧な対応と運営に、感謝申し
上げます。３７の分科会はどれも魅力的で、地
域課題をみんなで解決していこうという意欲あ
ふれた参加者と一緒に考える機会をいただきま
した。分科会ごとの提言でまとめる手法も素晴
らしいと思いました。

　労働組合と協同組合、それぞれの方と御一緒
することはあっても、両者揃う場は初めてだっ
たので、非常に考えさせられました。また、ポ
スター展を見ていると、ユーモアのある福祉が
沢山あるのだと嬉しく思いました。

　一大イベントでハンドリングするのがさぞか
し大変だっただろうと思います。子供の政策、
未来の日本にとって最重要課題なのでがんばっ
ていただきたいと思いました。私たちのパネル
も企業の方達とうまくＮＰＯや地域等がつなが
ればいいなと思いました。事後が楽しみですね。

　改めて資料を読んでみると、今の当地の課題
と解決策のヒントを発見し、一人で頷いていま
す。錆び付いていたアンテナを少し磨くことが
できて、感度が上がればと思っております。そ
れにつけこのような学びと発見の場にもっと多
くの皆さんが参加できれば、地域の支え合い、
助け合いのスピードが上がるのにと思っており
ます。

　サミットを通じて共生社会の実現に向けて連
携が深まることを祈念しています。私たちも積
極的に深化させて参ります。

　分科会では、アカデミックで実践的なボラン
ティア活動に関する大変素晴らしいご高話をお
聴きできたこと、感謝致します。皆さまから学
ぶことが沢山ありました。やはり継続して実践
しつつ多くを巻き込んで進化していくことの大
切さを、実感しました。

　私どもの紹介も、自信がない中ギリギリまで
不安でした。でも、挑戦と思ってやらせていた
だき勉強になりました。何よりも、全体シンポ
や他の分科会を見聞し、更にやるべきことが見
えてきたように思います。このような機会を与
えてくださり感謝しております。

　住民と目線を合わせて話し合いを続けていく
ことの大切さを改めて痛感した。この事業に正
解はない、無数にやり方はある。自分の地域に
比較できないが真似てみたい。ＳＣ自身がやら
され感を持っていたことに気づいた。明日から
また頑張れそうです。

　分科会終了後、何人かの方に「今後またご相
談させてください」と、団体や企業の方ともお
知り合いになれました。参加させていただいた
ことで出会った「縁」を大切にしてつながって
いきたいと思っております。

　これでサミット終了ですが、これからどうフ
ォローアップしていくかは、受け手としては自
分なりに考え、行動要件を決めて、身近なとこ
ろで更なる飛躍が出来るように頑張ってみます
ので、これからも宜しくお願いいたします。
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【全体シンポジウムについて】

　宮本先生が言われていた「ワーク・ライフ・
ケアバランス」でワークからケアに、そのケア
をワークにするとの言葉が大事だなと感じまし
た。今後はこの言葉の意味を考えながら、地域
での活動、支援を通じ理解に結び付けられるよ
う努めます。また、広井先生のポジティブな価
値の発掘の時代との言葉に、新しい事を入れる
前に今現在ある事の価値を見直し発展させてい
く事は、地域の住民が持っている力、元々ある
資源に価値を見出していく事が本人達の強みと
モチベーションに繋がると聞いていて感じ、髙
橋先生の地域の課題を事業化する手助けに繋が
るように感じました。今後地域の事で悩むこと
があれば、先生方の言葉を思い出して支援を行
っていきたいと思います。

　これまでのコミュニティが崩壊、新しいコミ
ュニティが未だできていない。共感いたします。
新しいコミュニティ社会の創造がこれからの課
題ですね。

　助け合いができる団体が助け合いのための道
具になるのではなく、新たなコミュニティにな
り、その活動に時間を割いてもよいと思えるも
のになると良いという話を聞くことができ、住
民の方々にそう思ってもらえるような支援をし
ていきたいと思えました。

　地方に住んでいます。人口減少社会の最先端
にいます。「地域への着陸」の時代に選ばれる
地域を目指していきたいと思います。「コミュ

ニティは、自分との関係性・距離感」に賛同し
ます。

　社会福祉協議会として様々な事業を展開して
いますが、事業ごとに担当、関わってくれる人
がいます。ばらばらに考えるのではなく、地域
共生社会というキーワードで考えたら、お互い
に持ちつ持たれつで実施できることがあると感
じました。地域の行事やイベントなど人と関わ
ることによって、支える人・支えられる人両方
になることができます。地域共生社会が進むこ
とによって孤立状態をなくしていけると感じま
した。

【サミット全般について】

　全体シンポから各分科会の発言すべてが心に
響く内容でした。いつでも寄れる、誰でも受け
入れてくれる居場所があり、それぞれができる
ことで助ける側にいられる地域づくりを目指し
ていきたいと感じました。

　こんなに沢山の人が地域共生社会を目指して、
それぞれの立場で頑張っていることがわかり、
心強くもあり感激でした。「できない」「ムリ」
ではなく、「やってみる、とりあえず…」が、
様々な地域創生の活動につながっていくのだと
思いました。参加できて本当に良かったです。

　支え合い活動がこんなにも全国で、さまざま
な方法で実施されていることを知ることができ、
担当（市職員として）させてもらえていること
に感謝するとともに、他の活動を参考にしなが
ら今後さらに発展させたいと感じました。

参加者の皆さまから寄せられた声を
ご紹介します

アンケートから一部抜粋
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いきがい
助け合い

　熱意、人とのつながり、続けることの大切さ
を学びました。

　発信の内容は大事だが、発信先も大事。すべ
ての人に届く工夫がまだまだ必要。学校、医療
など必ず通過するところに発信し、助け合いは
当たり前のことになるといい。

　参加したどの分科会においても、「役割を持
つこと」「人の役に立つこと」がいきがいにつ
ながり、それが幸福度を上げているという話で
あったのが印象的だった。

「地域共生社会」という言葉は浸透したので、
具体的にどうなっていったらいいのか、それぞ
れの夢や思いを楽しく語り合いたい。

　ホップ、ステップ、ジャンプ、貴重な機会を
創出して頂きありがとうございました。参加さ
せて頂く中で、新たな発見や新たな学び、そし
て出会いとつながりができました。今後も様々
な場面でサミットの提言が活かされ広がってい
くことを願いつつ、できることに努めたいと思
います。

　福祉に限らず多種多様な情報を仕入れ、どの
ように活用できるのかを日々考えないといけな
いと感じた。また、「福祉」という言葉にとら
われすぎず、同職種以外との交流の場づくりを
図り、化学反応を生み出す必要があると思った。

　多くの行政職の方がもっとこういった集まり
に参加して学ぶ機会を持っていただき、時世は
どの方向に動いているのかを見極め、自分のま
ちを良くするために参考にするという気概をも
って仕事していただければ、もっともっと市町
村は良くなると思います。生活支援コーディネ
ーターだけに生活支援体制整備事業を任せても、
この事業は進まないという現実に早く気づいて
ほしいですね。

　今回のサミットで全国には同じ志を持った仲
間が大勢いることに気づき、元気をもらい、更
に勇気や活力が湧いてきました。今日学んだこ
とを礎として、これからの地域活動に活かして
いきたいと思います。本当に参加してよかった
です。感謝します。

　もっと活動を世間に対して公表してほしいと
思います。私たちの地域では、地域づくりとい
う活動そのものが認知されておらず、活動が浸
透しないし前に進みません。支援者の伴走者が
欲しい！と思う日々です。さわやか福祉財団が
どういう取り組みをしていて、全国的にこうい
う活動が始まった、こういう課題解決に結びつ
けたなどという事例をどんどん公表していって、
理解を進めていってほしいと思います。自分の
力のなさを棚上げして、助けてほしいと思う
日々です。

　少子化は高齢化の裏返し（表裏一体）でもあ
ります。既に始まったわが国（他の国々の多く
も同じでしょうが！）の高齢化は、年ごとに深
化することは必至です。本サミットの存在意義
と発信効果は大きなものがあります。考えるこ
とが多々ありますが、勉強になりました！

　全体発表会の提言の一つ一つがとても簡潔で
素晴らしかったです。

　これからの新しいコミュニティへの期待感が
いっそう高くなりました。今後もいきがい・助
け合いサミットを続けていただきたいです。オ
ンラインもいいのですが、やっぱり会場の生の
手応えは何ものにも代えがたいです。

　今年で終わってしまいますが、継続的なサミ
ットを欲してしまいます。この２日間を楽しみ
に何とか日々を過ごしてきたので。ジャンプま
で追いつきませんが、刺激がたくさんでした。
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９月１日～２日　各分科会

写真で振り返る
「いきがい・助け合いサミット in 東京」

1日午後
第１部
パネル
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いきがい
助け合い

９月１日　受付

２日午前
第２部
パネル

９月２日　登壇者昼食・打ち合わせ会場
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生活支援ロボット特別展示 さわやか福祉財団展示

２日午後
第３部
パネル
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いきがい
助け合い

第３部パネル 提言発表

全体シンポジウムとサミット基本的テーマに関する主たる３分科会
（分科会１、14、26）の提言発表

第１部パネル 提言発表

第２部パネル 提言発表

ポスター展
「いいね！」

発表

さわやかインストラクターと共に参加者の皆さまを見送りました。
いきがい・助け合いのある共生社会づくりに向けてジャンプしましょう　

９月２日　全体発表会
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2022.9 .9
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いきがい
助け合い
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高齢者住宅新聞　2022.9 .21
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いきがい
助け合い

労働基準広報　2022.11 .11
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いきがい
助け合い
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毎日新聞　2022.9 .25

毎日新聞　2022.10 .2
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いきがい
助け合い

京都新聞
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２０２２年９月１日（木）～２日（金）

公益財団法人さわやか福祉財団

生活支援コーディネーター、協議体構成員、地方自治体、社会福祉協議会、地域包括支援
センター等の地域づくり関係者、国・関係機関・ＮＰＯ・民間団体の関係者等、助け合い ・
支え合う地域づくりに関係する幅広い分野の方々、その他関心を持つ一般住民など

厚生労働省　東京都　社会福祉法人全国社会福祉協議会　日本生活協同組合連合会　一般社
団法人日本協同組合連携機構　一般社団法人全国農業協同組合中央会　公益財団法人全国老
人クラブ連合会　特定非営利活動法人高齢社会をよくする女性の会　公益社団法人日本プロ
サッカーリーグ（Ｊリーグ） 

公益社団法人日本医師会　公益社団法人日本看護協会　公益社団法人日本社会福祉士会
公益社団法人日本介護福祉士会　一般社団法人日本介護支援専門員協会　公益社団法人全国
公民館連合会　全国自治会連合会　公益社団法人日本理学療法士協会　一般社団法人日本作
業療法士協会　一般財団法人高齢者住宅財団　一般社団法人高齢者住宅協会　一般財団法人
年金住宅福祉協会

一般社団法人日本経済団体連合会（経団連）　日本労働組合総連合会（連合）

（順不同）

社会福祉法人東京都社会福祉協議会　一般社団法人医療介護福祉政策研究フォーラム　特定
非営利活動法人地域共生政策自治体連携機構　特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター
高齢社会ＮＧＯ連携協議会　日本退職者連合　一般財団法人健康・生きがい開発財団　一般財
団法人医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構 国際長寿センター（日本）　認定
特定非営利活動法人サービスグラント　特定非営利活動法人全国移動サービスネットワーク
特定非営利活動法人ニッポン・アクティブライフ・クラブ　にっぽん子ども・子育て応援団
認定特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会　特定非営利活動法人全国コミュニティ
ライフサポートセンター　公益財団法人公益法人協会　公益社団法人日本フィランソロピー
協会　小規模多機能自治推進ネットワーク会議　一般社団法人シニア社会学会　公益財団法
人Ｕビジョン研究所　日本障害フォーラム

グランドプリンスホテル新高輪・国際館パミール
東京都港区高輪３−13−１

期　日

会　場

主な対象

主　催

会場参加とオンライン視聴を併用して開催開催形式

後　援

「いきがい・助け合いサミット in 東京」
共生社会をつくる地域包括ケア  ～生活を支え合う仕組みと実践～

開  催  概  要
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いきがい
助け合い

総合受付開始

ポスター会場オープン

全体会場オープン

開  会

全体シンポジウム
「地域共生社会への進展 ～住民主体で大ジャンプ～」

第１部パネル　分科会１～13

終 了　
※オープニングアトラクション、大交流会は中止になりました

ポスター会場オープン

第２部パネル　分科会14～25

昼食休憩

第３部パネル　分科会26～37

全体発表会

閉  会　
※ポスターセッションは中止になりました
※生活支援ロボット特別展示を行いました

１日目　９月１日（木）

１１：００

１２：００

１３：００

１３：０5
〜15：00

１５：３０
〜17：30

１７：３０

プログラム

１６：３０

９：００
〜11：00

８：００

１３：００
〜15：00

１１：００
〜13：00

１５：３０

2日目　９月２日（金）






